
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定介護保険事業者のた めの運営の手引き  

特定施設入居者生活介護/ 

介護予防特定施設入居者生活介護 

神奈川県 高齢福祉課  

 

介護保険制度は、更新や新しい解釈が出ることが大変多い制度です。この手引きは作成時点

でまとめていますが、今後変更も予想されますので、常に最新情報を入手するようにしてくださ

い。 

釈が出ることが大変多い制度です。この手引きは作成時 点で

が    、今後変更も予い

                                             

        

令和４ 年10月版 



 

 

 項目 頁 項目 頁 

 Ⅰ 特定施設入居者生活介護について   １   （ ３ ） 施設ケアマネジメ ント の流れ ２ ４  

 １  特定施設入居者生活介護と は １   （ ４ ） 計画作成担当者機能する 特定施設と は ２ ５  

 ２  住所地特例について １  ５  利用料の受領について ２ ６  

 Ⅱ 人員基準について  ２   （ １ ） 利用料等の受領 ２ ６  

 
１  管理者 ２  

 （ ２ ） その他、 利用者から 受け取る こ と ができ る

費用 
２ ６  

 ２  生活相談員 ２  ６  介護保険の給付対象外の介護サービ ス 費用 ２ ７  

 ３  看護職員・ 介護職員 ３   （ １ ） 利用料の範囲 ２ ７  

 ４  機能訓練指導員 ４   （ ２ ） 保険対象外の介護サービス 費用の受領 ２ ７  

 ５  計画作成担当者 ４   （ ３ ） 定期健康診断の費用負担について ２ ８  

 ６  療養病床から 医療機関併設型の特定施設へ転

換する 場合 
４  ７  日常生活費に要する 費用の取扱いについて ２ ９  

 ７  総利用者数の計算方法 ５   （ １ ） 「 その他日常生活費」 の趣旨 ２ ９  

 ８  人員基準欠如 ６   （ ２ ） 「 その他日常生活費」 の受領に関する 基準 ２ ９  

 ９  用語の定義 ７   （ ３ ） 具体的な範囲 ３ ０  

 
 １ ０  勤務形態一覧表の作成方法 ９  

 （ ４ ） 「 そ の他日常生活費」 に該当し な いも の

で、 介護サービ ス にあたら ないも の 

３ ０  

 

  １ １  勤務形態一覧表の作成方法（ 作成例）  １ ０  ８  サービ ス 提供の記録 ３ １  

 Ⅲ 設備基準について １ ２  （ １ ） サービ ス 提供の記録 ３ １  

 Ⅳ 運営基準について １ ４  （ ２ ） 記録の整備 ３ ２  

 １  サービ ス 提供開始の前に １ ４  ９  事業所運営について ３ ３  

 （ １ ） 内容及び手続き の説明及び契約の締結等 １ ３  （ １ ） 管理者の責務 ３ ３  

  （ ２ ） 受給資格の確認等 １ ５  （ ２ ） 運営規程 ３ ３  

 ２  サービ ス 提供開始にあたっ て １ ５  （ ３ ） 勤務体制の確保 ３ ４  

 ３  サービ ス 提供にあたっ て １ ６  （ ４ ） 掲示 ３ ４  

 （ １ ） 基本方針及び取扱方針 １ ６  （ ５ ） 秘密保持 ３ ４  

  （ ２ ） 介護予防特定施設入居者生活介護の身体的

拘束の廃止 
１ ７  （ ６ ） 広告 ３ ５  

  （ ３ ） 介護 １ ８  （ ７ ） 居宅介護支援事業者等への利益供与の禁止 ３ ５  

  （ ４ ） 機能訓練 １ ８  （ ８ ） 苦情対応 ３ ５  

  （ ５ ） 健康管理 １ ８  （ ９ ） 事故発生時の対応 ３ ６  

  （ ６ ） 相談及び援助 １ ８  （ １ ０ ） 会計の区分 ３ ６  

 
 （ ７ ） 利用者の家族と の連携等 １ ８  

（ １ １ ） 介護現場における ハラ ス メ ン ト 対策につい

て     
３ ７  

  （ ８ ） 協力医療機関及び地域と の連携 １ ９  （ １ ２ ） 業務継続計画の策定等について ３ ８  

  （ ９ ） 緊急時対応 １ ９  （ １ ３ ） 虐待の防止について ３ ９  

 （ １ ０ ） 非常災害対策 １ ９  Ⅴ 報酬について ４ ２  

 （ １ １ ） 衛生管理等 ２ １  １  入所等の日数の数え方について ４ ２  

 ４  計画作成担当者の役割 ２ ２  ２  その他の居宅サービ ス の利用について ４ ３  

  （ １ ） 特定施設サービ ス 計画の作成 ２ ２  Ⅵ 身体的拘束廃止に向けた取組みについて ４ ４  

 （ ２ ） 計画作成担当者に期待さ れる 役割 ２ ３  １  身体的拘束について ４ ４  
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凡例 

利用者等告示 厚生労働大臣が定める 基準に適合する 利用者等（ 平成27年厚生労働省告示第95号）  

大臣基準告示 厚生労働大臣が定める 基準（ 平成27年厚生労働省告示第95号）  

施設基準 厚生労働大臣が定める 施設基準（ 平成27厚生労働省告示第96号）  

厚告 指定居宅サービ ス に要する 費用の額の算定に関する 基準（ 平成12年厚生労働省告示第19号）  

老企40 

指定居宅サービス に要する 費用の額の算定に関する 基準（ 短期入所サービ ス 及び特定施設入居者生

活介護に係る 部分） 及び指定施設サービ ス 等に要する 費用の額の算定に関する 基準の制定に伴う 実

施上の留意事項について（ 平成12年３ 月８ 日付け老企第40号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）  

老企25 
指定居宅サービス 等及び指定介護予防サービ ス 等に関する 基準について（ 平成11年９ 月17日付け老

企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）  

 

 Ⅶ その他 ４ ６   11 口腔・ 栄養ス ク リ ーニング加算 ７ ４  

 １  個人情報保護法について ４ ６   12 科学的介護推進体制加算 ７ ５  

 ２  介護職員等によ る 喀痰吸引等について ４ ７   13 退院・ 退所時連携加算 ７ ８  

 Ⅷ 加算等について  ５ ２   14 看取り 介護加算 ７ ９  

 １  短期利用特定施設入居者生活介護 ５ ２   15 認知症専門ケア加算 ８ ３  

 ２  身体拘束廃止未実施減算                               ５ ４   16 サービ ス 提供体制強化加算 ８ ７  

 ３  入居継続支援加算 ５ ７   17 障害者等支援加算 ９ ０  

 ４  生活機能向上連携加算 ６ ２   18 介護職員処遇改善加算 ９ ２  

 ５  個別機能訓練加算 ６ ４   19 介護職員等特定処遇改善加算 ９ ９  

 ６  ADL維持等加算 ６ ６     

 ７  夜間看護体制加算 ６ ９     

 ８  若年性認知症入居者受入加算 ７ ０     

 ９  医療機関連携加算 ７ １     

 10  口腔衛生管理体制加算 ７ ２  

ⅱ 

基準条例等の委任について 

 平成25年４ 月１ 日から 、 「 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る ための

関係法律の整備に関する法律」 及び「 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を

改正する 法律」 によ り 、 それまで国の省令で定めていたサービス基準等を県の条例で定めるこ

と と なり まし た。 こ れによ り 、 サービス基準等の根拠法令は以下のと おり と なり ます。  

 ○（ 予防） 特定施設入居者生活介護（ 従前： 【 厚令37】 【 厚労令35】 【 老企25】 ）  

 ・ 指定居宅サービス等の事業の人員、 設備及び運営に関する基準等を定める 条例（ 平成25年

神奈川県条例第20号。 以下「 居宅条例」 と いう 。 ）  

 ・ 指定介護予防サービス等の事業の人員、 設備、 運営等に関する基準等を定める条例（ 平成

２ ５ 年神奈川県条例第２ １ 号。 以下「 予防条例」 と いう 。 ）  

 ・ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準等を定める 条例について

（ 平成25年３ 月29日付け高施第336号。 以下「 （ 予防） 居宅解釈通知」 と いう 。 ）  

 それぞれの条文については、 県のホームページにてご確認く ださ い。  

  神奈川県ホームページ（ ト ッ プページ） の「 県政・ 条例・ 統計」 の中の「 県法規集」   

→ 「 法規データ 提供サービ ス 」 を 開始 → 第６ 編 福祉 → 第２ 章 社会保険 

→ 第２ 節 介護保険 → （ 各条例名を ク リ ッ ク ）  
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１  特定施設入居者生活介護と は（ 介護保険法： 第８ 条、 介護保険法施行規則： 第１ ５ 条）  

 

 

 ● 特定施設入居者生活介護と は、 特定施設（ ※） に入居し ている 要介護者について、 当該特定施設

が提供する サービ ス の内容、 こ れを 担当する 者その他厚生労働省令で定める 事項を 定めた計画に基

づき 行われる 入浴、 排せつ、 食事等の介護その他の日常生活上の世話であっ て厚生労働省令で定め

る も の、 機能訓練及び療養上の世話を いう 。  

   

 ※ 特定施設  ・  有料老人ホーム  

         （ 有料老人ホーム に該当する サービ ス 付き 高齢者向け住宅を 含み、  

地域密着型特定施設を 除く 。 ）  

         ・  養護老人ホーム  

         ・  軽費老人ホーム  

 

● 介護予防特定施設入居者生活介護と は、 特定施設（ 介護専用型特定施設を 除く 。 ） に入居し てい

る 要支援者について、 その介護予防を 目的と し て、 当該特定施設が提供する サービ ス 内容、 こ れを

担当する 者その他厚生労働省令で定める 事項を 定めた計画に基づき 行われる 入浴、 排せつ、 食事等

の介護その他日常生活上の支援であ っ て厚生労働省令で定める も の、 機能訓練及び療養上の世話を

いう 。  

  

 

２  住所地特例について（ 介護保険法： 第１ ３ 条）  

 

 

● 住所地特例対象施設（ ※） に入所等を する こ と によ り 、 当該住所地特例対象施設の所在する 場所

に住所を 変更し たと 認めら れる 被保険者であっ て、 当該住所地特例対象施設に入所等を し た際、 他

の市町村の区域内に住所を 有し ていたと 認めら れる も のは、 当該他の市町村が行う 介護保険の被保

険者と する 。  

 

 ※ 住所地特例対象施設 ・  介護保険施設 

             ・  特定施設（ 介護保険法第８ 条第1 1 項）  

             ・  老人福祉法2 0 条の４ に規定する 養護老人ホーム 

 

 

 

 

 

Ⅰ 特定施設入居者生活介護について 
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１  管理者（ 居宅条例： 第２ １ ９ 条、 予防条例： 第２ ０ ５ 条）  

 

 

 ● 事業所ご と に配置する こ と  

 ● 常勤であり 、 専ら その職務に従事する 者である こ と  

   以下の場合であっ て、 管理業務に支障がないと 認めら れる と き には、 他の職務を 兼ねる こ と がで

き ま す。  

   ① 当該事業所の他の職務に従事する 場合 

   ② 同一敷地内にある 他の事業所、 施設等の職務に従事する 場合 

【 ポイ ント 】  

◆ 他の場所にある 事業所や施設と 掛け持ちする こ と はでき ま せん。 そのよ う な場合には、 人員基準違反

になり ま す。  

 

 

２  生活相談員（ 居宅条例： 第２ １ ８ 条、 予防条例： 第２ ０ ４ 条）  

 

 

 ● 常勤換算方法で、 「 総利用者数（ ※） 」 が１ ０ ０ 又はその端数を 増すご と に施設に１ 以上は配置

する こ と 。  

「 総利用者数」  生活相談員（ 常勤換算）   

    ～  １ ０ ０  １ 以上  

 １ ０ ０ 超 ～    ２ ０ ０  ２ 以上 

 ● う ち１ 人は常勤である こ と  

 ● 介護職員の人数には含ま れま せん。  

※ 「 総利用者数」  

＝「 特定施設入居者生活介護の利用者の数」 ＋「 介護予防特定施設入居者生活介護の利用者の数」  

 

 
 

Ｑ  生活相談員を 夜勤帯に配置する こ と はでき ま すか。  

Ａ  

生活相談員の勤務時間帯について明確な定めはあ り ま せんので、 夜勤帯に配置する こ と

は可能です。  

ただし 、 介護職員は、 夜勤帯を 含め常に１ 以上を 配置し ておく 必要があり ま すので、 介

護職員が不在である 時間帯に、 生活相談員と し て配置さ れた職員を 代わり に配置し ても 、

常に１ 以上の介護職員を 配置し たこ と にはなり ま せん。  

なお、 生活相談員が、 介護職員と し て業務を 行う のであれば、 『 生活相談員と し ての勤

務時間』 と 『 介護職員と し ての勤務時間』 と 区分する 必要があり ま す。 こ の場合、 生活相

談員が、 常勤換算方法で「 総利用者数」 が１ ０ ０ 又はその端数を 増すご と に１ 以上必要で

ある こ と にご注意く ださ い。  
 

Ⅱ 人員基準について 

Ⅳ－９ －（ １ ） 「 管理者の責務」 【 Ｐ ３ １ 】 参照 

Ⅱ－７    「 総利用者数の計算方法」 【 Ｐ  ５ 】 参照 
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３  看護職員・ 介護職員（ 居宅条例： 第２ １ ８ 条、 予防条例： 第２ ０ ４ 条）  

 

 

（ １ ） 看護職員 

 ● 看護職員と は、 看護師又は准看護師の免許を 有する 者を いいま す。  

「 総利用者数」  看護職員（ 常勤換算）   

    ～  ３ ０  １ 以上  

 ３ ０ 超 ～  ８ ０  ２ 以上 

８ ０ 超 ～ １ ３ ０  ３ 以上 

以下５ ０ ごと に１ を 加える  

● う ち１ 人以上は常勤である こ と  

（ ただし 、 利用者のすべてが要支援者の場合は、 介護職員及び看護職員のう ちいずれか１ 人が常勤であればよ い）  

 

（ ２ ） 介護職員 

 ● 常に１ 人以上である こ と （ 介護職員がいない時間帯はない）  

（ ただし 、 利用者のすべてが要支援者の場合の宿直時間帯はこ の限り でない）  

● う ち１ 人以上は常勤である こ と  

（ ただし 、 利用者のすべてが要支援者の場合は、 介護職員及び看護職員のう ちいずれか１ 人が常勤であればよ い）  

 

（ ３ ） 看護職員と 介護職員の合計数 

 ● 要介護及び要支援の利用者１ 人を ０ ． ３ 人と 換算し て合計し た利用者数を も と に、 ３ 又はその端

数を 増すご と に１ 以上必要（ H2 7 .4 改正）  

 

☆ 計算方法 

「 指定居宅サービ ス 等の事業の人員、 設備及び運営に関する 基準等を 定める 条例等及び指定介護予防サ

ービ ス 等の事業の人員、 設備、 運営等に関する 基準等を 定める 条例等について（ 以下、 「 条例解釈通

知」 と いう 。 ） 」 第３ －Ⅹ－１ －( 1) －ア、 老企２ ５ ： 第３ －１ ０ －（ １ ） －② 

 

要介護の 

利用者数 
＋ 

要支援の 

利用者数 
× ０ ． ３  ÷ ３  ＝ 

 

 

（ 小数点以下切上げ）  

 

 

 

例： 前年度の総利用者数の平均が、 要介護者３ ０ 人・ 要支援者＝７ 人 の場合 

 

  ［ ３ ０ 人＋〔 ７ 人×０ ． ３ 〕 ］ ÷ ３  ≒ １ ０ ． ７  ≒ １ １  

 

  よ っ て、 看護職員と 介護職員を 合わせて、 常勤換算方法で１ １ 以上であればよ い。  

（ 注： 常勤換算方法で１ ０ ． ９ の場合、 １ ０ ． ７ を上回る が、 １ １ に不足する ため基準違反と なり ま す。 ）  

 

 

 

 

 

Ⅱ－６     「 総利用者数の計算方法」 【 Ｐ  ５ 】 参照 

Ⅱ－７     「 人員基準欠如」     【 Ｐ  ６ 】 参照 
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４  機能訓練指導員（ 居宅条例： 第２ １ ８ 条、 予防条例： 第２ ０ ４ 条）  

 

 ● 日常生活を 営むのに必要な機能の減退を 防止する ための訓練を 行う 能力を 有する 者 

資格要件： 理学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師 

あん摩マッ サージ指圧師、 はり 師又はき ゅ う 師の資格を 有する 者※ 

 ● 施設に１ 人以上は配置する こ と  

 ● 個別機能訓練加算を 算定する 場合は、 常勤専従である こ と が必要 

 ※ はり 師及びき ゅ う 師については、 理学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師又

はあ ん摩マッ サージ指圧師の資格を 有する 機能訓練指導員を 配置し た事業所で６ 月以上機能訓練指

導に従事し た経験を 有する 者に限り ま す。  

 

 

 

 

５  計画作成担当者（ 居宅条例： 第２ １ ８ 条、 予防条例： 第２ ０ ４ 条）  

 

 

 ● 介護支援専門員である こ と （ 介護支援専門員証には有効期間が設定さ れていま すので、 業務に 

   就く 際は確認し てく ださ い）  

● 専従である こ と （ 利用者の処遇に支障のない範囲で、 当該施設の他の職務と の兼務は可能です）  

 ● 施設に１ 人以上は配置する こ と  

 ● 総利用者数が１ ０ ０ 又はその端数を 増すご と に１ 人を 標準と する  

「 総利用者数」  計画作成担当者  

    ～  １ ０ ０  １ 人以上  

 １ ０ 0 超 ～    ２ ０ ０  ２ 人以上 

 

 

６  療養病床等から 医療機関併設型の特定施設へ転換する 場合の特例 

 （ 居宅条例： 制定附則３ ０ ～３ １ 、 予防条例： 制定附則３ ０ ～３ １ ）  

 （ 病床の転換を 行っ て開設する 医療機関併設型指定特定施設等に関する 経過措置） （ 居宅条例よ り ）  

● 3 0  療養病床その他規則で定める 病床（ 以下「 療養病床等」 と いう 。 ） を 有する 病院又は病床

を 有する 診療所の開設者が、 当該病院の療養病床等又は診療所の病床について 、 平成3 0 年４ 月１

日か ら 令和6 年３ 月3 1 日ま での間に転換（ 病院の療養病床等又は診療所の病床の病床数を 減少さ

せる と と も に、 当該病院又は診療所の施設を 介護医療院、 軽費老人ホーム （ 老人福祉法第2 0 条の

６ に規定する 軽費老人ホーム を いう 。 ） その他の要介護者、 要支援者その他の者を 入所又は入居さ

せる ための施設の用に供する こ と を いう 。 以下同じ 。 ） を 行っ て指定特定施設入居者生活介護（ 外

部サービ ス 利用型指定特定施設入居者生活介護を 除く 。 ） の事業を 行う 医療機関併設型指定特定施

設（ 介護老人保健施設、 介護医療院又は病院若し く は診療所に併設さ れる 指定特定施設を いう 。 以

下同じ 。 ） を 開設する 場合その他規則で定める 場合における 当該施設に置く べき 生活相談員、 機能

訓練指導員及び計画作成担当者の員数は、 第2 1 8 条第１ 項、 第２ 項、 第４ 項及び第７ 項の規定にか

かわら ず、 次のと おり と する 。  

 (１ ) 生活相談員及び計画作成担当者 それぞれ当該医療機関併設型指定特定施設の実情に応じ た

適当数 

Ⅷ－４     「 個別機能訓練加算」 【 Ｐ ５ ８ 】 参照 

Ⅳ－４     「 計画作成担当者の役割」 【 Ｐ ２ １ 】 参照 

Ⅳ－３ －（ ４ ） 「 機能訓練」     【 Ｐ １ ７ 】 参照 
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  (２ ) 機能訓練指導員 １ 以上。 ただし 、 併設さ れる 介護老人保健施設、 介護医療院又は病院若し

く は診療所の理学療法士、 作業療法士又は言語聴覚士によ り 当該医療機関併設型指定特定施設の

利用者の処遇が適切に行われる と 認めら れる と き は、 置かないこ と ができ る 。  

● 条例附則第3 0 項に規定する 規則で定める 病床は、 一般病床（ 医療法（ 昭和2 3 年法律第2 0 5 号）

第7 条第２ 項第５ 号に規定する 一般病床を いう 。 ） 又は老人性認知症疾患療養病棟の病床と する 。  

● 3 1  療養病床等を 有する 病院又は病床を 有する 診療所の開設者が、 当該病院の療養病床等又は

診療所の病床について、 平成3 0 年４ 月１ 日から 令和6 年３ 月3 1 日ま での間に転換を 行っ て外部サ

ービ ス 利用型指定特定施設入居者生活介護の事業を 行う 医療機関併設型指定特定施設を 開設する 場

合その他規則で定める 場合における 当該施設に置く べき 生活相談員及び計画作成担当者の員数は、

第  2 4 0 条第１ 項、 第２ 項、 第５ 項及び第６ 項の規定にかかわら ず、 それぞれ当該医療機関併設

型指定特定施設の実情に応じ た適当数と する 。  

● 条例附則第3 0 項、 第3 1 項及び第3 2 項に規定する 規則で定める 場合は、 当該各項の開設者が、

当該各項の規定の例によ り 転換を 行っ て当該転換に係る 病床の施設の部分を 当該各項の事業を 行う

医療機関併設型指定特定施設の用に供する 場合と する 。  

 

７  総利用者数の計算方法（ 居宅条例： 第２ １ ８ 条、 予防条例： 第２ ０ ４ 条、 老企４ ０ ： 第二）  

 

  

（ １ ） 前年度の実績が１ ２ 月以上ある 場合 

○ 前年度の平均値で算出する  

・  前年度（ ４ 月１ 日～翌年３ 月３ １ 日） の全利用者数の延数を 当該前年度の日数で除し て得

た数（ 小数点第二位以下を 切り 上げ）  

（ ただし 、 全利用者数の延数の計算において、 入所し た日は含み退所し た日は含ま ないも のと する 。 ）  

（ ２ ） 前年度の実績が１ ２ 月未満の場合 

  新たに事業を 開始し 若し く は再開し 又は増床し た場合 

新設又は増床分のベッ ド に関し ては、 新設又は増床の時点から  

① ６ 月未満の場合 

・ ・  定員の９ ０ ％で算出する 。  

② ６ 月以上１ 年未満の場合 

・ ・  直近の６ 月における 全利用者等の延数を ６ 月間の日数で除し て得た数と する 。  

③ １ 年以上経過し ている 場合 

・ ・  直近１ 年間における 全利用者等の延数を １ 年間の日数で除し て得た数と する 。  

減床の場合 

・ ・  減床後の実績が３ 月以上ある と き は、 減床後の利用者数等の延数を 延日数で除し て得た数

と する 。  
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８  人員基準欠如（ 厚告２ ７ ： 五、 老企４ ０ ： 第二）  

 

● 看護職員又は介護職員の人員基準欠如 

 

人員欠如 減算始期 減算終期 減算割合 

人員基準上必要 

と さ れる 員数から  

１ 割を 超えて 

減少し た場合 
その翌月から  

解消さ れる に 

至っ た月ま で 
７ ０ ／１ ０ ０  

１ 割の範囲内で 

減少し た場合 

その翌々月から  

（ ※）  

※ ただし 、 １ 割の範囲内で減少し た場合、 翌月末において暦月の常勤換算で人員基準を 満たすに至っ ている

場合を 除く  

 

 [ 例 ] 前年度の総利用者数の平均値が５ ０ 人の事業所 

看護職員         ・ ・ 最低基準は常勤換算で２ 以上 

 

   ① ５ 月１ ５ 日に非常勤の看護職員が１ 名退職し 、 ５ 月の常勤換算で１ ． ７ と なっ たが、  

     ６ 月１ ５ 日で新たに非常勤職員を 雇用し 、 ６ 月の常勤換算では２ 以上と なり 、  

人員基準を 充足し た場合 

                 ６ 月の利用者全員について減算さ れま す。  

１ 割を 超えて減少し た場合で、 人員基準欠如が発生し

た５ 月の翌月である ６ 月から 解消に至っ た月である ６

月ま で減算さ れま す。  

 

   ② ５ 月１ ５ 日に非常勤の看護職員が１ 名退職し 、 ５ 月の常勤換算は１ ． ９ と なっ たが、  

６ 月に新たに非常勤職員を 雇用し 、 ６ 月の末日において６ 月の常勤換算で２ 以上になり 、  

     充足し た場合 

 

                 減算の必要はあり ま せん。  

１ 割の範囲内で減少し た場合で、 翌月末に人員基準 

欠如が解消し た場合は、 減算さ れま せん。  

 

   ③ ５ 月１ ５ 日に非常勤の看護職員が１ 名退職し 、 ５ 月の常勤換算は１ ． ９ と なっ たが 

     ７ 月１ ５ 日に新たに非常勤職員を 雇用し 、 ７ 月の常勤換算では２ 以上と なり 、  

人員基準を 充足し た場合 

                 ７ 月の利用者全員について減算さ れま す。  

人員基準欠如が発生し た５ 月の翌々月である ７ 月から  

解消に至った月である ７ 月ま で減算さ れま す。  

 

 ● 人員基準欠如の未然防止を図る よ う お願いし ま す。  

 

 

 

Ⅱ－３     「 看護職員・ 介護職員」 【 Ｐ  ３ 】 参照 
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９  用語の定義（ 条例解釈通知第２ －２ 、 老企２ ５  第２ －２ ）  

① 常勤換算方法：   

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき 時間数(3 2 時間を下

回る 場合は3 2 時間を基本と し ます。 )で除する こ と によ り 、 当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員

数に換算する 方法をいう も のです。 こ の場合の勤務延時間数は、 当該事業所の指定に係る 事業のサービスに

従事する 勤務時間の延べ数であり 、 例えば、 当該事業所が訪問介護と 訪問看護の指定を重複し て受ける 場合

であって、 ある 従業者が訪問介護員等と 看護師等を兼務する 場合、 訪問介護員等の勤務延時間数には、 訪問

介護員等と し ての勤務時間だけを算入する こ と と なり ます。  

 ただし 、 雇用の分野における 男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する 法律（ 昭和4 7 年法律第1 1 3 号）  

第1 3 条第1 項に規定する 措置（ 以下「 母性健康管理措置」 と いう 。 ） 又は育児休業、 介護休業等育児又は家族 

介護を行う 労働者の福祉に関する 法律(平成３ 年法律第7 6 号。 以下「 育児及び介護のための所定労働時間の短 

縮等の措置」 と いう 。 )講じ ら れている 場合、 3 0 時間以上勤務で、 常勤換算方法での計算に当たり 、 常勤の従 

業者が勤務すべき 時間数を満たし たも のと し 、 １ と し て取り 扱う こ と を可能と し ます。   

  

② 勤務延時間数：  

勤務表上、 当該事業に係る サービスの提供に従事する 時間又は当該事業に係る サービスの提供のための準

備等を行う 時間（ 待機の時間を含みま す。 ） と し て明確に位置付けら れている 時間の合計数と し ます。 な

お、 従業者１ 人につき 、 勤務延時間数に算入する こ と ができ る 時間数は、 当該事業所において常勤の従業者

が勤務すべき 勤務時間数を上限と し ま す。  

    

③  常 勤     ：  

当該事業所における 勤務時間が、 当該事業所において定めら れている 常勤の従業者が勤務すべき 時間数

（ 3 2 時間を下回る 場合は3 2 時間を基本と し ます。 ） に達し ている こ と をいう も のです。 ただし 、 母性健康

管理措置又は育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置が講じ ら れている 者については、 利用者の

処遇に支障がない体制が事業所と し て整っている 場合は、 例外的に常勤の従業者が勤務すべき 時間数を3 0 時

間と し て取り 扱う こ と を可能と する も のと し ます。  

同一の事業者によ って当該事業所に併設さ れる 事業所の職務であって、 当該事業所の職務と 同時並行的に

行われる こ と が差し 支えないと 考えら れる も のについては、 それぞれに係る 勤務時間の合計が常勤の従業者

が勤務すべき 時間数に達し ていれば、 常勤の要件を満たすも のである こ と と し ます。 例えば、 一の事業者に

よ って行われる 指定訪問介護事業所と 指定居宅介護支援事業所が併設さ れている 場合、 指定訪問介護事業所

の管理者と 指定居宅介護支援事業所の管理者を兼務し ている 者は、 その勤務時間の合計が所定の時間に達し

ていれば、 常勤要件を満たすこ と と なり ま す。  

また、 人員基準において常勤要件が設けら れている 場合、 従事者が労働基準法（ 昭和2 2 年法律第4 9 号） 第

6 5 条に規定する 休業、 母性健康管理措置、 育児・ 介護休業法第２ 条第１ 号に規定する 育児休業、 同条第２ 号に

規定する 介護休業（ 以下「 介護休業」 と いう 。 ） 、 同法第2 3 条第２ 項の育児休業に関する 制度に準ずる 措置又

は同法第2 4 条第１ 項（ 第２ 号に係る 部分に限る 。 ） の規定によ り 同項第２ 号に規定する 育児休業に関する 制度

に準じ て講ずる 措置によ る 休業を取得中の期間において、 当該人員基準において求めら れる 資質を有する 複数の

非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算する こ と によ り 、 人員基準を満たすこ と が可能である こ と と し ま

す。  

   

 ④「 専ら 従事する 」 「 専ら 提供に当たる 」 ：   

原則と し て、 サービ ス 提供時間帯を 通じ て当該サービ ス 以外の職務に従事し ないこ と を いう も のです。

こ の場合のサービ ス 提供時間帯と は、 当該従業者の当該事業所における 勤務時間を いう も のであり 、 当該

従業者の常勤・ 非常勤の別を 問いま せん。  
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⑤ 休 暇：      （ 運営基準等に係わる Ｑ ＆Ａ について 平成1 4 .3 .2 8 事務連絡(厚労省)）  

非常勤の従業員の休暇や出張（ 以下「 休暇等」 と いう 。 ） の時間は、 サービ ス 提供に従事する 時間と

はいえないので、 常勤換算する 場合の勤務延時間数には含めない。  

なお、 常勤の従事者の休暇等の期間については、 その期間が暦月で一月を 超える も のでない限り 、 常

勤の従業者と し て勤務し たも のと し て取り 扱う も のと する 。  
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10 勤務形態一覧表の作成方法 

 

(１ ) 勤務形態一覧表                           

● 勤務形態一覧表は、 暦月（ 毎月1 日から 末日） 分のも のを 作成し ま す。  

● 特定施設入居者生活介護と 介護予防特定施設入居者生活介護の両サービ ス の指定を 受けて いる の

であ れば、 職員は両サービ ス を 兼務し て いる こ と になる ので、 勤務形態は常勤であ ればＢ （ 常勤

兼務） 、 非常勤であればＤ （ 非常勤兼務） になり ま す。  

 

(２ ) 勤務時間                                   

● 勤務時間は休憩時間を 除いた実労働時間で記載し ま す。 残業時間については除いてく ださ い。  

● 他の職務と 兼務し ている 場合は職務ご と に時間の割り 振り が必要と なり ま す。  

 

 

 

※常勤の勤務すべき 時間数が事業所で複数設定さ れる こ と は想定さ れま せん。 （ ただし 、 職種に

よ り 異なる こ と が認めら れる ケース も あり ま す） 。  

 

 (３ ) 常勤換算                                   

● 従業者の延勤務時間数を 当該事業所で定めら れている 常勤が勤務すべき 時間数で割る こ と で、 常

勤の従業員の員数に換算し ま す。  

①常勤職員は、 他の職務を 兼務し ていないのであれば、 合計時間数に係わら ず常勤換算は１ と な

る 。  

②非常勤職員が勤務時間数と し て算入する こ と ができ る のは常勤職員の勤務すべき 時間数ま でで

ある 。  

 

● 常勤職員は、 制度で定めら れた休暇の範囲（ １ 月を 超える 休暇を 除く ） であ れば、 常勤換算の計算

上、 勤務し たも のと みなすこ と ができ ま す。 その場合、 勤務形態一覧表には「 休」 と 記載し てく だ

さ い。  
 

非常勤職員の休暇は勤務し たも のと し ては認めら れま せん。  

 

◆常勤と 非常勤◆ 

当該事業所の勤務時間が、 当該事業所において 定めら れて いる 常勤が勤務すべき 時間数に達

し ていれば常勤、 達し ていなければ非常勤と なり ま す。   
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1

≪要 提出≫

■シフ ト 記号表（ 勤務時間帯）

※24時間表記 休憩時間1時間は「 1:00」 、 休憩時間45分は「 00:45」 と 入力し てく ださ い。

No 記号 始業時刻 終業時刻 う ち、 休憩時間 勤務時間

1 a ： 7:00 ～ 16:00 （ 1:00 ） 8

2 b ： 9:00 ～ 18:00 （ 1:00 ） 8

3 c ： 10:00 ～ 19:00 （ 1:00 ） 8

4 d ： 12:00 ～ 21:00 （ 1:00 ） 8

5 e ： 9:00 ～ 13:00 （ 0:00 ） 4

6 f ： 13:00 ～ 18:00 （ 1:00 ） 4

7 g ： 14:00 ～ 20:00 （ 0:00 ） 6

8 h ： 16:00 ～ 0:00 （ 0:00 ） 8 （ 夜勤） 16:00～翌9:00勤務

9 i ： 0:00 ～ 9:00 （ 1:00 ） 8 （ 夜勤） 16:00～翌9:00勤務

10 j ： ～ （ 0:00 ）

11 k ： ～ （ 0:00 ）

12 l ： ～ （ 0:00 ）

13 m ： ～ （ 0:00 ）

14 n ： ～ （ 0:00 ）

15 o ： ～ （ 0:00 ）

16 p ： ～ （ 0:00 ）

17 q ： ～ （ 0:00 ）

18 r ： ～ （ ） 1

19 s ： ～ （ ） 2

20 t ： ～ （ ） 3

21 u ： ～ （ ） 4

22 v ： ～ （ ） 5

23 w ： ～ （ ） 6

24 x ： ～ （ ） 7

25 y ： ～ （ ） 8

26 z ： ～ （ ） 1

27 x ： ～ （ ） 2

28 aa ： ～ （ ） 3

29 ab ： ～ （ ） 4

30 ac ： ～ （ ） 5

31 ad ： ～ （ ） 6

32 ae ： ～ （ ） 7

33 a f ： ～ （ ） 8

34 ag ： 7:00 ～ 9:30 （ 0:00 ） 2.5

- ： 16:30 ～ 20:00 （ 0:00 ） 3.5

- ： - ～ - （ - ） 6 1日に2回勤務する 場合

ah ： ～ （ 0:00 ）

35 - ： ～ （ 0:00 ）

- ： - ～ - （ - ） 1日に2回勤務する 場合

ai ： ～ （ 0:00 ）

36 - ： ～ （ 0:00 ）

- ： - ～ - （ - ） 1日に2回勤務する 場合

・ 職種ごと の勤務時間を 「 ○： ○○～○： ○○」 と 表記する こ と が困難な場合は、 No18～33を活用し 、

   勤務時間数のみを 入力し てく ださ い。

・ No18～33以外は始業時刻・ 終業時刻・ 休憩時間等を 入力する と 勤務時間数が計算さ れま すが、

   入力の補助を目的と する も のですので、 結果に誤り がないかご確認く ださ い。

・ シフト 記号が足り ない場合は、 適宜、 行を追加し てく ださ い。

・ シフト 記号は、 適宜、 使いやすい記号に変更し ていただいて構いま せん。

勤務時間
自由記載欄

-11－
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（ 居宅条例： 第２ ２ ０ 条及び制定附則３ ２ 、 予防条例： 第２ ０ ６ 条及び制定附則３ ２ ）  

● 建築基準法に規定する 耐火建築物又は準耐火建築物である こ と  

● 構造設備の基準について、 建築基準法及び消防法の定める と こ ろ に適合し ている こ と  

 

 介護居室 

 

 

● 定員１ 人（ 平成1 8 年4 月1 日よ り 前に指定さ れた事業所を 除き ま す）  

  利用者の処遇上、 必要と 認めら れる 場合は２ 人も 可能 

【 ポイ ン ト 】  

◆ ２ 人部屋が認めら れる 場合と は、 夫婦で利用する 場合など で、 利用者の処遇に

おいて２ 人部屋と し た方が適切な場合です。 事業者の都合で相部屋と する こ と は

でき ま せん。  

 

● プラ イ バシーの保護に配慮し 、 介護を 行える 適当な広さ である こ と  

● 地階には設けないこ と  

● 避難上有効な空き 地、 廊下又は広間に直接面し ている 出入口を １ 以上設ける

こ と  

【 ポイ ン ト 】  

◆ 居室等の面積については、 利用申込者がサービ ス を 選択する う えでの重要事項

であ り 、 利用申込者に対し て文書を 交付し 、 施設に掲示し ておく 必要があ り ま

す。  
 

 

一時介護室 

 

 

● 介護を 行う ために適当な広さ を 有する こ と  

   他に利用者を 一時的に介護する ための部屋が確保さ れている 場合は、 設けな

いこ と ができ る 。  

   例： 全ての居室が介護専用居室（ 介護を 行う こ と のでき る 一般居室を 含む） の場

合 
 

浴室 

 

  
● 身体の不自由な方が入浴する のに適し たも のである こ と  

 

 

便所 

 

  

● 居室のある 階ご と に設置し 、 非常用設備を 備えている こ と  

 

 

食堂 

 

 

● 機能を 十分に発揮し 得る 適当な広さ を 有する こ と  

 

 

機能訓練室 

 

 

● 機能を 十分に発揮し 得る 適当な広さ を 有する こ と  

 

 

その他 

 

 ● 車椅子で円滑な移動が可能な空間及び構造を 有する こ と  

 ● 消火設備その他の非常災害に際し て必要な設備を 設ける こ と  

  

特例 ● 療養病床等を 有する 病院又は病床を 有する 診療所の開設者が、 当該病院の療

養病床等又は診療所の病床について、 平成3 0 年４ 月１ 日から 令和6 年３ 月3 1

Ⅲ 設備基準について 
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日ま での間に転換を 行っ て指定特定施設入居者生活介護の事業を 行う 医療機関

併設型指定特定施設を 開設する 場合その他規則で定める 場合で、 併設さ れる 介

護老人保健施設、 介護医療院又は病院若し く は診療所の施設を 利用する こ と に

よ り 、 当該医療機関併設型指定特定施設の利用者の処遇が適切に行われる と 認

めら れる と き は、 居宅条例第2 2 0 条第４ 項及び第５ 項並びに第2 4 2 条第４ 項

及び第５ 項の規定にかかわら ず、 当該医療機関併設型指定特定施設に浴室、 便

所及び食堂を 設けないこ と ができ ま す。  
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１  サービ ス 提供開始の前に 

（ １ ） 内容及び手続き の説明及び契約の締結等（ 居宅条例： 第２ ２ １ 条、 予防条例： 第２ ０ ７ 条）  

 

● 特定施設入居者生活介護サービ ス の提供の開始に際し ては、 あら かじ め、 利用申込者又はその家

族に対し て、 運営規程の概要、 従業者の勤務の体制、 利用料の額及びその改定の方法その他の入居

申込者のサービ ス の選択に資する と 認めら れる 重要事項を 記載し た説明書やパン フ レ ッ ト など の文

書を 交付し て説明を 行い、 入居及びサービ ス 提供に関する 契約を 文書によ り 締結し なければなり ま

せん。  

【 ポイ ント 】  

◆ 『 入居申込者のサービ ス 選択に資する と 認めら れる 重要事項』 は、 次の内容等を 含むも のです。  

・ 介護居室、 一時介護室、 浴室、 食堂及び機能訓練室の概要 

・ 要介護状態区分に応じ た標準的な介護サービ ス の内容 

・ 事故発生時の対応 

◆ 『 契約書』 には、 少なく と も 介護サービ ス の内容及び利用料その他費用の額、 契約解除の条件を 記載

する も のと する 。  

◆ 『 契約書』 には、 契約解除の条件を 記載する 必要があり ま すが、 入居者の権利を 不当に狭める よ う な

条件を 定めてはいけま せん。  

◆ 利用者を 介護居室又は一時介護室に移し て介護を 行う 場合には、 利用者の意思の確認など の手続き に

ついて、 あら かじ め契約に係る 文書に明記し ておく こ と 。  

◆ 特定施設入居者生活介護と 介護予防特定施設入居者生活介護を 一体的に運営し ている 場合、 一つの契

約書によ る こ と ができ る 。  

 

 

 

 

Ｑ  
入居申込者が１ ヶ 月程度の短期的利用を 希望さ れた場合、 特定施設入居者生活介護費の算

定は認めら れま すか。  

Ａ  

あ ら かじ め退居日を 決めて入居する こ と は、 短期入所サービ ス を 含む居宅サービ ス の支

給限度基準額を 設けた趣旨を 没却する ため、 認めら れま せん。  

なお、 当初、 長期に入居する 予定が、 入居者の心身の状態が悪化する など 、 結果と し て

短期的な入居と なっ た場合は、 こ の限り ではあり ま せん。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 運営基準について 

Ⅳ－９ ―（ ２ ）  「 運営規程」    【 Ｐ ３ １ 】 参照 
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（ ２ ） 受給資格の確認等 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第１ ２ 条・ 第１ ３ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第１ ２ 条・ 第１ ３ 条準用） ）  

 

● 利用申込みがあっ た場合は、 その者の被保険者証（ 介護保険） によ っ て、 被保険者資格、 要介護

認定・ 要支援認定の有無及び要介護認定・ 要支援認定の有効期間を 確認し ま す。  

被保険者証に、 認定審査会の意見が記載さ れている と き は、 こ れに配慮し て特定施設入居者生活

介護サービ ス を 提供する よ う 努めなければなり ま せん。  

 

● 要介護認定・ 要支援認定を 受けていない者から 利用申込があ っ た場合には、 認定の申請が既に行

われている かど う かを 確認し 、 当該申請が行われていない場合は、 利用申込者の意思を 踏ま えて、

速やかに当該申請が行われる よ う 必要な援助を 行わなければなり ま せん。  

ま た、 居宅介護支援事業者・ 介護予防支援事業者を 利用し ていない等の利用者に対し ては、 継続

し て保険給付を 受ける ためには、 要介護認定・ 要支援認定の更新が必要と なり ま すので、 遅く と も

要介護認定・ 要支援認定の有効期間満了日の３ ０ 日前には更新申請が行われる よ う 、 必要な援助を

行わなければなり ま せん。  

 

 

２  サービ ス 提供開始に当たって（ 居宅条例： 第２ ２ ２ 条、 予防条例： 第２ ０ ８ 条）  

 

● 正当な理由がないのに、 入居者へのサービ ス 提供を 拒むこ と はでき ない。  

【 ポイ ント 】  

◆ 「 正当な理由」 と は？ 

入居者又は入居申込者が入院治療を 要する 者である こ と 等、 自ら 必要なサービ ス を 提供する こ と が困

難である と 認めた場合など 。  

なお、 こ の場合は、 適切な病院や診療所を 紹介する など 適切な措置を 速やかに講じ なければなり ま せ

ん。  

 ● 事業者は、 入居者が特定施設入居者生活介護サービ ス に代えて、 他の事業者が提供する 介護サー

ビ ス の利用を 希望し た場合、 それを 妨げてはなら ない。  

● サービ ス 提供にあ たっ ては、 利用者の心身の状況、 その他置かれている 環境等の把握に努めなけ

ればなら ない。  
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３  サービ ス 提供に当たって 

（ １ ） 基本方針及び取扱方針 

 ① 特定施設入居者生活介護の基本方針（ 居宅条例： 第２ １ ７ 条）  

 

● 特定施設入居者生活介護事業は、 特定施設サービ ス 計画に基づき 、 入浴、 排せつ、 食事等の介護

その他の日常生活上の世話、 機能訓練及び療養上の世話を 行う こ と によ り 、 要介護状態と なっ た場

合でも 、 入居者が、 特定施設においてその有する 能力に応じ 自立し た日常生活を 営むこ と ができ る

よ う にする も のでなければなら ない。   

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 安定的かつ継続的な事業運営に努めなければなら ない。  

  

 

② 特定施設入居者生活介護の取扱方針（ 居宅条例： 第２ ２ ６ 条）  

 

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために、 認知症

の状況等利用者の心身の状況を 踏ま えて、 日常生活に必要な援助を 適切に行わなければなら ない。  

● 特定施設入居者生活介護は、 特定施設サービ ス 計画に基づき 、 特定施設入居者生活介護を 適切に

行う と と も に、 当該特定施設入居者生活介護の提供が 

漫然かつ画一的なも のと なら ないよ う 配慮し て行わなければなら ない。   

● 特定施設の特定施設従業者は、 サービ ス の提供に当たっ ては、 懇切丁寧を 旨と し 、 利用者又はそ

の家族から 求めら れたと き は、 サービ ス の提供方法等について、 理解し やすいよ う に説明を 行わな

ければなら ない。  

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 サービ ス の提供に当たっ ては、 利用者等の生命又は身体を 保

護する ため緊急やむを 得ない場合を 除き 、 身体的拘束等を 行っ てはなら ない。  

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 身体的拘束等を 行う 場合には、 その態様及び時間、 その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理由を 記録し なければなら ない。   

● 指定特定施設入居者生活介護事業者は、 身体的拘束等の適正化を 図る ため、 次に掲げる 措置を 講

じ なければなら ない。  

(１ ) 身体的拘束等の適正化のための対策を 検討する 委員会（ テレ ビ 電話装置等を 活用し て行う こ と

ができ る も のと する 。 ） を ３ 月に１ 回以上開催する と と も に、 その結果について、 介護職員そ

の他の従業者に周知徹底を 図る こ と 。  

(２ ) 身体的拘束等の適正化のための指針を 整備する こ と 。  

(３ ) 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を 定期的に実施する こ

と 。  

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 自ら その提供する サービ ス の質の評価を 行い、 常にその改善

を 図ら なければなら ない。  

 

③ 介護予防特定施設入居者生活介護の基本方針（ 予防条例： 第２ ０ ３ 条）  

 

● 介護予防特定施設入居者生活介護事業は、 介護予防特定施設サービ ス 計画に基づき 、 入浴、 排せ

つ、 食事等の介護その他の日常生活上の支援、 機能訓練及び療養上の世話を 行う こ と によ り 、 利用

者が介護予防特定施設において、 自立し た日常生活を 営むこ と ができ る よ う 、 利用者の心身機能の

維持回復を 図り 、 生活機能の維持又は向上を 目指すも のでなければなら ない。   

● 介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 安定的かつ継続的な事業運営に努めな ければなら な

Ⅵ－１      「 身体的拘束について」   【 Ｐ ４ ２ 】 参照 
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い。   

 

④ 介護予防特定施設入居者生活介護の基本取扱方針（ 予防条例： 第２ １ ９ 条）  

 

● 介護予防特定施設入居者生活介護は、 利用者の介護予防に資する よ う 、 その目標が設定さ れ、 計

画的に行わなければなら ない。  

● 介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 主治の医師又は歯科医師と 連携を 図り つつ、 自ら そ

の提供する 介護予防特定施設入居者生活介護の質の評価を 行い、 常にその改善を 図ら なければなら

ない。   

● 介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 サービ ス 提供に当たり 、 利用者ができ る 限り 要介護

状態と なら ないで自立し た日常生活を 営むこ と ができ る よ う 支援する こ と を 目的と する も のである

こ と を 常に意識し てサービ ス の提供に当たら なければなら ない。   

● 介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 利用者がその有する 能力を 最大限活用する こ と がで

き る よ う な方法によ る サービ ス の提供に努めなければなら ない。   

● 介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 介護予防特定施設入居者生活介護の提供に当たっ て

は、 利用者と の意思疎通を 十分に図る こ と その他の方法によ り 、 利用者が主体的に事業に参加する

こ と ができ る よ う 適切な働き かけに努めなければなら ない。   

 

 

（ ２ ） 介護予防特定施設入居者生活介護の身体的拘束の廃止（ 予防条例： 第２ １ ２ 条）  

 

● 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に

当たっ ては、 利用者等の生命又は身体を 保護する ため緊急やむを 得ない場合を 除き 、 身体的拘束等

を 行っ てはなら ない。  

● 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 身体的拘束等を 行う 場合には、 その態様及び時

間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理由を 記録し なければなら ない。  

● 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者は、 身体的拘束等の適正化を 図る ため、 次に掲げる

措置を 講じ なければなら ない。  

 (１ ) 身体的拘束等の適正化のための対策を 検討する 委員会（ テレ ビ 電話装置等を 活用し て行う こ と

ができ る も のと する 。 ） を ３ 月に１ 回以上開催する と と も に、 その結果について、 介護職員その他

の従業者に周知徹底を 図る こ と 。  

 (２ ) 身体的拘束等の適正化のための指針を 整備する こ と 。  

  (３ ) 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を 定期的に実施する こ

と 。  

 

 

  

Ⅵ－１      「 身体的拘束について」   【 Ｐ ４ ２ 】 参照 
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（ ３ ） 介護（ 居宅条例： 第２ ２ ８ 条、 予防条例： 第２ ２ １ 条）  

 

● 介護は、 利用者の心身の状況に応じ 、 利用者の自立の支援と 日常生活の充実に資する よ う 、 適切

な技術を も っ て行われなければなら ない。   

【 ポイ ント 】  

◆ 介護サービス 等の実施に当たっ ては、 利用者の人格を 十分に配慮し て実施する も のと し ま す。  

● 自ら 入浴が困難な利用者について、 一週間に二回以上、 適切な方法によ り 、 入浴さ せ、 又は清し

き し なければなら ない。   

● 利用者の心身の状況に応じ 、 適切な方法によ り 、 排せつの自立のために必要な援助を 行わなけれ

ばなら ない。   

● 利用者に対し 、 食事、 離床、 着替え、 整容その他日常生活上の世話を 適切に行わなければなら な

い。   

 

（ ４ ） 機能訓練（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条( 第１ ５ ９ 条準用) 、 予防条例： 第２ ２ ５ 条( 第１ ４ ８ 条準用) ）  

 

● 利用者の心身の状況等を 踏ま え、 必要に応じ て日常生活を 営むために必要な生活機能の改善又は

維持のための機能訓練を 行わなければなら ない。  

 

 

（ ５ ） 健康管理（ 居宅条例： 第２ ２ ９ 条、 予防条例： 第２ ２ ２ 条）  

 

● 特定施設の看護職員は、 常に利用者の健康の状況に注意する と と も に、 健康保持のための適切な

措置を 講じ なければなら ない。  

 

 

（ ６ ） 相談及び援助（ 居宅条例： 第２ ３ ０ 条、 予防条例： 第２ ２ ３ 条）  

 

● 常に利用者の心身の状況、 置かれて いる 環境等の的確な 把握に努め、 利用者又はその家族に対

し 、 相談に適切に応じ る と と も に、 利用者の社会生活に必要な支援を 行わなければなら ない。  

【 ポイ ント 】  

◆ 常に必要な相談及び社会生活に必要な支援を 行いう る 体制を と る こ と によ り 、 積極的に入居者の生活

の向上を図る こ と 。  

◆ 社会生活に必要な支援と は、 入居者自ら の趣味又は嗜好に応じ た生き がい活動、 各種の公共サービス

及び必要と する 行政機関に対する 手続き 等に関する 情報提供又は相談を いう 。  

  

 

（ ７ ） 利用者の家族と の連携等（ 居宅条例： 第２ ３ １ 条、 予防条例： 第２ ２ ４ 条）  

 

● 常に利用者の家族と の連携を 図る と と も に、 利用者と その家族と の交流等の機会を 確保する よ う

努めなければなら ない。  
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（ ８ ） 協力医療機関及び地域と の連携 

（ 居宅条例： 第２ ３ ４ 条・ 第２ ３ ５ 条、 予防条例： 第２ １ ５ 条・ 第２ １ ６ 条）  

 

● 利用者の病状の急変等に備え る ため、 あ ら かじ め、 協力医療機関を 定めて おかな ければな ら な

い。 ま た、 あら かじ め、 協力歯科医療機関を 定める よ う 努めなければなら ない。   

※ 協力医療機関及び協力歯科医療機関は、 特定施設から 近距離にあ る こ と が望ま し いも のと し ま

す。  

● 事業の運営に当たっ ては、 地域住民、 地域において自発的な活動を 行う も の等と の連携、 協力等

によ り 地域と の交流に努めなければなら ない。   

● 事業の運営に当たっ ては、 提供し たサービ ス に関する 利用者から の苦情に関し て、 市町村等が派

遣する 者が相談及び援助行う 事業、 その他の市町村が実施する 事業に協力する よ う 努めなければな

ら ない。   

 

 

 

（ ９ ） 緊急時対応 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第５ ５ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ３ 条準用） ）  

 

● 利用者に病状の急変が生じ た場合その他必要な場合には、 速やかに協力医療機関等への連絡を 行

う など 必要な措置を 講じ なければなら ない。  

 

 

（ １ ０ ） 非常災害対策（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条( 第１ １ ０ 条準用) 、 予防条例： 第２ １ ８ 条( 第１ ２ １ 条準用) ）  

（ 消防法第８ 条、 第３ ６ 条） （ 水防法： 第１ ５ 条） （ 土砂災害警戒区域等における 土砂災害防止対策の推進に関する 法

律： 第８ 条） （ 津波防災地域づく り に関する 法律： 第７ １ 条）  

( 「 介護保険施設等における 利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強化・ 徹底について」 （ 平成28年９ 月９ 日老総

発0909第１ 号、 老高発0909第１ 号、 老振発0909第１ 号、 老老発0909第１ 号） )   

● 『 非常災害に対する 具体的な計画』 を 定め、 非常災害時の『 関係機関への通報及び関係機関と の

連絡体制』 を 整備し 、 それら を 定期的に従業者に周知する と と も に、 定期的に避難訓練、 救出訓練そ

の他必要な訓練を 行わなければなら ない。  

● 前項に規定する 訓練の実施に当たっ て、 地域住民の参加が得ら れる よ う 連携に努めなければなら

ない。  

【 ポイ ント 】  

◆ 『 非常災害に対する 具体的な計画』 と は、 消防計画等及び風水害、 地震、 土砂災害及び津波等の災害に

対処する ための計画の総称です。  

◆ 消防法によ り 火災及び地震に対応し た消防計画の策定が義務づけら れていま す。 開設時には市町村消防

関係部署と 調整のう え消防計画を策定し てく ださ い。  

◆ 水防法、 土砂災害防止法及び津波防災地域づく り 法等によ り 、 浸水想定区域、 土砂災害警戒区域及び津

波災害警戒区域内の要配慮者利用施設又は避難促進施設においては、 市町村地域防災計画に名称及び所

在地が記載さ れている 場合、 避難確保計画の策定と 市町村への提出及び地域の実情に応じ た避難訓練の

実施及び訓練実施の市町村への報告が義務付けら れていま す。  
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ハザード マッ プ及び津波災害警戒区域図等によ り 、 施設が所在する 地区の災害リ ス ク を 確認し 、 地域

の実情に応じ た計画を策定し てく ださ い。  

※避難確保計画の提出義務の有無については所在する 市町村防災部署にお尋ねく ださ い。  

※令和４ 年1 0 月時点では、 藤沢市、 大磯町、 二宮町、 小田原市、 真鶴町及び湯河原町の沿岸区域が指

定さ れていま す。 指定区域は順次拡大さ れる 予定です。 沿岸地域の施設においては、 県又は市のHP等で

指定状況を随時確認し てく ださ い。  

 （ 計画に盛り 込む項目）  

 ・ 介護保険施設等の立地条件  

(浸水想定区域、 土砂災害警戒区域及び津波災害警戒区域にある 等) 

 ・ 災害に関する 情報の入手方法        ・ 避難場所 

 ・ 災害時の連絡先及び通信手段の確認     ・ 避難経路 

 ・ 避難を 開始する 時期、 判断基準及び避難経路 ・ 避難方法 

 ・ 災害時の人員体制、 指揮系統        ・ 関係機関と の連携体制 

◆ 『 関係機関への通報及び連絡体制』 と は、 火災等の災害時に、 地域の消防機関へ速やかに通報する 体制

を と る よ う に従業員に周知徹底する と と も に、 日頃から 消防団や地域住民と の連携を 図り 、 火災等のと

き に消火・ 避難等に協力し ても ら える よ う な体制を いいま す。  

◆ 非常災害対策計画の内容を 職員間で十分共有する と と も に、 関係機関と 避難場所や災害時の連携体制等 

 必要な事項について認識を共有し てく ださ い。  

◆ 訓練の実施後には、 非常災害対策計画の内容を 検証し 、 見直し を 行っ てく ださ い。  
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（ １ １ ） 衛生管理等（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条( 第１ １ １ 条準用) 、 予防条例： 第２ １ ８ 条( 第１ ４ ０ 条の２ 準用) ）  

 

● 利用者の使用する 施設、 食器その他の設備又は飲用に供する 水について、 衛生的な管理に努め、

衛生上必要な措置を 講じ なければなら ない。  

 ● 事業所において、 感染症等が発生し ないよ う に、 又は、 ま ん延し ないよ う に次に掲げる 措置を 講

じ る よ う 努めなければなら ない。  

 （ １ ）  事業所における 感染症の予防及びま ん延の防止のための対策を 検討する 委員会（ テレ ビ 電話

装置等を 活用も 可能） を おおむね６ 月に１ 回以上開催する と と も に、 その結果について 、 従業

者に周知徹底を 図る こ と 。  

 （ ２ ）  事業所における 感染症の予防及びま ん延の防止のための指針を 整備する こ と 。  

 （ ３ ）  感染症の予防及びま ん延の防止のための研修及び訓練を 定期的に実施する こ と 。  

 

【 ポイ ント 】  

◆ 食中毒や感染症の発生を 防止する ための措置等について、 必要に応じ て保健所の助言、 指導を 求める と

と も に密接な連携を 保つよ う にし てく ださ い。  

◆ 特に新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症対策、 イ ンフ ルエンザ対策、 腸管出血性大腸菌感染症対策、 レ ジオネラ

症対策等については、 その発生及びま ん延を 防止する ため、 適切な措置を 講じ る こ と と し てく ださ い。  

◆ 空調設備等によ り 施設内の適温の確保に努めてく ださ い。  

◆ 感染症情報については、 厚生労働省のホームページに掲載さ れており ま すので、 随時ご確認く ださ い。  

◆ 新型コ ロ ナウ イ ルス 関連情報は以下のホームページ等に記載さ れていま す。  

厚生労働省 

   介護事業所等における 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症への対応等について 

 h ttp s ://w w w .m h lw .g o .jp /s tf /se is a ku n itsu ite/b u n ya /0 0 0 0 1 2 1 4 3 1 _ 0 0 0 8 9 .h tm l 

  介護情報サービ ス かながわ h ttp ://w w w .ra ku ra ku .o r.jp /ka ig o  

   ラ イ ブラ リ (書式/通知) 

    １ １ ． 安全衛生管理・ 事故関連・ 防災対策 

     新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症にかかる 情報 

  
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00089.html
http://www.rakuraku.or.jp/kaigo
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４  計画作成担当者の役割 

（ １ ） 特定施設サービ ス 計画の作成（ 居宅条例： 第２ ２ ７ 条、 予防条例： 第２ ２ ０ 条）  

 

◆◆ 特定施設サービス 計画の作成 ◆◆ 

 

● 特定施設サービ ス 計画の作成に当たっ ては、 適切な方法によ り 、 利用者について、 その有する 能力、 その置か

れている 環境等の評価を 通じ て利用者が現に抱える 問題点を明ら かにし 、 当該利用者が自立し た日常生活を 営む

こ と ができ る よ う に支援する 上で解決すべき 課題を 把握し なければなら ない。   

● 利用者又はその家族の希望、 利用者について把握さ れた解決すべき 課題に基づき 、 他の特定施設従業者と 協議

の上、 サービ ス の目標及びその達成時期、 サービ ス の内容並びにサービ ス を 提供する 上での留意点等を 盛り 込ん

だ特定施設サービ ス 計画の原案を作成し なければなら ない。   

● 特定施設サービ ス 計画の作成に当たっ ては、 その原案の内容について利用者又はその家族に対し て説明し 、 文

書によ り 利用者の同意を 得なければなら ない。   

● 特定施設サービ ス 計画を作成し たと き には、 当該計画を 利用者に交付し なければなら ない。   

● 特定施設サービ ス 計画作成後においても 、 他の特定施設従業者と の連絡を 継続的に行う こ と によ り 、 特定施設

サービ ス 計画の実施状況を把握する と と も に、 利用者についての解決すべき 課題を 把握し 、 必要に応じ て特定施

設サービ ス 計画の変更を 行う も のと する 。   

 

◆◆ 介護予防特定施設入居者生活介護の具体的取扱方針 ◆◆ 

 

● 介護予防特定施設入居者生活介護の提供に当たっ ては、 主治の医師又は歯科医師から の情報伝達等の適切な方

法によ り 、 利用者の心身の状況、 その有する 能力、 その置かれている 環境等の評価を 通じ て利用者が現に抱える

問題点を 把握し 、 利用者が自立し た生活を 営むこ と ができ る よ う に支援する 上で解決すべき 課題を 把握する こ

と 。   

● 計画作成担当者は、 利用者の希望及び利用者について把握さ れた解決すべき 課題を 踏ま えて、 他の介護予防特

定施設従業者と 協議の上、 指定介護予防特定施設入居者生活介護の目標及びその達成時期、 当該目標を 達成する

ための具体的なサービ ス の内容、 サービ ス を 提供する 上での留意点、 サービ ス の提供を 行う 期間等を記載し た介

護予防特定施設サービス 計画の原案を 作成する こ と 。   

● 介護予防特定施設サービ ス 計画の作成に当たっ ては、 その原案の内容について利用者又はその家族に対し て説

明し 、 文書によ り 利用者の同意を得る こ と 。   

● 介護予防特定施設サービス 計画を 作成し た際には、 当該計画を利用者に交付する こ と 。   

● 介護予防特定施設入居者生活介護の提供に当たっ ては、 介護予防特定施設サービ ス 計画に基づき 、 利用者が日

常生活を 営むのに必要な支援を 行う こ と 。   

● 介護予防特定施設入居者生活介護の提供に当たっ ては、 懇切丁寧に行う こ と を 旨と し 、 利用者又はその家族に

対し 、 サービ ス の提供方法等について、 理解し やすいよ う に説明を行う こ と 。   

● 他の介護予防特定施設従業者と の連絡を 継続的に行う こ と によ り 、 介護予防特定施設サービ ス 計画に基づく サ

ービ ス の提供の開始時から 、 当該計画に記載し たサービ ス の提供を行う 期間が終了する ま でに、 当該計画の実施

状況の把握（ 以下「 モニタ リ ン グ」 と いう 。 ） を １ 回以上行う と と も に、 利用者についての解決すべき 課題の把

握を 行う こ と 。   

● モニタ リ ングの結果を 踏ま え、 必要に応じ て介護予防特定施設サービ ス 計画の変更を行う も のと する 。   
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（ ２ ） 計画作成担当者に期待さ れる 役割 

 

◆◆ 特定施設サービス 計画の作成のポイ ント  ◆◆ 

 

 ● 特定施設サービ ス 計画は、 少なく と も  

   ①入居時、 ②更新認定時、 ③状態が変化し た場合、 には計画を 作成（ 又は変更） し て下さ い。  

● 身体的拘束廃止への取り 組みを 意識し たプラ ン 作成（ 原因行動を 探り 、 取り 除く プラ ン）  

    例： 夜間の徘徊が問題と なっ ている 利用者 

      ・ ・ 起床就寝時間は、 その方の生活リ ズムに合っ ている か（ 眠く ないのかな？）  

      ・ ・ 就寝前の水分補給は充分か（ 夜にのど が渇く のかな？）  

      ・ ・ 昼間の機能訓練やレ ク リ エーショ ン は適当か（ 昼間の運動が不足？）  

 

 

◆◆ 計画作成担当者に期待さ れる 役割 ◆◆ 

 

（ １ ） 多職種間の情報共有・ 意見調整役 

 ● 特定施設では、 利用者一人ひと り を 多職種のチーム で支える ケアを 行っ ていま す。  

 ● チーム でのケアの基本は、 情報の共有です。  

 ● 多職種間で情報を 共有し 、 意見を 調整する 大変重要な役割を 担っ ていま す。  

 

（ ２ ） 利用者側の代弁機能の役割 

 ● 利用者の尊厳ある 自立を 実現する ため、 特定施設に対し 意見が言いにく い利用者家族の立場に立

っ て、 当該特定施設で行っ ている サービ ス 内容の検証を 行い、 利用者側の代弁機能を 果たすこ と も

必要です。  

 ● 認定の更新等のス ケジュ ール管理を 行う 必要があり ま す。  

 

（ ３ ） 必要なサービ ス の質と 量の把握・ 評価 

 ● 特定施設は、 基本サービ ス を 特定施設内で完結する 必要があり ま す。  

 ● 大勢の利用者に対し 、 限ら れた特定施設資源（ 人的・ 物的） の中で、 個々の利用者のニーズに応

え る ために、 当該特定施設で行っ て いる サービ ス の質・ 量の把握と 評価を 行う こ と が求めら れま

す。  

 ● 利用者の自立を 支援する 観点から 効率的なサービ ス 配分を 調整する 役割を 担っ ていま す。  

 

（ ４ ） 地域と の連携窓口 

 ● 基本サービ ス は、 特定施設内で行いま すが、 利用者のニーズは多岐に渡っ ており 、 限ら れた特定

施設資源では対応でき ない場合も あり ま す。  

 ● ま た 、 こ れから の特定施設ケ ア マネジ メ ン ト は、 サービ ス を 特定施設内で完結さ せる のではな

く 、 地域の様々な資源（ ボラ ン ティ ア等） と 連携し 、 活用を 図る こ と が求めら れていま す。  

● こ の場合、 生活相談員等と 共同し て利用者・ 家族のニーズの把握、 求めら れる 特定施設外サービ

ス の連絡調整を 行い、 ケアプラ ンに反映さ せる こ と が必要です。  

 

 

Ⅵ－１      「 身体的拘束について」   【 Ｐ ４ ２ 】 参照 
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（ ３ ） 施設ケアマネジメ ント の流れ 

 

◆◆ 特定施設サービス 計画の作成のポイ ント  ◆◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入居者情報の収集 

 

 

 

特定施設サービス 計画の決定 

ケ 

ア 

の 

実 

施 

入居者・ 家族への計画の説明、 同意、 交付 

最終案作成 

サービ ス 担当者会議の開催 

 特定施設サービス 計画原案作成 

・ 家族 
・ 病院 
・ 居宅介護支援事業者等 

原案に対する 意見の聴取 → 変

更 

医師等の 

意見 

入居者 

・ 家族の意見 

施設の 

多職種によ る  

意見調整 

モニタ リ ン グ 

実施状況の把握 

→ 評価 

( Ｑ Ｏ Ｌ の向上等)  

 

面接によ る 課題分析（ アセス メ ント ）  
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（ ４ ） 計画作成担当者が機能する 特定施設と は 

 

（ １ ） 管理者（ 施設長） の責務 

 

● 居宅条例第2 2 7 条第１ 項では、 管理者の責務と し て「 管理者は、 計画作成担当者に特定施設サービ ス 計画の

作成に関する 業務を 担当さ せる も のと する 」 と 定めら れていま す。  

 

（ ２ ） 計画作成担当者（ 介護支援専門員） の兼務 

 

● 居宅条例第2 1 8 条第７ 項では、 「 計画作成担当者は、 専ら その職務に従事する 介護支援専門員であっ て、 特

定施設サービ ス 計画を 担当さ せる のに適当と 認めら れる 」 者である こ と 。 「 ただし 、 利用者の処遇に支障がない

場合は、 施設の他の職務に従事する こ と ができ る 」 と あり ま す。  

● あく ま でも 、 計画作成担当者は、 計画作成に関する 業務を 専ら 行う こ と が求めら れており 、 兼務ができ る の

は、 利用者の処遇に支障がない場合に限ら れま す。  

● 「 利用者の処遇に支障がない場合」 と は、 本来業務が適正に行われている こ と が前提です。  

● よ っ て、 「 兼務し ている 職種の業務が多忙のため、 計画作成等ケ ア マネジメ ン ト が行う こ と ができ なかっ

た」 と いう のは、 本末転倒であり 、 兼務が認めら れないこ と になり ま す。  

 

（ ３ ） ケアプラ ンは計画作成担当者だけでは作れない 

 

● 最終的に「 特定施設サービ ス 計画書」 と いう 形で書類を 作成する のは、 計画作成担当者ですが、 計画のベー

ス と なっ ている のは、 多職種間で共有さ れた情報を基に出さ れた意見を 統一し てケア方針を 決める こ と にあり ま

す。  

● 当然、 計画作成担当者一人で作成する こ と はでき ま せん。 特定施設全体でケアマネジメ ント を 行う と いう 意

識を 持つこ と が大切です。  

 

（ ４ ） 計画作成担当者を 中心と し たケアマネジメ ン ト 体制の構築 

 

● 計画作成担当者と し て介護支援専門員の資格を 有する 者を配置し なく てはなり ま せん。  

● 「 介護支援専門員の資格を 有する 」 こ と が計画作成担当者の条件になっ ており 、 さ ら に、 「 計画作成担当者

は、 専ら その職務に従事する 介護支援専門員であって、 特定施設サービ ス 計画の作成を 担当さ せる のに適当と 認

めら れる も の」 と なっ ており 、 よ り 専門的なケアマネジメ ント の知識に基づいたケアプラ ンを 作成する こ と が求

めら れていま す。  

● 特定施設と し て、 計画作成担当者を 中心と し たケアマネジメ ント 体制を 構築する こ と が大切です。  

 

（ ５ ） 上記（ １ ） ～（ ４ ） から 、 管理者は、 計画作成担当者の業務状況を 確認し 、 ケ アマネジメ ン ト が

行いやすいよ う 援助を 行う 必要があり ま す。  

 

● 管理者の介護支援専門員に対する 監督責任が明確にさ れている のですから 、 管理者と し て「 特定サービ ス 計

画の作成は、 計画作成担当者に任せており 、 関知し ていない」 と いう わけにはいき ま せん。  

● 特定施設サービ ス 計画の作成・ 変更がス ム ーズに行えていないと いう こ と は、 特定施設における チーム ケア

がう ま く 機能し ていないこ と から 生じ ている ケース が往々にし てあり ま す。  

● 管理者は定期的に計画作成担当者から 業務状況の報告を 受け、 特定施設サービ ス 計画の作成状況や計画に基

づく サービ ス の実施状況に問題点がある よ う であれば、 その原因を考え、 職員に改善する よ う 指揮・ 命令を 行う

と と も に、 職員が改善し やすい環境を つく る こ と も 必要です。  

● 報告を 受ける だけでなく 、 実際の他の職種の従業者と の協議（ サービ ス 担当者会議等） 等にも 積極的に参加

し ま し ょ う 。 施設の現状、 改善すべき 点が見えてく る はずです。  
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５  利用料の受領について（ 居宅条例： 第２ ２ ５ 条、 予防条例： 第２ １ １ 条）  

 

（ １ ） 利用料等の受領 

 

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 法定代理受領サービ ス に該当する サービ ス を 提供し た場合に

は、 その利用者から 利用料の一部と し て、 特定施設入居者生活介護に係る 居宅介護サービ ス 費用基

準額から 事業者に支払われる 居宅介護サービ ス 費の額を 控除し た額の支払を 受ける も のと する 。   

 

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 法定代理受領サービ ス に該当し ないサービ ス を 提供し た場合

には、 その利用者から 受ける 利用料の額と 、 特定施設入居者生活介護に係る 居宅介護サービ ス 費用

基準額と の間に、 不合理な差額が生じ ないよ う にし なければなら ない。   

 

（ ２ ） その他、 利用者から 受け取る こ と ができ る 費用 

（ 条例解釈通知 第３ - Ⅹ- ３ -（ ４ ） ）  

 

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 （ １ ） のほか、 次に掲げる 費用の額の支払を 利用者から 受け

る こ と ができ る 。   

○ 利用者の選定によ り 提供さ れる 介護その他の日常生活上の便宜に要する 費用  

○ おむつ代  

○ 上記のほか、 特定施設入居者生活介護において提供さ れる 便宜のう ち、 日常生活においても 通

常必要と なる も のに係る 費用であ っ て 、 その利用者に負担さ せる こ と が適当と 認めら れる も の 

（ 「 その他日常生活費」 ）  

 

 

【 ポイ ント 】  

◆ あいま いな名目によ る 費用の支払いを受ける こ と はでき ま せん。  

◆ 介護上必要な消耗品、 福祉用具は、 その費用を 利用者から 受け取る こ と はでき ま せん。  

 

 

● 特定施設入居者生活介護事業者は、 上記の費用に係る サービ ス の提供に当たっ ては、 あ ら かじ

め、 利用者又はその家族に対し 、 当該サービ ス の内容及び費用について説明を 行い、 利用者の同意

を 得な ければなら ない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ－７  「 日常生活に要する 費用の取扱いについて」 【 Ｐ ２ ８ 】 参照 
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６  介護保険の給付対象外の介護サービ ス 費用（ 老企５ ２ ）  

 

（ １ ） 利用料の範囲 

 

● 基準等の規定によ り 、 標準的に配置さ れる 職員によ り 提供さ れる サービ ス は、 介護保険給付対象

と なっ ており 、 利用料の他に別途費用を 徴収する こ と はでき ない。  

 

（ ２ ） 保険対象外の介護サービ ス 費用の受領 

 

● 人員配置が手厚い場合の介護サービ ス 利用料（ 上乗せ介護サービ ス 利用料）  

要介護者等が 

３ ０ 人以上の場合 

看護・ 介護職員の人数が、 常勤換算方法で、 「 要介護者の数（ 前年度の平均値） 」

及び「 要支援者の数（ 前年度平均値） に０ .５ を 乗じ て得た数」 の合計数が２ ． ５ 又

はその端数を 増すごと に１ 人以上である こ と 。  

要介護者等が 

３ ０ 人未満の場合 

看護・ 介護職員の人数が、 居宅サービ ス 基準等に基づき 算出さ れた人数に２ 人を 加

えた人数以上である こ と 。  

 

【 ポイ ント 】  

◆ 当該費用は、 看護・ 介護職員の配置に必要と なる 費用から 適切に算出さ れた額と し 、 当該上乗せ介護

サービ ス 利用料を 前払金と し て受領する 場合には、 開設後の経過年数に応じ た要介護発生率、 介護必

要期間、 職員配置等を 勘案し た合理的な積算方法によ る こ と が必要です。  

◆ 上乗せ介護サービ ス 利用料と 介護保険の利用者負担分の合計額について、 重度の要介護者になる ほど

安く なる よ う な料金設定を 行う こ と は、 結果と し て、 軽度の要介護者等が利用し にく く なり 、 重度の

要介護者のみの入居が誘導さ れる こ と と なる ため適切ではあり ま せん。  

 

 ● 個別的な選択によ る 介護サービ ス 利用料 

【 ポイ ント 】  

◆  あ ら かじ め特定施設入居者生活介護と し て包括的かつ標準的に行う も のと し て定めた介

護サービ ス と は別に、 利用者の特別な 希望によ り 行われる 個別的な介護サービ ス に係る 費

用 

◆ 本来特定施設入居者生活介護と し て包括的に行う べき 介護サービ ス と は明ら かに異なり 、

次の①～③のよ う な個別性の強いも のに限定さ れま す。  

① 個別的な外出介助 

     利用者の希望によ り 個別に行われる  

・ 買い物 

・ 旅行等の外出介助 

（ 当該特定施設の行事、 機能訓練、 健康管理の一環と し て行われる も のを 除く 。 ）  

・ 当該特定施設が定めた協力医療機関等以外の通院又は入退院の際の介助等に要する

費用 

② 個別的な買い物等の代行 

利用者の特別な希望によ り 、 当該特定施設において通常想定し ている 範囲の店舗以

外の店舗に係る 買い物等の代行に要する 費用 

   ③ 標準的な回数を 超えた入浴を 行っ た場合の介助費用 

利用者の特別な希望によ り 、 当該特定施設が定めた標準的な入浴回数を 超えた回数

（ 当該特定施設が定めた標準的な入浴回数が１ 週間に３ 回である 場合には４ 回以上。  

ただし 、 １ 週間に２ 回を 下回る 入浴回数を 標準と する こ と はでき ま せん。 ） の入浴

の介助に要する 費用。      
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（ ３ ） 定期健康診断の費用の負担について（ 平成２ ７ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ ）  

 

 

● 健康診断は特定施設入居者生活介護と し て提供さ れる サービ ス と し て実施さ れる も のではなく 、

外部の医療機関等によ っ て実施さ れる も のであ る ため、 その費用は当該医療機関等に対し て支払わ

れる べき も のである 。  

 

平成１ ３ 年３ 月２ ８ 日厚労省老健局振興課事務連絡のＱ ＆Ａ において次のと おり と さ れていた。  

【 運営基準等に係る Ｑ ＆Ａ について】 （ 平成１ ３ 年３ 月２ ８ 日厚労省老健局振興課事務連絡） 抜粋 

Ｑ 【 特定施設入居者生活介護の利用料の徴収について】 特定施設入居者生活介護において介護保険利

用料の他に別途費用を 受領でき る も のは具体的にはど のよ う なも のがある か。  

 

（ 答） 例えば、 家賃相当額、 日用品費、 教養娯楽費、 行事関係費、 健康管理費（ 定期健康診断費用は

除く 。 ） 、 私物の洗濯代等については、 こ れら に要する 費用を 別途の料金と し て受領でき る も

のである 。  

 

し かし 、 厚労省平成2 7 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ において「 健康管理費」 の説明は、 趣旨を

明確化する ために、 次のと おり 修正さ れた。  

 

 

 

 

 

  例えば、 家賃相当額、 日用品費、 教養娯楽費、 行事関係費、 健康管理費（ 外部の医療機関によ り 行

われる 検査・ 健康診断等は除く 。 ） 、 私物の洗濯代等については、 こ れら に要する 費用を 別途の料金

と し て受領でき る も のである 。  

つま り 、 介護保険利用料及び別途費用を 受領でき る も のに外部の医療機関によ る 検査・ 健康診断等

は含ま れないこ と と なる 。  
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７  日常生活費に要する 費用の取扱いについて 

（ 通所介護等における 日常生活に要する 費用の取扱いについて（ 老企５ ４ ） ）  

 

（ １ ） 「 その他日常生活費」 の趣旨 

 

● 利用者等が自由な選択に基づき 、 サービ ス 提供の一環と し て提供さ れる 日常生活上の便宜に係る

経費を いいま す。  

● な お、 事業者が行う 便宜の供与であ っ て も 、 サービ ス の提供と は関係のな いも のと 区別さ れま

す。 （ 利用者の嗜好品の購入等）  

 

（ ２ ） 「 その他日常生活費」 の受領に関する 基準 

 

● 「 その他日常生活費」 の対象と なる 便宜と 「 保険給付対象サービ ス 」 の対象と なっ ている 便宜と

の間に重複関係がないこ と  

 ● あいま いな名目によ る 費用の受領は認めら れないこ と  

   例： お世話料・ 管理協力費・ 共益費・ 施設利用補償金 

 ● 利用者等の自由な選択に基づいて行われる も のである こ と  

 ● 利用者等に事前に十分な説明を 行い、 その同意を 得る こ と （ 文書同意）  

 ● 実費相当額の範囲内で行われる こ と  

 ● 運営規程において定める こ と  

 ● サービ ス の選択に資する と 認めら れる 重要事項と し て施設の見やすい場所に掲示する こ と  

 ● その都度変動する 性質のも のである 場合、 「 実費」 と いう 定め方が認めら れる こ と  

 

 

 

  

Ⅳ－５ －（ ２ ） 「 その他、 利用者から 受ける こ と ができ る 費用」 【 Ｐ ２ ４ 】 参照 

Ⅳ－９ －（ ２ ） 「 運営規程」            【 Ｐ ３ ０ 】 参照 

Ⅳ－９ －（ ４ ） 「 掲示」              【 Ｐ ３ １ 】 参照 
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（ ３ ） 具体的な範囲 

 

● 利用者の希望によ っ て、 身の回り 品と し て日常生活に必要なも のを 事業者が提供する 場合に係る

費用 

【 ポイ ント 】  

◆ 『 身の回り 品と し て日常生活に必要なも の』 と は・ ・  

① 一般的に要介護者等の日常生活に最低限必要と 考えら れる 物品であっ て 

② 利用者の希望を 確認し たう えで提供さ れる も の 

 を いいま す。  

◆ すべての利用者等に対し て一律に提供し 、 その費用を 画一的に徴収する こ と は認めら れま せん。  

 

【  例 】  

 施設負担 利用者負担 

歯ブラ シ 

化粧品 

シャ ンプー 

タ オル等 

利用者に一律に提供さ れる 場合 
一律に提供さ れる も のではなく  

利用者の選定に委ねら れている 場合 

バス タ オル 入浴に必要なも のの場合 個人的嗜好によ る も のの場合 

洗濯代 介護上洗濯が必要な洗濯を 行う 場合 私物の場合（ ※）  

新聞雑誌 
食堂や談話室に設置する など 

利用者に一律提供さ れる 場合 
個人の嗜好によ る も のの場合 

ク ラ ブ活動費 

行事材料費 

作業療法等機能訓練の一環と し て 行

われる ク ラ ブ活動の場合 

入所者等が全員参加する 定例行事の

場合 

特定の利用者の趣味的活動によ り 行われる

ク ラ ブ活動や行事の場合 

  ※ 利用者負担さ せる こ と ができ る 私物の洗濯代と は、 シルク 等外部ク リ ーニングに出すよ う な 

    特別な扱いの必要なも のを 指し ま す。  

 

（ ４ ） 「 その他日常生活費」 に該当し ないも ので、 介護サービ ス にあたら ないも の 

 

 ● 以下の費用については、 介護サービ ス にあたら ないため利用者から 徴収する こ と ができ ま す。  

・  個人的嗜好に基づく 「 贅沢品」 に係る 費用 

   ・  個人のために単に立替払いを し た場合の費用 

   ・  個人専用の家電製品の電気代 

   ・  施設のコ イ ンラ ン ド リ ーの費用 

   ・  個人の希望によ る 新聞や雑誌に係る 費用 

   ・  希望者を 募り 実施する 旅行に係る 費用 
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８  サービ ス 提供の記録 

（ １ ） サービ ス 提供の記録（ 居宅条例： 第２ ２ ４ 条、 予防条例： 第２ １ ０ 条）  

 

● 事業者は、 サービ ス 提供にあたり その「 開始年月日」 「 施設名」 を 利用者の被保険者証に記載し

なければなら ない。 （ 終了し た場合は、 その「 終了年月日」 ）  

【 ポイ ント 】  

◆ 特定施設入居者生活介護の提供を 受けている 者は、 居宅療養管理指導以外の居宅サービ ス 、 地域密着

型サービ ス 及び施設サービ ス の保険給付を 受ける こ と ができ ま せん。 当該利用者が、 特定施設入居者

生活介護の提供を 受けている こ と を 、 他のサービ ス 事業者が確認でき る よ う に、 その被保険者証に特

定施設入居者生活介護サービス の利用開始日と 終了日を記載する こ と と し たも のです。  

  

● サービ ス 提供し た場合には、 提供し た具体的な内容等を 記録し なければなら ない。  
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（ ２ ） 記録の整備（ 居宅条例： 第２ ３ ６ 条、 予防条例： 第２ １ ７ 条）  

 

 ● 従業者、 設備、 備品及び会計に関する 諸記録を 整備し なければなら ない。  

 ● 利用者に対する 指定特定施設入居者生活介護の提供に関する 次に掲げる 記録を 整備し 、 その完結

の日から ５ 年間保存し なければなら ない。     

① 特定施設サービ ス 計画（ 及び介護予防特定施設サービ ス 計画）  

② 提供し た具体的なサービ ス 内容等の記録 

③ 身体的拘束等の態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理由の

記録 

（ 居宅条例： 第２ ２ ６ 条 予防条例： 第２ １ ２ 条）  

④ 委託業者の業務実施状況の記録 

⑤ 市町村への通知に係る 記録（ 居宅条例： 第２ ７ 条 予防条例： 第５ ２ 条の３ ）  

⑥ 苦情の内容等の記録（ 居宅条例： 第３ ８ 条 予防条例： 第５ ５ 条の８ ）  

⑦ 事故の状況及び事故に際し て採っ た処置についての記録 

（ 居宅条例： 第４ ０ 条 予防条例： 第５ ５ 条の１ ０ ）  

 ● 介護報酬の請求に関する 書類についても 、 債権の時効と の関係から 、 介護報酬を 受領し た日から

５ 年間保存する こ と が望ま し いと さ れていま す。  

   ① 介護給付請求書等 

②  個々の提供し たサービ ス 内容の記録など の請求に係わる 書類 

※ 「 その完結の日」 と は、 上記①～③及び⑤～⑦については個々の利用者につき 、 契約終了

（ 契約の解約・ 解除、 他の施設への入所、 利用者の死亡、 利用者の自立等） によ り 一連のサー

ビ ス 提供が終了し た日を 、 上記➃については特定施設入居者生活介護に係る 業務の全部ま たは

一部を 委託によ り 他の事業者に行わせる 場合の当該事業者の業務の実施状況いついて確認し た

日を 指すも のと し ま す。  

 ● 介護報酬の請求に関する 書類についても 、 債権の時効と の関係から 、 介護報酬を 受領し た日から

５ 年間保存する こ と が望ま し いと さ れていま す。  

   ① 介護給付請求書等 

③  個々の提供し たサービ ス 内容の記録など の請求に係わる 書類 

 

 

  

Ⅳ－４ －（ １ ） 「 特定施設サービス 計画の作成」   【 Ｐ ２ ０ 】 参照 

Ⅵ－１     「 身体的拘束について」       【 Ｐ ４ １ 】 参照 

Ⅳ－９ －（ ３ ） 「 勤務体制の確保」         【 Ｐ ３ １ 】 参照 

Ⅳ－９ －（ ９ ） 「 事故発生時の対応」        【 Ｐ ３ ３ 】 参照 

Ⅳ－９ －（ ８ ） 「 苦情対応」            【 Ｐ ３ ２ 】 参照 
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９  事業所運営について 

（ １ ） 管理者の責務 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第５ ６ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ４ 条準用） ）  

 

● 管理者は、 従業者の管理、 利用申込に係る 調整、 業務の実施状況の把握、 その他の管理を 一元的

に行わなければなら ない。  

【 ポイ ント 】  

◆ 従業員の管理 

  ・ 雇用関係の把握。 雇用契約関係書類の写し を 保管 

  ・ 看護職員、 機能訓練指導員、 計画作成担当者（ 介護支援専門員） の資格証の写し を 保管 

  ・ 勤務体制の把握。 勤務体制表（ シフト 表やロ ーテーショ ン表） を 毎月作成 

◆ 業務の実施状況の把握 

  ・ 勤務実態（ 出勤簿・ タ イ ムカード 等） の把握。  

 

  

● 法令遵守のため、 従業者に対する 必要な指揮命令を 行う 。  

 

 

（ ２ ） 運営規程（ 居宅条例： 第２ ３ ２ 条、 予防条例： 第２ １ ３ 条、 居宅条例解釈通知 第３  Ⅹ ３ （ １ １ ） イ ）  

 

● 運営規程に定めなければなら ない運営に係る 重要事項 

   ① 事業の目的及び運営の方針 

   ② 従業者の職種、 員数（ 常勤・ 非常勤、 専従・ 兼務の別ご と に員数を 記載） 及び職務内容 

   ③ 利用定員及び居室数 

   ④ 特定施設入居者生活介護サービ ス の内容、 利用料、 その他の費用の額 

     （ 「 その他日常生活費」 の対象と なる 便宜及びその額について）  

⑤ 利用者が介護居室又は一時介護室に移る 場合の条件及び手続 

   ⑥ 施設の利用にあたっ ての留意事項 

   ⑦ 緊急時等における 対応方法 

   ⑧ 非常災害対策 

   ⑨ 虐待の防止のための措置に関する 事項 

   ⑩ その他運営に関する 重要事項 

     （ 事故発生の防止及び発生時の対応、 従業者及び退職者の秘密保持、 苦情相談体制、 従業者研修、 利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を 保護する ため緊急やむを 得ない場合に身体的拘束等を 行う 際の

手続、 衛生管理 等）  

 

 

 

 

 

 

  

Ⅳ－９ －（ ４ ） 「 掲示」              【 Ｐ ３ １ 】 参照 
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（ ３ ） 勤務体制の確保（ 居宅条例： 第２ ３ ３ 条、 予防条例： 第２ １ ４ 条）  

 

● 事業者は、 利用者に対し 適切なサービ ス 提供ができ る よ う に、 従業者の勤務体制を 定めておかな

ければなら ない。  

 ● 事業者は、 当該施設の従業員によ り サービ ス 提供を し なければなら ない。  

   ただし 、 事業者が業務の管理及び指揮命令を 確実に行う こ と ができ る 場合は、 その業務の全部又

は一部を 委託する こ と ができ る 。 な お、 こ の場合、 当該業務の実施状況について定期的に確認し 、

その結果を 記録し なければなら ない。  

● 事業者は、 従業者の資質の向上のために、 研修の機会を 確保し なければなら ない。 こ の場合にお

いて、 指定特定施設入居者生活介護事業者は、 全ての（ 介護予防） 特定施設従業者（ 看護師、 准看

護師、 介護福祉士、 介護支援専門員、 法第８ 条第２ 項に規定する 政令で定める 者等の資格を 有する

者その他こ れに類する も のを 除く 。 ） に対し 、 認知症介護に係る 基礎的な研修を 受講さ せる ために

必要な措置を 講じ なければなら ない。  

 

【 ポイ ント 】  

◆ サービ ス の質の向上を 図る ため、 計画的に研修を 行う と と も に、 研修内容、 時間、 参加者など の受講

歴は、 記録し ておく よ う にし てく ださ い。  

 

● 事業者は適切な介護の提供を 確保する 観点から 、 職場においての性的な言動や優越的な関係を 背

景と する 言動等、 相当な業務上の必要かつ相当な範囲を 超えたも のによ り 従業者の就業環境が害

さ れる こ と を 防止する ための方針の明確化等の必要な措置を 講じ なければなら ない。  

 

 

（ ４ ） 掲示（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第３ ４ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条４ 準用） ）  

 

● 事業者は、 施設の見えやすい場所に、 運営規程の概要、 従業者の勤務体制、 その他利用申込者の

サービ ス の選択に資する と 認めら れる 重要事項を 掲示し なければなら ない。  

● 事業者は、 前項に規定する 事項を 記載し た書面を 事業所に備え付け、 かつ、 こ れを いつでも 関係

者に自由に閲覧さ せる こ と によ り 、 同項の規定によ る 掲示に代える こ と ができ る 。  

 

 

（ ５ ） 秘密保持（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第３ ５ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条５ 準用） ）  

 

● 従業者は、 正当な理由なく 、 その業務上知り 得た利用者又はその家族の秘密を 漏ら し てはなら な

い。  

【 ポイ ント 】  

◆ こ こ でいう 従業者には、 過去に従業者であっ た退職し た者も 含ま れま す。 よ っ て、 雇用時に退職し た後

も 秘密保持について誓約さ せる など の措置を 講じ る 必要があり ま す。  

 ● サービ ス 担当者会議等において、 利用者の個人情報を 用いる 場合は、 当該利用者の同意を 、 利用

者家族の個人情報を 用いる 場合は当該家族の同意を 、 あら かじ め文書によ り 得なければなら ない。  
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（ ６ ） 広告（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第３ ６ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条６ 準用） ）  

 

● 広告する 内容が、 虚偽又は誇大なも のと なっ てはなら ない。  

 

 

（ ７ ） 居宅介護支援事業者等への利益供与の禁止 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第３ ７ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条７ 準用） ）  

 

● 居宅介護支援事業者から の紹介等の代償と し て、 金品その他財産上の利益を 供与する こ と は禁じ

ら れていま す。  

【 ポイ ント 】  

◆ こ れら の行為は、 介護保険制度を 根底から 覆すも のであり 、 事実が確認さ れた場合には、 指定取消が検

討さ れる 重要な問題です。  
 

 

（ ８ ） 苦情対応（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第３ ８ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条８ 準用） ）  

 

● 利用者又はその家族から の苦情に迅速かつ適切に対応する ために、 苦情を 受け付ける 窓口を 設置

する 等の必要な措置を 講じ なければなら ない。  

● 苦情を 受けた場合には、 苦情の内容等を 記録し なければなら ない。  

【 ポイ ント 】  

◆ 「 必要な措置」 ・ ・ 苦情窓口、 苦情対応体制、 対応手順等の苦情対応の概要を明ら かにし ておく こ と 。  

           苦情対応の概要は、 事業所に掲示し 閲覧可能な状態にし ておく こ と 。  

            （ 重要事項説明書の掲示でも 構いま せん）  

◇ 事業者が苦情を 受けた場合 

迅速かつ適切に対応する と と も に、 苦情の受付日、 その内容を記録し なければなり ま せん。  

◇ 市町村に苦情があっ た場合 

市町村職員から 文書の提示、 又は質問に応じ なければなり ま せん。 ま た、 その調査に協力する と と も

に、 市町村の指導等を 受けた場合には、 必要な改善を 行わなければなり ま せん。 なお、 その改善内容

は、 市町村の求めに応じ 、 報告する 必要があり ま す。  

◇ 国保連に苦情があっ た場合 

国保連が行う 調査に協力する と と も に、 国保連から の指導又は助言に応じ 必要な改善を 行わなければ

なり ま せん。 なお、 その改善内容は、 国保連の求めに応じ 、 報告する 必要があり ま す。  

◆ 苦情の記録・ ・ 苦情記録簿を 整備する と と も に、 苦情の原因を分析し 再発防止に役立てていく こ と 。  
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（ ９ ） 事故発生時の対応 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第４ ０ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条１ ０ 準用） ）  

 

● 実際に事故が発生し た場合 

  ・  市町村、 家族等へ連絡を 行い、 必要な措置を 講じ る 。  

  ・  事故の状況及び当該事故に際し て採っ た処置について記録する 。  

  ・  賠償すべき 事故である 場合は、 速やかに損害賠償を 行う 。  

    ・  事故報告書を 市町村に提出し 、 提出し たも のを 県にも 提出する こ と  

● 事故を 未然に防ぐ  

  ・  事故の原因を 究明し 、 再発防止のための対策を 講じ る  

  ・  いわゆる 「 ヒ ヤリ ・ ハッ ト 事例」 など の情報を 収集し 、 未然防止策を 講じ る 。  

【 ポイ ント 】  

◆ 事故が発生し た場合の連絡先、 対応手順を 定めている か。  

  ま た、 従業員に周知さ れている か。  

◆ 市町村に対し て報告する 事項について把握し ている か。  

◆ 賠償方法や内容について把握し ている か（ 保険内容を 確認） 。  

◆ 事故発生時や、 その危険性が生じ た場合における 、 報告、 防止に係る 分析検討、 改善のための体

制づく り が整備さ れている か。 ま た、 その手順について従業員に周知徹底さ れている か。  

    例： 事故報告書様式の整備 

      事故を 報告する 、 記録する こ と の周知（ 始末書ではなく 改善のための第一歩）  

      報告事例の収集、 原因の分析、 防止策の検討及び効果の評価 

  ◆ 研修の実施 
 

 

（ １ ０ ） 会計の区分 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第４ １ 条準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条１ １ 準用） ）  

 

● 特定施設入居者生活介護サービ ス 事業と その他の事業の会計を 区分し なければなり ま せん。  

【 ポイ ント 】  

 ◆ 収入面では、 国保連から の給付だけでなく 、 利用者から 徴収し た１ 割負担分についても 会計管理す

る 必要があり ま す。  

 ◆ 参考： 「 介護保険の給付対象事業における 会計の区分について」 （ 老振発第１ ８ 号）  
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（ １ １ ） 介護現場における ハラ ス メ ント 対策について 

 

 

近年、 介護現場では、 利用者や家族等によ る 介護職員への身体的暴力や精神的暴力、 セク シ ュ

ア ルハラ ス メ ン ト な ど が少な から ず発生し て いる こ と が様々な 調査で明ら かにな っ て き て いま

す。  

こ れについて は、 介護サービ ス は直接的な 対人サービ ス が多く 、 利用者の身体への接触が多いこ

と 、 職員の女性の割合が多いこ と 、 生活の質や健康に直接関係する サービ ス であり 安易に中止でき

ないこ と 等と 関連がある と 考えら れま す。  

ハラ ス メ ン ト はバーン ア ウ ト によ る 離職等につな がり かねず、 勤務体制の確保に影響が及んだり

し いては、 利用者自身の継続的で円滑な介護サービ ス 利用の支障にも なり 得ま す。  

そこ で、 国は、 平成3 1 年３ 月に「 介護現場における ハラ ス メ ン ト 対策マニュ アル」 を 策定し 、 同

年４ 月に公表し ま し た。  

 こ のマニュ ア ルは、 介護現場において、 ハラ ス メ ン ト に事業者と し て取り 組むべき 対策を 示すこ

と によ り 、 介護現場で働く 職員の安全を 確保し 、 安心し て働き 続けら れる 労働環境を 築き 、 人材の

確保・ 定着につながる こ と を 目的と し ている も のですので、 適宜活用を お願いし ま す。  

 

「 介護現場における ハラ ス メ ン ト 対策マニュ アル」 にて、 具体の対処方法等を 確認し てく ださ い。  

h ttp s ://w w w .m ri.c o .jp /p ro jec t_ re la ted /ro u jin h oken /in d ex.h tm l 

（ 実施団体ウ ェ ブサイ ト ホーム ページ）  

 

労使間に問題がある 場合等の相談窓口は、 以下のと おり です。  

   〇神奈川県 かながわ労働安定セン タ ーの労働相談 

     h ttp ://w w w .p re f .ka n a g a w a .jp /d o c s/k5 n /so u d a n /in d ex .h tm l 

 

    〇厚生労働省 神奈川労働局総合労働相談コ ーナー 

h ttp s ://js ite .m h lw .g o .jp /ka n a g a w a -ro u d o u kyo ku /m a d o g u ch i_ a n n a i/so u d a n m a d og u

c  

h i/so co rn e r.h tm l 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.mri.co.jp/project_related/roujinhoken/index.html
http://www.pref.kanagawa.jp/docs/k5n/soudan/index.html
https://jsite.mhlw.go.jp/kanagawa-roudoukyoku/madoguchi_annai/soudanmadogu
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（ １ ２ ） 業務継続計画の策定等について 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第３ ２ 条の２ 準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条の２ の２ 準用） ）  

 

  

● 事業者は感染症や非常災害の発生時において、 利用者に対する サービ ス 提供を 継続的に実施する

ため及び非常時の体制で早期の業務再開を 図る ための計画（ 以下「 業務継続計画」 と いう 。 ） を

策定し 、 当該業務継続計画に従い必要な措置を 講じ なければなら ない。  

● 事業者は、 従業者に対し 業務継続計画について周知する と と も に、 必要な研修及び訓練を 定期的

に実施し なければなら ない。  

● 事業者は、 定期的に業務継続計画の見直し を 行い、 必要に応じ て業務継続計画の変更を 行う こ

と 。  

※ なお、 当該義務付けの適用にあたっ ては、 ３ 年間の経過措置を 設けており 、 令和６ 年３ 月3 1 日

ま での間は努力義務と さ れていま す。  

【 ポイ ン ト 】  

 事業者は、 感染症や災害が発生し た場合にあ っ ても 、 利用者が継続し て指定特定施設入居者

生活介護の提供を 受けら れる よ う 、 業務継続計画を 策定する と と も に、 当該業務継続計画に従

い、 指定認知症対応型共同生活介護事業者に対し て、 必要な研修及び訓練（ シ ミ ュ レ ーシ ョ

ン ） を 実施し なければなら ないこ と と し たも のです。 なお、 業務継続計画の策定、 研修及び訓

練の実施については、 事業所に実施が求めら れる も のですが、 他のサービ ス 事業者と の連携等

によ り 行う こ と も 差し 支えあ り ま せん。 ま た、 感染症や災害が発生し た場合には、 従業者が連

携し 取り 組むこ と が求めら れる こ と から 、 研修及び訓練の実施にあたっ ては、 全ての従業者が

参加でき る よ う にする こ と が望ま し いも のと し ま す。  

◆ 業務継続計画には、 以下の項目等を 記載し なければなり ま せん。 なお、 各項目の記載内

容については、 「 介護施設・ 事業所における 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症発生時の業務継続

ガイ ド ラ イ ン 」 及び「 介護施設・ 事業所における 自然災害発生時の業務継続ガイ ド ラ イ

ン 」 を 参照し てく ださ い。 ま た、 想定さ れる 災害等は地域によ っ て異なる も のである こ と

から 、 項目については実態に応じ て設定する こ と と し ま す。 なお、 感染症及び災害の業務

継続計画を 一体的に策定する こ と を 妨げる も のではあり ま せん。  

(ア) 感染症に係る 業務継続計画 

ａ  平時から の備え（ 体制構築・ 整備、 感染症防止に向けた取組の実施、 備蓄品の確保

等）  

ｂ  初動対応 

ｃ  感染拡大防止体制の確立（ 保健所と の連携、 濃厚接触者への対応、 関係者と の情報

共有等）  

(イ ) 災害に係る 業務継続計画 

ａ  平常時の対応（ 建物・ 設備の安全対策、 電気・ 水道等のラ イ フ ラ イ ン が停止し た場

合の対策、 必要品の備蓄等）  

ｂ  緊急時の対応（ 業務継続計画発動基準、 対応体制等）  

ｃ  他施設及び地域と の連携 

◆ 研修の内容は、 感染症及び災害に係る 業務継続計画の具体的内容を 職員間に共有する と

と も に、 平常時の対応の必要性や、 緊急時の対応にかかる 理解の励行を 行う も のと し ま

す。  

職員教育を 組織的に浸透さ せて いく ために、 定期的（ 年２ 回以上） な 教育を 開催する
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と と も に、 新規採用時には別に研修を 実施し て く ださ い。 ま た、 研修の実施内容につい

て も 記録し てく ださ い。 な お、 感染症の業務継続計画に係る 研修について は、 感染症の

予防及びま ん延の防止のための研修と 一体的に実施する こ と も 差し 支えあり ま せん。  

◆ 訓練（ シミ ュ レ ーショ ン ） においては、 感染症や災害が発生し た場合において迅速に行

動でき る よ う 、 業務継続計画に基づき 、 事業所内の役割分担の確認、 感染症や災害が発生

し た場合に実践する ケ ア の演習等を 定期的（ 年２ 回以上） に実施する も のと し ま す。 な

お、 感染症の業務継続計画に係る 訓練については、 感染症の予防及びま ん延の防止のため

の訓練と 一体的に実施する こ と も 差し 支えあり ま せん。 ま た、 災害の業務継続計画に係る

訓練について は、 非常災害対策に係る 訓練と 一体的に実施する こ と も 差し 支え あ り ま せ

ん。  

訓練の実施は、 机上を 含めその実施手法は問いま せんが、 机上及び実地で実施する も

のを 適切に組み合わせながら 実施する こ と が適切です。  
 

 

（ １ ３ ） 虐待の防止について 

（ 居宅条例： 第２ ３ ７ 条（ 第４ ０ 条の２ 準用） 、 予防条例： 第２ １ ８ 条（ 第５ ５ 条１ ０ の２ 準用） ）  

 ● 事業者は、 虐待の発生又はその再発を 防止する ため、 次に掲げる 措置を 講じ なければなら な

い。  

(１ ) 虐待の防止のための対策を 検討する 委員会（ テレ ビ 電話装置等を 活用し て 行う こ と ができ る

も のと する 。 ） を 定期的に開催する と と も に、 その結果について 、 従業員等に周知徹底を 図る

こ と 。  

 (２ ) 虐待の防止のための指針を 整備する こ と 。  

 (３ ) 従業者等に対し 、 虐待の防止のための研修を 定期的に実施する こ と 。  

 (４ ) 前３ 号に掲げる 措置を適切に実施する ための担当者を 置く こ と 。  

※ なお、 当該義務付けの適用にあ たっ て は、 ３ 年間の経過措置を 設けており 、 令和６ 年３ 月31日

ま での間は努力義務と さ れていま す。  

【 ポイ ン ト 】  

 本条は、 虐待の防止に関する 事項について規定し たも のです。 虐待は、 法の目的の一つであ

る 高齢者の尊厳の保持や、 高齢者の人格の尊重に深刻な影響を 及ぼす可能性が極めて 高く 、 事

業者は虐待の防止のために必要な措置を 講じ なければなり ま せん。 虐待を 未然に防止する ため

の対策及び発生し た場合の対応等については、 「 高齢者虐待の防止、 高齢者の養護者に対する

支援等に関する 法律」 （ 平成1 7 年法律第1 2 4 号。 以下「 高齢者虐待防止法」 と いう 。 ） に規

定さ れている と こ ろであり 、 その実効性を 高め、 利用者の尊厳の保持・ 人格の尊重が達成さ れ

る よ う 、 次に掲げる 観点から 虐待の防止に関する 措置を 講じ る も のと し ま す。  

◆ 虐待の未然防止 

  事業者は高齢者の尊厳保持・ 人格尊重に対する 配慮を 常に心がけながら サービ ス 提供に

あたる 必要があり 、 一般原則に位置付けら れている と おり 、 研修等を 通じ て、 従業者にそ

れら に関する 理解を 促す必要があり ま す。 同様に、 従業者が高齢者虐待防止法等に規定す

る 養介護施設の従業者と し て の責務・ 適切な 対応等を 正し く 理解し ている こ と も 重要で

す。  

◆ 虐待等の早期発見 

従業者は、 虐待等を 発見し やすい立場にあ る こ と から 、 こ れら を 早期に発見でき る よ

う 、 必要な措置（ 虐待等に対する 相談体制、 市町村の通報窓口の周知等） がと ら れている
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こ と が望ま し いも のと し ま す。 ま た、 入居者及びその家族から の虐待等に係る 相談、 入居

者から 市町村への虐待の届出について、 適切な対応を し てく ださ い。  

◆ 虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生し た場合には、 速やかに市町村の窓口に通報さ れる 必要があり 、 指定特定施

設入居者生活介護事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、 市町村等が行う 虐待

等に対する 調査等に協力する よ う 努める こ と と し ま す。  

以上の観点を 踏ま え、 虐待等の防止・ 早期発見に加え、 虐待等が発生し た場合はその再

発を 確実に防止する ために次に掲げる 事項を 実施する も のと し ま す。  

 ◆ 虐待の防止のための対策を 検討する 委員会（ １ 号）  

「 虐待の防止のた めの対策を 検討する 委員会」 （ 以下「 虐待防止検討委員会」 と い

う 。 ） は、 虐待等の発生の防止・ 早期発見に加え、 虐待等が発生し た場合はその再発を 確

実に防止する ための対策を 検討する 委員会であ り 、 管理者を 含む幅広い職種で構成し ま

す。 構成メ ンバーの責務及び役割分担を 明確にする と と も に、 定期的に開催する こ と が必

要です。 ま た、 虐待防止の専門家を 委員と し て積極的に活用する こ と が望ま し いも のと し

ま す。  

一方、 虐待等の事案については、 虐待等に係る 諸般の事情が、 複雑かつ機微なも のであ

る こ と が想定さ れる ため、 その性質上、 一概に従業者に共有さ れる べき 情報である と は限

ら れず、 個別の状況に応じ て慎重に対応する こ と が重要です。  

なお、 虐待防止検討委員会は、 関係する 職種、 取り 扱う 事項等が相互に関係が深いと 認

めら れる 他の会議体を 設置し ている 場合、 こ れと 一体的に設置・ 運営する こ と と し て差し

支えあり ま せん。 ま た、 施設に実施が求めら れる も のですが、 他のサービ ス 事業者と の連

携等によ り 行う こ と も 差し 支えあり ま せん。  

ま た、 虐待防止検討委員会は、 テレ ビ 電話装置等を 活用し て行う こ と ができ る も のと し

ま す。 こ の際、 個人情報保護委員会・ 厚生労働省「 医療・ 介護関係事業者における 個人情

報の適切な取扱いのためのガイ ダンス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス テムの安全管理に関

する ガイ ド ラ イ ン 」 等を 遵守し てく ださ い。 虐待防止検討委員会は、 具体的には、 次のよ

う な事項について検討する こ と と し ま す。 その際、 そこ で得た結果（ 事業所における 虐待

に対する 体制、 虐待等の再発防止策等） は、 従業者に周知徹底を 図る 必要があり ま す。  

(ア) 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する こ と  

(イ ) 虐待の防止のための指針の整備に関する こ と  

(ウ ) 虐待の防止のための職員研修の内容に関する こ と  

(エ) 虐待等について、 従業者が相談・ 報告でき る 体制整備に関する こ と  

(オ) 従業者が高齢者虐待を 把握し た場合に、 市町村への通報が迅速かつ適切に行われる

ための方法に関する こ と  

(カ ) 虐待等が発生し た場合、 その発生原因等の分析から 得ら れる 再発の確実な防止策に

関する こ と  

(キ) 前号の再発の防止策を 講じ た際に、 その効果についての評価に関する こ と  

◆ 虐待の防止のための指針（ ２ 号）  

指定特定施設入居者生活介護事業者が整備する 「 虐待の防止のための指針」 には、  次

のよ う な項目を 盛り 込むこ と と し ま す。  

(ア) 施設における 虐待の防止に関する 基本的考え方 

(イ ) 虐待防止検討委員会その他施設内の組織に関する 事項 

(ウ ) 虐待の防止のための職員研修に関する 基本方針 
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(エ) 虐待等が発生し た場合の対応方法に関する 基本方針 

(オ) 虐待等が発生し た場合の相談・ 報告体制に関する 事項 

(カ ) 成年後見制度の利用支援に関する 事項 

(キ) 虐待等に係る 苦情解決方法に関する 事項 

(ク ) 入居者等に対する 当該指針の閲覧に関する 事項 

(ケ) その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

◆ 虐待の防止のための従業者に対する 研修（ ３ 号）  

従業者に対する 虐待の防止のための研修の内容と し ては、 虐待等の防止に関する 基礎的

内容等の適切な知識を 普及・ 啓発する も のである と と も に、 当該指定特定施設における 指

針に基づき 、 虐待の防止の徹底を 行う も のと し ま す。  

職員教育を 組織的に徹底さ せていく ためには、 当該指定特定施設入居者生活介護事業者

が指針に基づいた研修プロ グラ ム を 作成し 、 定期的な研修（ 年２ 回以上） を 実施する と と

も に、 新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を 実施する こ と が重要です。  

ま た、 研修の実施内容についても 記録する こ と が必要です。 研修の実施は、 施設内での

研修で差し 支えあり ま せん。  

◆ 前３ 号に掲げる 措置を 適切に実施する ための担当者 

指定特定施設における 虐待を 防止する ための体制と し て、 上記に掲げる 措置を 適切に実

施する ため、 専任の担当者を 置く こ と が必要です。 当該担当者と し ては、 虐待防止検討委

員会の責任者と 同一の従業者が務める こ と が望ま し いも のと し ま す。  
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１  入所等の日数の数え方について 

  

 

 ● 原則と し て、 入所日及び退所日を 含む。  

◇ 別に所在する 介護保険施設等の間で入退所する 場合 

 
 ・ ・ ・ １ マス を １ 日と する と  

  

算定可 算定可 算定可 算定可 算定可 
  

↓ 

 

・ ・ 施設を 移動 

算定可 算定可 算定可 算定可 算定可 

 

 

 

 

 

 

● 下記条件で、 介護保険施設等の間で入退所が行われた場合、 入所の日を 含み退所の日を 含ま な

い。  

  ・  同一敷地内の場合 

  ・  隣接又は近隣する 敷地内で、 相互に職員の兼務や施設共用がさ れている 施設間の場合 

◇ 同一敷地内等に所在する 介護保険施設等の間で入退所する 場合 

 

算定可 算定可 算定可 算定可 不可 
  

↓ 

 

・ ・ 施設を 移動 

算定可 算定可 算定可 算定可 算定可 

 

 

 

 

● 下記条件で、 介護保険施設等を 退所し 、 病院・ 診療所の医療保険適用病床に入所し た場合、 入所

の日を 含み退所の日を 含ま ない。  

  ・  同一敷地内の場合 

  ・  隣接又は近隣する 敷地内で、 相互に職員の兼務や施設共用がさ れている 施設間の場合 

◇ 同一敷地内等に所在する 介護保険施設等の間で入退所する 場合 

 

算定可 算定可 算定可 算定可 不可 
  

↓ 

 

・ ・ 施設を 移動 

算定可 算定可 算定可 算定可 算定可 

 

 

 

 

● 下記のよ う に医療保険適用病床を 退院し 、 介護保険施設等に入所し た 場合、 入所の日を 含ま な

い。  

  ・  同一敷地内の場合 

◇ 同一敷地内等に所在する 介護保険施設等の間で入退所する 場合 

 

算定可 算定可 算定可 算定可 算定可 
  

↓ 

 

・ ・ 施設を 移動 

不可 算定可 算定可 算定可 算定可 

 

 

 

 

Ⅴ 報酬について 

特定施設入居者生活介護事業所の退居日 

【 算定でき ない】  

介護老人福祉施設の入所日 

特定施設入居者生活介護事業所の退居日 

介護老人福祉施設の入所日 

特定施設入居者生活介護事業所の退居日 

【 算定でき ない】  

医療保険適用病床の入院日 

特定施設入居者生活介護事業所の入居日 

【 算定でき ない】  

医療保険適用病床の退院日 
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２  その他の居宅サービ ス の利用について 

 

 

 ● 特定施設入居者生活介護を 受けている 者の入居中の居宅サービ ス の利用については、 特定施設入

居者生活介護費を 算定し た月において、 その他の居宅サービ ス に係る 介護給付費（ 居宅療養管理指

導費を 除く 。 ） は算定し ない。 （ 外泊の期間中を 除く ）  

 

【 ポイ ント 】  

 ◆ 特定施設入居者生活介護を 受けている 間については、 福祉用具貸与費は算定でき ま せん。 各利用者

に対する 個別のサービ ス 計画上、 必要と なる 福祉用具は施設が用意し てく ださ い。  

 ◆ なお、 施設で用意する 福祉用具については、 標準的な品目であればよ く 、 必ずし も 各利用者の希望

に添っ た品目を用意する 必要はあり ま せん。  

  

● 外泊の期間中においては、 特定施設入居者生活介護費を 算定する こ と はでき ない。  

● 特定施設入居者生活介護の提供に必要がある 場合に、 当該事業者の費用負担によ り 、 その利用者

に対し てその他の居宅サービ ス を 利用さ せる こ と は差し 支えない。  

 

 
 

Ｑ  

 特定施設入居者生活介護を 受けている 利用者は、 居宅療養管理指導費を 除き 、 他の居宅

サービ ス 費を 算定する こ と ができ ま せんが、 利用者が外部の居宅サービ ス を 利用し た場

合、 その費用負担はど のよ う にすればよ いでし ょ う か。  

Ａ  

特定施設入居者生活介護の利用者が、 特定施設入居者生活介護の提供に必要な場合に、

当該事業者の費用負担（ 居宅療養管理指導費を 除く ） によ り 、 その利用者に対し てその他

の居宅サービ ス を 利用さ せる こ と は可能です。  

 こ の場合の費用負担額は、 特定施設入居者生活介護事業者と 当該居宅サービ ス 事業者と

の契約によ り 定める こ と になり ま す。  
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１  身体的拘束について （ 参考： 厚生労働省「 身体拘束ゼロ への手引き 」 よ り ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ １ ）  身体的拘束の弊害 

身体的拘束等は、 人権擁護の観点から 問題があ る だけでなく 、 高齢者のＱ Ｏ Ｌ （ 生活の質） を 根本から 損

なう 危険性を 有し ており 、  

① 身体的弊害（ 関節の拘縮、 筋力低下、 食欲の低下等）  

② 精神的弊害（ 人間の尊厳の侵害、 認知症の進行、 家族の罪悪感、 職員の士気の低下等）  

③ 社会的弊害（ 介護保険施設等に対する 社会的な不信・ 偏見、 医療の増加によ る 経済的損失等）  

を 招く おそれがある 。  

 

（ ２ ）  身体的拘束が省令基準によ り 禁止さ れている 施設 

① 介護老人福祉施設 

② 介護老人保健施設 

③ 介護医療院 

 ④ 介護療養型医療施設  

⑤ 短期入所生活介護事業所  

⑥ 短期入所療養介護事業所  

⑦ 特定施設入居者生活介護事業所 

（ 有料老人ホーム（ 有料老人ホームに該当する サービ ス 付き 高齢者向け住宅を 含む。 ） 、 軽費老人ホーム、  

養護老人ホームのう ち指定を受けた施設）  

⑧ 認知症対応型共同生活介護 

 

（ ３ ）  身体的拘束の対象と なる 具体的な行為 

① 徘徊し ないよ う に、 車いすやいす、 ベッ ド に体幹や四肢を ひも 等で縛る 。  

② 転落し ないよ う に、 ベッ ド に体幹や四肢を ひも 等で縛る 。  

③ 自分で降り ら れないよ う に、 ベッ ド を 柵（ サイ ド レ ール） で囲む。  

④ 点滴・ 経管栄養等のチュ ーブを 抜かないよ う に、 四肢を ひも 等で縛る 。  

Ⅵ 身体的拘束廃止に向けた取組みについて 

身体的拘束廃止に向けた５ つの方針 

 

① ト ッ プが決意し 、 施設や病院が組織全体で一丸と な っ て 取り 組

む。  

② みんなで議論し 、 共通の意識をも つ。  

③ 身体的拘束を必要と し ない状態の実現をめざす。  

④ 事故の起き ない環境を整備し 、 柔軟な応援態勢を確保する 。  

⑤ 身体的拘束をする ケース は極めて限定的に考え、  

常に代替的な方法を考える 。  
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⑤ 点滴・ 経管栄養等のチュ ーブを 抜かないよ う に、 又は皮膚を かき むし ら ないよ う に、 手指の機能を 制

限する ミ ト ン型の手袋等を つける 。  

⑥ 車いすやいすから ずり 落ちたり 、 立ち上がっ たり し な いよ う に、 Y宇型抑制帯や腰ベルト 、 車いすテ

ーブルを つける 。  

⑦ 立ち上がる 能力のある 人の立ち上がり を 妨げる よ う ないすを 使用する 。  

⑧ 脱衣やおむつはずし を 制限する ために、 介護衣（ つなぎ服） を 着せる 。  

⑨ 他人への迷惑行為を 防ぐ ために、 ベッ ド など に体幹や四肢を ひも 等で縛る 。  

⑩ 行動を 落ち着かせる ために、 向精紳薬を 過剰に服用さ せる 。  

⑪ 自分の意思で開ける こ と のでき ない居室等に隔離する 。  

 

（ ４ ）  身体的拘束をせずに行う ケア（ 三つの原則）  

① 身体的拘束等を 誘発する 原因を 探り 、 除去する 。  

② ５ つの基本的ケアを 徹底する 。 （ 起き る 、 食べる 、 排せつする 、 清潔にする 、 活動する ）  

③ 身体的拘束廃止を き っ かけに「 よ り よ いケア」 の実現を 推進する 。  

 

（ ５ ）  緊急やむを得ない場合の対応 

① ３ つの要件を すべて 満たすこ と が必要 

【 切迫性】  利用者本人又は他の利用者の生命、 身体が危険にさ ら さ れる 可能性が著し く 高いこ と 。  

【 非代替性】 身体的拘束等その他の行動制限を 行う 以外に代替する 介護方法がないこ と 。  

【 一時性】  身体的拘束等その他の行動制限が一時的なも のである こ と 。  

 

② 慎重な手続に沿っ て行う こ と 。  

・  担当のス タ ッ フ 個人など 限ら れた関係者では行わず、 施設全体と し ての組織的判断を 行う 。  

・  利用者本人や家族に対し て、 身体的拘束等の内容、 目的、 理由、 拘束の時間、 時間帯、 期間等を でき

る 限り 詳細に説明し 、 十分な理解を 得る よ う 努める 。  

・  「 緊急やむを 得ない場合」 に該当する かど う かを 常に観察、 再検討し 、 要件に該当し なく なっ た場合

は直ちに解除する 。  

 

③ 身体的拘束等に関する 記録を する こ と 。  

身体的拘束等の態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況、 緊急やむを 得なかっ た理由を 記録する 。

（ 平成1 5 年４ 月１ 日の省令基準の改正で、 制度上も 規定さ れた）  
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１  個人情報保護法について 
 
 平成17１ ７ 年４ 月から 、 個人情報保護法が施行さ れ、 介護保険事業者も 個人情報保護法

に沿って事業運営をし ていかなければなり ま せん。  

 具体的な取扱いのガイ ド ラ イ ンは、 厚生労働省が出し ていま す。  

 

 

 

 

 

ポイ ント  具体的な内容等 

① 利用目的の特定 ・ 個人情報を取り 扱う にあたり 、 利用目的を特定する 。  

・ 特定さ れた利用目的の達成に必要な範囲を超えてはいけな

い。  

② 適正な取得、 利用目的の通知 ・ 偽り その他の不正の手段によ り 個人情報を取得し てはなら

ない。  

・ あら かじ め利用目的を公表し ておく か、 個人情報取得後、

速やかに利用目的を本人に通知又は公表する 。  

 →公表方法（ 例： 事業所内の掲示、 イ ンタ ーネッ ト 掲載）  

  通知方法（ 例： 契約の際に文書に交付する など ）  

③ 正確性の確保 ・ 個人データ を生活かつ最新の内容に保つ。  

④ 安全管理・ 従業員等の監督 ・ 個人データ の漏えい等の防止のための安全管理措置 

 →個人情報保護に関する 規程の整備、 情報シス テム の安全管理

に関する 規程の整備、 事故発生時の報告連絡体制の整備、 入

退館管理の実施、 機器の固定、 個人データ へのアク セス 管理 

・ 従業者に対する 適切な監督 

・ 個人データ 取扱を委託する 場合は、 委託先に対する 監督 

⑤ 第三者への提供の制限 ・ あら かじ め本人の同意を得ないで、 他の事業者など 第三者

に個別データ を提供し てはなら ない。  

⑥ 本人から の請求への対応 ・ 本人から 保有個人データ の開示を求めら れたと き には、 当

該データ を開示し なく てはなら ない。  

・ 本人から 保有個人データ の訂正等求めら れた場合に、 それ

ら の求めが適正である と 認めら れる と き には、 訂正等を行

わなく てはなら ない。  

⑦ 苦情の対応 ・ 苦情など の申出があった場合の適切かつ迅速な対応 

・ 苦情受付窓口の設置、 苦情対応体制の策定等の体制整備 

※ 上記の厚生労働省ガイ ド ラ イ ンに詳細が記載さ れていま すので、 ご確認く ださ い。  

※ 「 厚生労働省分野における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ド ラ イ ン等」  

  ⇒厚生労働省のホームページ 

    ht t ps: //www. mhl w. go. j p/st f /sei sakuni t sui t e/bunya/0000027272. ht ml  

Ⅶ その他 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html
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２  介護職員等によ る 喀痰吸引等について 
 
( 1) 制度の概要 

「 社会福祉士及び介護福祉士法」 （ 昭和62年法律第30号） の一部改正によ り 、
介護福祉士( ※1 )及び一定の研修を受けた介護職員等においては、 医療や看護と の
連携によ る 安全確保が図ら れている こ と 等、 一定の要件の下で診療の補助と し
て喀痰吸引等の行為を行う こ と が可能と なり まし た。  

 

【 社会福祉士及び介護福祉士法 第２ 条、 第４ ８ 条の２ 】  

  ・ 「 介護福祉士」 と は、 第42条第1項の登録を受け、 介護福祉士の名称を用いて、 専門

的知識及び技術をも って、 身体上又は精神上の障害があるこ と によ り 日常生活を営

むのに支障がある 者につき 、 心身の状況に応じ た介護( 喀痰吸引その他のその者が日

常生活を営むのに必要な行為であって、 医師の指示の下に行われるも のを含む。 )  

を行い、 並びにその者及びその介護者に対し て介護に関する指導を行う こ と を業と

する 者をいう 。  

   ・ 介護福祉士は、 保健師助産師看護師法（ 昭和 23 年法律第 203 号） 第 31 条第 1 項

及び第 32 条の規定にかかわら ず、 診療の補助と し て喀痰吸引等を行う こ と を業務

と する こ と ができ る 。  

 

【 社会福祉士及び介護福祉士法 附則第３ 条】  

・ 介護業務に従事する 者（ 介護福祉士を 除く 。 ） のう ち、 厚生労働省令で定める と

こ ろによ り 、 都道府県知事が交付する 認定特定行為業務従事者認定証の交付を 受

けている 者は、 当分の間、 保健師助産師看護師法第 31 条第 1 項及び第 32 条の規定

にかかわら ず、 診療の補助と し て、 医師の指示の下に、 特定行為( 喀痰吸引等のう

ち当該認定特定業務従事者が修了し た喀痰吸引等研修の課程に応じ て厚生労働省

令で定める 行為をいう 。 )  を行う こ と を業と する こ と ができ る 。  

・ 認定特定行為業務従事者は、 特定行為業務を 行う に当たっ ては、 医師、 看護師そ

の他の医療関係者と の連携を保たなければなら ない。  

 

  

( 2) 実施可能な具体的な行為  【 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則 第１ 条、 附則第４ 条】   

   ○介護福祉士( ※1 )  

  たんの吸引（ 口腔内、 鼻腔内、 気管カニュ ーレ内部）  

    経管栄養  （ 胃ろう 、 腸ろう 、 経鼻経管栄養）  

    ○認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けている 者 

     都道府県知事よ り 交付さ れた認定証に記載さ れた喀痰吸引等 
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( 3) 実施要件  【 社会福祉士及び介護福祉士法 第４ ８ 条の３ 、 附則第２ ０ 条】  

   ・ 自ら の事業又はその一環と し て、 喀痰吸引等の業務を行おう と する 者は、 その事

業所ごと に、 所在地を管轄する 都道府県知事の登録を受け、 登録喀痰吸引等事業者

と なら なければなり ま せん。  

 

( 4) 登録基準（ 医療関係者と の連携に関する 事項）  

 【 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則 第２ ６ 条の３ 第１ 項、 附則第１ ６ 条】  

   ・ 介護福祉士によ る 喀痰吸引等の実施について、 医師の文書によ る 指示を受けてい

る こ と 。  

・ 喀痰吸引等を必要と する 者（ 以下「 対象者」 と いう 。 ） の状態について、 医師又

は看護職員（ 保健師、 助産師、 看護師又は准看護師をいう 。 ） によ る 確認を定期的

に行い、 当該対象者に係る 心身の状況に関する 情報を介護福祉士と 共有する こ と

で、 医師又は看護職員及び介護福祉士の間における 連携を確保する と と も に、 当該

医師又は看護職員と 当該介護福祉士と の適切な役割分担を図る こ と 。  

    ・ 対象者の希望、 医師の指示及び心身の状況を踏ま えて、 医師又は看護職員と の連

携の下に、 喀痰吸引等の実施内容その他の事項を記載し た計画書を作成する こ と 。  

   ・ 喀痰吸引等の実施状況に関する 報告書を作成し 、 医師に提出する こ と 。  

   ・ 対象者の状態の急変等に備え、 速やかに医師又は看護職員への連絡を行える よ

う 、 緊急時の連絡方法をあら かじ め定めておく こ と 。  

    ・ 上記に掲げた事項その他必要な事項を記載し た喀痰吸引等業務に関する 書類（ 業

務方法書） を作成する こ と 。  

 

( 5) 登録基準（ その他の安全保護措置等に関する 事項）  

 【 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則 第２ ６ 条の３ 第２ 項、 第２ ６ 条の３ 第３ 項、 附則第１ ６ 条】  

   ・ 介護福祉士( ※1 )に行わせよ う と する 喀痰吸引等については、 当該介護福祉士が実

地研修を修了し ている 場合にのみ、 その介護福祉士にこ れを行わせる こ と 。  

   ・ 介護福祉士に行わせよ う と する 喀痰吸引等について、 当該介護福祉士が実地研修

を修了し ていない場合には、 その介護福祉士に対し て次に掲げる 要件を満たす実地

研修を行う こ と 。  

    ①喀痰吸引等について、 それぞれ当該行為を所定回数( ※2)以上実施する も のであ

り 、 かつ、 介護福祉士が習得すべき 知識及び技能について、 医師、 保健師、 助

産師又は看護師が当該行為に関し 適切にその習得の程度を審査する 。  

    ②実地研修において習得すべき 知識及び技能を修得し たと 認めら れる 介護福祉士

に対し て、 実地研修修了証を交付する 。  

    ③実地研修修了証を交付し た場合には、 当該実地研修修了証の交付を受けた介護

福祉士の氏名、 生年月日、 住所及び交付年月日を記載し た帳簿を作成する と と

も に、 喀痰吸引等業務を廃止する ま で保管する 。  
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    ④実地研修修了証の交付状況について、 定期的に事業所の所在地を管轄する 都道

府県知事に報告する 。  

  ・ 医師又は看護職員を含む者で構成さ れる 安全委員会の設置、 喀痰吸引等を安全に

実施する ための研修体制の整備、 その他の対象者の安全を確保する ための必要な体

制を確保する こ と 。  

  ・ 喀痰吸引等の実施のために必要な備品等を備える こ と 。 ま た、 備品については衛

生的な管理に努める こ と 、 その他の感染症の発生を予防する ために必要な措置を講

ずる よ う に努める こ と 。  

  ・ 対象者の希望、 医師の指示及び心身の状況を踏まえて、 医師又は看護職員と の連

携の下に、 喀痰吸引等の実施内容その他の事項を記載し た計画書の内容を、 対象者

又はその家族等に説明し 、 その同意を得る こ と 。  

  ・ 喀痰吸引等業務に関し て知り えた情報を適切に管理し 、 及び秘密を保持する ため

に必要な措置を講じ る こ と 。  

  ・ 医療法第 1 条の 5 第 1 項に規定する 病院又は同条第 2 項に規定する 診療所におい

ては、 医師、 看護師その他の医療関係者によ る 喀痰吸引等の実施のための体制が充

実し ている ため、 介護福祉士が喀痰吸引等を行う 必要性が乏し いため、 登録喀痰吸

引等事業者と し ての登録基準に該当し ないこ と 。  

 ( ※1) 介護福祉士に係る 規定については、 平成 27 年 4 月 1 日以降適用さ れる

こ と と さ れていま す。  
( →「 ●平成 27 年度国家試験合格者以前の介護福祉士に係る 経過措置について」 ( P. 39) を参照)  

 

 ( ※2) 実地研修につき 、 必要と さ れる 回数は以下の表のと おり です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◎認定特定行為業務に係る 規定については、 ( 4) ～( 6) が準用さ れま す。  

こ の場合においては、 次のと おり 読み替えを行ってく ださ い。  

        「 喀痰吸引等」     →     「 特定行為」  

        「 介護福祉士」     →  「 認定特定行為業務従事者」  

      「 登録喀痰吸引等事業者」  →   「 登録特定行為事業者」  

 
 

 

行為 回数 
口腔内の喀痰吸引 １ ０ 回以上 
鼻腔内の喀痰吸引 ２ ０ 回以上 
気管カニュ ーレ内部の喀痰吸引 ２ ０ 回以上 
胃ろう 又は腸ろう によ る 経管栄養 ２ ０ 回以上 
経鼻経管栄養 ２ ０ 回以上 
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●介護職員等によ る 喀痰吸引等に係る 経過措置について 
 
( 1)  制度の概要 

「 介護サービス の基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する 法律（ 平

成２ ３ 年法律第７ ２ 号） 」 によ り 、 一定の要件の下で、 診療の補助と し て喀痰

吸引等の行為を行う こ と が引き 続き 認めら れる こ と になり まし た。  
  

【 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する 法律 附則第14条第1項、 第2項】  

  ・ 当該法律の施行の際、 現に介護の業務に従事する 者であって、 ( 2) に記載し た通知等によ

り 、 喀痰吸引等の特定行為を適切に行う ために必要な知識及び技能の修得を終えている者

( 法律の施行の際、 知識及び技能を修得中であり 、 その修得を法律の施行後に終えた者も

含む。 )  は、 厚生労働省令で定めると こ ろによ り 、 当該特定行為ごと に、 社会福祉士及び

介護福祉士法附則第 4 条第 2 項に規定する 喀痰吸引等研修の課程を修了し た者と 同等以上

の知識及び技能を有する旨の都道府県知事の認定を受けるこ と ができる 。  

 ・ 都道府県知事は上記の認定を受けた者に対し ては、 社会福祉士及び介護福祉士法附則第

4 条第 2 項の規定に係ら ず、 同条第 1 項の認定特定行為業務従事者認定証を交付するこ と

ができる 。  

( 2) 対象と なる 通知 

有料老人ホーム等の居住施設については、 下記通知のう ち「 不特定多数の

者」 を対象と し た通知が対象です。  

→ 有料老人ホームにおいては④～⑤の通知が対象です。  

① ALS患者の在宅療養の支援について（H150717 医政発第0717001号） 

② 在宅におけるALS以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いにつ

いて                    （H170324 医政発第0324006号） 

③ 特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて 
                            （H220401 医政発第 0401 第 17 号） 

④ 平成22年度介護職員によるたんの吸引等の試行事業（不特定多数の者対象） 

⑤ 平成23年度介護職員等によるたん吸引等の実施のための研修事業の実施に
ついて                             （不特定多数の者対象） 

                            （H231006 老健発第 1006 号第１号） 

⑥ 平成22年度介護職員によるたんの吸引等の試行事業（特定の者対象） 

⑦ 平成23年度介護職員等によるたん吸引等の実施のための研修事業（特定の

者対象）の実施について        （H231111 障発1111第2号） 

⑧ 盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて 
                            （H161020 医政発第 1020008 号） 
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●平成 27 年度国家試験合格者以前の介護福祉士に係る 経過措置について 
 

( 1) 平成 27 年 3 月 31 日ま での介護福祉士に係る 取扱い  

 「 介護サービス の基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する 法律（ 平成
２ ３ 年法律第７ ２ 号） 」 によ り 、 「 社会福祉士及び介護福祉士法」 ( 昭和 62 年
法律第 30 号） 第 2 条、 附則第３ 条については、 以下の通り 読み替える こ と と さ
れ、 介護福祉士は認定特定行為業務従事者と し て特定行為を行いま す。  

【 社会福祉士及び介護福祉士法 第２ 条（ 読み替え） 】  

  ・ 「 介護福祉士」 と は、 第42条第1項の登録を受け、 介護福祉士の名称を用いて、 専門

的知識及び技術をも って、 身体上又は精神上の障害があるこ と によ り 日常生活を営

むのに支障がある 者につき 、 心身の状況に応じ た介護を行い、 並びにその者及びそ

の介護者に対し て介護に関する指導を行う こ と を業と する者をいう 。  

 【 社会福祉士及び介護福祉士法 附則第３ 条第１ 項（ 読み替え） 】  

・ 介護業務に従事する 者のう ち、 厚生労働省令で定める と こ ろによ り 、 都道府県知

事が交付する 認定特定行為業務従事者認定証の交付を 受けている 者は、 当分の

間、 保健師助産師看護師法第 31 条第 1 項及び第 32 条の規定にかかわら ず、 診療の

補助と し て、 医師の指示の下に、 特定行為( 喀痰吸引等のう ち当該認定特定業務従

事者が修了し た喀痰吸引その他の身体上又は精神上の障害がある こ と によ り 日常生

活を営むのに支障がある者が日常生活を営むのに必要な行為であって、 医師の指示の

下に行われる も ののう ち、 当該認定特定業務従事者が修了し た喀痰吸引等研修の課

程に応じ て厚生労働省令で定める 行為をいう 。 )  を 行う こ と を 業と する こ と がで

き る 。  

 

 

介護福祉士が行う こ と ができ る 業務は、 都道府県知事の認定証の交付を も っ て

研修を修了し た喀痰吸引等になり ま す。  

 

( 2) 平成 27 年 4 月 1 日から の介護福祉士に係る 取扱い  

 「 介護サービ ス の基盤強化のための介護保険法等の一部を 改正する 法律（ 平

成２ ３ 年法律第７ ２ 号） 」 によ り 、 一定の要件を 満たす介護福祉士について

は、 平成 27 年 4 月 1 日から 平成 37 年 3 月 31 日までの間に厚生労働大臣に登録

申請を行う こ と で、 喀痰吸引等を業と し て行う こ と ができ る よ う になり ま す。  

 ○申請要件 【 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する 法律 附則第 13 条】  

  ・ 平成 27 年 4 月 1 日に介護福祉士の登録を受けている 者及び、 同日に介護福祉士と なる

資格を有する者であって同日以後に介護福祉士の登録を受けたも のである こ と 。  

  ・ 厚生労働大臣が指定する 研修の課程を修了し 、 特定登録証の交付を受けている こ と 。  
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１  短期利用特定施設入居者生活介護( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注３ 、 老企４ ０ ： 第２ - ４

( ３ ) )   

（ １ ） 算定要件 

別に厚生労働大臣が定める 施設基準に適合する も のと し 都道府県知事に届け出た指定

特定施設において、 指定特定施設入居者生活介護を 行っ た場合に、 所定単位数を 算定す

る 。 ただし 、 看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める 基準に該当する

場合は、 別に厚生労働大臣が定める と こ ろによ り 算定する 。  

 

〇厚生労働大臣が定める 施設基準（ 施設基準第22号）  

 

〇厚生労働大臣が定める 利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所

Ⅷ 加算等について 

イ  指定特定施設入居者生活介護の事業者が、 指定居宅サービ ス 、 指定地域密

着型サービ ス 、 指定居宅介護支援、 指定介護予防サービ ス 、 指定地域密着型

介護予防サービ ス 若し く は指定介護予防支援の事業又は介護保険施設若し く

は指定介護療養型医療施設の運営について、 ３ 年以上の経験を有する こ と 。   

ロ  当該指定特定施設の入居定員の範囲内で、 空いている 居室等（ 定員が１ 人

である も のに限る 。 ） を 利用する も のである こ と 。 ただし 、 短期利用特定施

設入居者生活介護の提供を 受ける 入居者（ 利用者） の数は、 １ 又は当該特定

施設の入居定員の100分の10以下である こ と 。  

ハ 利用の開始に当たって、 あら かじ め30日以内の利用期間を定める こ と 。   

ニ 家賃、 敷金、 介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価と し て受

領する 費用を除き 、 権利金その他の金品を受領し ないこ と 。   

ホ  介護保険法等に基づく 勧告、 命令、 指示を 受けたこ と がある 場合にあっ て

は、 当該勧告等を 受けた日から 起算し て５ 年以上の期間が経過し ている こ

と 。  

五 厚生労働大臣が定める 看護職員等の員数の基準及び特定施設入居者生活介護

費の算定方法 

イ  指定特定施設の看護職員又は介護職員の員数が次の表の上欄に掲げる 員数

の基準に該当する 場合における 特定施設入居者生活介護費( 外部サービ ス 利

用型特定施設入居者生活介護費を 除く 。 ) については、 同表の下欄に掲げる

と こ ろによ り 算定する 。  

厚生労働大臣が定める 看護職

員又は介護職員の員数の基準 

指定居宅サービ ス 基準第175条に定め

る 員数を置いていないこ と 。  

厚生労働大臣が定める 特定施

設入居者生活介護費の算定方

法 

指定居宅サービ ス 介護給付費単位数

表の所定単位数に100分の70を乗じ て

得た単位数を 用いて、 指定居宅サー

ビ ス に要する 費用の額の算定に関す

る 基準の例によ り 算定する 。  

ロ  外部サービス 利用型特定施設従業者の員数が次の表の上欄に掲げる 員数の

基準に該当する 場合における 特定施設入居者生活介護費( 外部サービ ス 利用
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介護費等の算定方法（ 平12年厚生省告示第27号） ）  

 

（ ２ ） 留意事項（ 老企40第２ の４ ( ５ ) ）  

短期利用特定施設入居者生活介護については、 施設基準第22号に規定する 基準を 満た

す特定施設において算定でき る も のである 。  

同号イ の要件は、 施設に求めら れる 要件である ので、 新たに特定施設を 開設する 場合

に、 他の特定施設において３ 年以上の経験を 有する 者が配置さ れていたと し ても 、 当該

施設と し て３ 年以上の期間が経過し なければ、 短期利用特定施設入居者生活介護費を 算

定する こ と はでき ないも のである 。  

特定施設の入居定員に占める 入居者の割合については、 届出日の属する 月の前３ 月の

それぞれの末日時点の割合の平均について算出する こ と 。 ま た、 届出を 行っ た月以降に

おいても 、 毎月において直近三月間の入居者の割合がそれぞれ100分の80以上である こ と

が必要である 。 当該割合については、 毎月記録する も のと し 、 100分の80を下回った場合

については、 直ちに訪問通所サービ ス 通知第一の5の届出を提出し なければなら ない。  

権利金その他の金品の受領禁止の規定に関し ては、 短期利用特定施設入居者生活介護

を 受ける 入居者のみなら ず、 当該特定施設の入居者に対し ても 、 適用さ れる も のである 。  

 

※個別機能訓練加算、 医療機関連携加算及び看取り 介護加算は算定でき ま せん。  

※外部サービ ス 利用型特定施設入居者生活介護費を 算定し ている 場合には適用さ れま せ

ん。  

※上記「 厚生労働大臣が定める 施設基準」 ハの要件を 満たさ ない場合は報酬算定を する

こ と はでき ま せん。 暦月を ま たいで短期利用を 行う 場合はこ のこ と に留意する 必要が

あり ま す。  

 

（ ３ ） 照会回答 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成２ ４ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） 抜粋 

（ 平成24年3月16日 介護保険最新情報Vol . ２ ６ ７ ）  

問104 特定施設入居者生活介護の短期利用については、 空いている 居室等を 利用し

なければなら ないが、 入院中の入居者の同意があれば、 入院中の入居者の居室を 短

期利用に活用する こ と は可能か。  

（ 答） 入院中の入居者のために居室を確保し ている よ う な場合であっても ､入院中の入居

者の同意があれば、 家具等を 別の場所に保管する など 、 当該入居者のプラ イ バシー

等に配慮を行った上で､その居室を短期利用で利用する こ と は差し 支えない。 こ の場

合、 １ つの居室において、 入院中の入居者と 短期利用特定施設入居者生活介護の利

型特定施設入居者生活介護費の外部サービ ス 利用型特定施設入居者生活介

護基本サービ ス 費に限る 。 ) については、 同表の下欄に掲げる と こ ろによ り

算定する 。  

厚生労働大臣が定める 外

部サービ ス 利用型特定施

設従業者の員数の基準 

指定居宅サービ ス 基準第192条の４ に定め

る 員数を置いていないこ と 。  

厚生労働大臣が定める 特

定施設入居者生活介護費

の算定方法 

 

指定居宅サービ ス 介護給付費単位数表の

所定単位数に100分の70を乗じ て得た単位

数を 用いて、 指定居宅サービ ス に要する

費用の額の算定に関する 基準の例によ り

算定する 。  
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用者の双方から 家賃相当額を 徴収する こ と は適切ではないため、 入院中の入居者か

ら 家賃相当額を 徴収する のではなく 、 短期利用特定施設入居者生活介護の利用者か

ら 家賃相当額を徴収する 旨、 料金表等に明記し ておく 必要がある 。  

 

問108 利用者に対し 連続し て３ ０ 日を 超えて短期利用特定施設入居者生活介護を 行

っ た場合において、 ３ ０ 日を超える 日以降に行った短期利用特定施設入居者生活介

護については、 短期利用特定施設入居者生活介護費は算定でき ないが、 その連続す

る 期間内に短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護の利用実績がある 場合はど

のよ う に取り 扱う のか。  

（ 答） 期間内に短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護の利用実績がある 場合は、

その期間を含める 取り 扱いと なる 。  

 

 

２  身体拘束廃止未実施減算( 厚告９ ５ ： ４ ２ の２ 、 省令37： 第183条第５ 項及び第６ 項、 老

企40： 第２ -４ ( ４ ) 、 老企２ ５ ： 第３ -10-３ （ ５ ） )  

（ １ ） 減算と なる 場合 

厚生労働大臣が定める 基準を 満たさ ない場合は、 身体拘束廃止未実施減算と し て、 所

定単位数から 減算する 。  

 

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示42の２ 号）  

 

〇指定居宅サービ ス 等基準（ 抜粋）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 身体拘束廃止未実施減算について（ 老企40第２ の４ ( 4) ）  

施設において身体拘束等が行われていた場合ではなく 、 指定居宅サービ ス 等基準第183

条第５ 項の記録（ 同条第４ 項に規定する 身体拘束等を 行う 場合の記録） を 行っ ていない

場合及び同条第６ 項に規定する 措置を講じ ていない場合に、 入居者全員について所定単

指定居宅サービ ス 等基準第183条第５ 項及び第６ 項に規定する 基準に適合し て

いる こ と 。  

第 183 条 

４  指定特定施設入居者生活介護事業者は、 指定特定施設入居者生活介護の提

供に当たっては、 当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する た

め緊急やむを得ない場合を除き 、 身体的拘束等を行ってはなら ない。  

５  指定特定施設入居者生活介護事業者は、 前項の身体的拘束等を行う 場合に

は、 その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録し なければなら ない。  

６  指定特定施設入居者生活介護事業者は、 身体的拘束等の適正化を図る た

め、 次に掲げる 措置を講じ なければなら ない。  

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する 委員会（ テレ ビ 電話装置

等を活用し て行う こ と ができ る も のと する 。 ） を３ 月に１ 回以上開催する

と と も に、 その結果について、 介護職員その他の従業者に周知徹底を図る

こ と 。  

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する こ と 。  

三 介護職員その他の従業者に対し 、 身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施する こ と 。  
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位数から 減算する こ と と なる 。 具体的には、 記録を 行っ ていない、 身体的拘束の適正化

のための対策を 検討する 委員会を ３ 月に１ 回以上開催し ていない、 身体的拘束適正化の

ための指針を 整備し ていない又は身体的拘束適正化のための定期的な研修を 実施し てい

ない事実が生じ た場合、 速やかに改善計画を 神奈川県知事に提出し た後、 事実が生じ た

月から ３ 月後に改善計画に基づく 改善状況を 神奈川県知事に報告する こ と と し 、 事実が

生じ た月の翌月から 改善が認めら れた月ま での間について、 入居者全員について所定単

位数から 減算する こ と と する 。  

  

（ ３ ） 身体拘束廃止未実施減算の留意点等（ 老企25第三 十３ ( 5) )  

① 居宅基準第183条第４ 項及び第５ 項は、 当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体

を 保護する ため緊急やむを 得ない場合を 除き 、 身体的拘束等を 行う 場合にあっても 、

その態様及び時間、 その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを 得ない理由を 記録

し なければなら ないこ と と し たも のである 。  

② 「 身体的拘束等の適正化のための対策を 検討する 委員会」 （ 以下「 身体的拘束適正

化検討委員会」 と いう 。 ） と は、 身体的拘束等の適正化のための対策を 検討する 委員

会であり 、 幅広い職種（ 例えば、 施設長（ 管理者） 、 看護職員、 介護職員、 生活相談

員） によ り 構成する 。 構成メ ン バーの責務及び役割分担を 明確にする と と も に、 専任

の身体的拘束等の適正化対応策を担当する 者を決めておく こ と が必要である 。  

  なお、 身体的拘束適正化検討委員会は、 関係する 職種、 取り 扱う 事項等が相互に関

係が深いと 認めら れる 他の会議体を 設置し ている 場合、 こ れと 一体的に設置・ 運営す

る こ と と し て差し 支えない。 身体的拘束適正化委員会の責任者はケア全般の責任者で

ある こ と が望ま し い。 ま た、 身体的拘束適正化検討委員会には、 第三者や専門家を 活

用する こ と が望ま し く 、 その方策と し て、 精神科専門医等の専門医の活用等が考えら

れる 。  

  ま た、 身体的拘束適正化検討委員会は、 テレ ビ 電話装置等を 活用し て行う こ と がで

き る も のと する 。 こ の際、 個人情報保護委員会・ 厚生労働省「 医療・ 介護関係事業者

における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダン ス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス

テムの安全管理に関する ガイ ド ラ イ ン」 等を遵守する こ と 。  

指定特定施設が、 報告、 改善のための方策を 定め、 周知徹底する 目的は、 身体的拘

束等の適正化について、 施設全体で情報共有し 、 今後の再発防止につなげる ためのも

のであり 、 決し て従業員の懲罰を 目的と し たも のではないこ と に留意する こ と が必要

である 。 具体的には、 次のよ う なこ と を想定し ている 。  

イ  身体的拘束等について報告する ための様式を整備する こ と 。  

ロ  介護職員その他の従業者は、 身体的拘束等の発生ご と にその状況、 背景等を 記録

する と と も に、 イ の様式に従い、 身体的拘束等について報告する こ と 。  

ハ 身体的拘束適正化検討委員会において、 ロ によ り 報告さ れた事例を 集計し 、 分析

する こ と 。  

ニ 事例の分析に当たっ ては、 身体的拘束等の発生時の状況等を 分析し 、 身体的拘束

等の発生原因、 結果等を と り ま と め、 当該事例の適正性と 適正化策を 検討する こ    

と 。  

ホ 報告さ れた事例及び分析結果を従業者に周知徹底する こ と 。  

へ 適正化策を講じ た後に、 その効果について評価する こ と 。  

③ 指定特定施設が整備する 「 身体的拘束等の適正化のための指針」 には、 次のよ う な

項目を盛り 込むこ と と する 。  

イ  施設における 身体的拘束等の適正化に関する 基本的考え方 

ロ  身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する 事項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する 基本方針 

二 施設内で発生し た身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する 基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する 基本方針 

へ 入居者等に対する 当該指針の閲覧に関する 基本方針 
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ト  その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

④ 介護職員その他の従業者に対する 身体的拘束等の適正化のための研修の内容と し て

は、 身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を 普及・ 啓発する と と も に、

当該指定特定施設における 指針に基づき 、 適正化の徹底を行う も のと する 。  

職員教育を 組織的に徹底さ せていく ためには、 当該指定特定施設が指針に基づいた

研修プロ グラ ム を 作成し 、 定期的な教育（ 年２ 回以上） を 開催する と と も に、 新規採

用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施する こ と が重要である 。  

ま た、 研修の実施内容についても 記録する こ と が必要である 。 研修の実施は、 職員

研修施設内での研修で差し 支えない。  

 

（ ４ ） 照会回答 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成３ ０ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） 抜粋 

 （ 平成30年3月22日 介護保険最新情報Vol . ６ ２ ９ ）  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成１ ８ 年度介護老人福祉施設及び地域密着型サービ ス に関する Ｑ ＆Ａ  

（ 介護制度改革I NFORMAI TI ON Vol . １ ２ ７  抜粋）  

問10 身体拘束廃止未実施減算については、 「 身体拘束の記録を行っていない事実が

生じ た場合、 速やかに改善計画を市町村長に提出し た後、 事実が生じ た月から ３ か

月後に改善計画に基づく 改善状況を市町村長に報告する こ と と し 、 事実が生じ た月

の翌月から 改善が認めら れた月ま での間について減算する 」 こ と と さ れている が、

施設監査に行った際に身体拘束に係る 記録を行っていないこ と を発見し た場合、 い

つから いつま でが減算と なる のか｡ま た、 平成１ ８ 年４ 月前の身体拘束について記

録を行っていなかった場合は､減算の対象と なる のか。  

・ 身体拘束の記録を行っていなかった日 ： 平成１ ８ 年４ 月２ 日 

・ 記録を行っていなかったこ と を発見し た日： 平成１ ８ 年７ 月１ 日 

・ 改善計画を市町村長に提出し た日 ： 平成１ ８ 年７ 月５ 日 

（ 答） 身体拘束廃止未実施減算については､身体拘束の記録を行っていない事実が生じ た   

場合､速やかに改善計画を市町村長に提出し ､こ れに基づく 改善状況を３ か月後に報

告する こ と になっている が､こ れは、 事実が生じ た月に改善計画を速やかに提出さ

せ､改善計画提出後最低３ か月間は減算する と いう こ と である 。  

し たがって、 お尋ねのケース の場合、 改善計画が提出さ れた平成１ ８ 年７ 月を基

準と し ､減算はその翌月の同年８ 月から 開始し ､最短でも その３ か月後の１ ０ 月ま で

と なる 。  

なお、 身体拘束廃止未実施減算は､平成１ ８ 年４ 月から 新たに設けたも のである こ

と から 、 同月以降に行った身体拘束について記録を行っていなかった場合に減算対

象と なる 。  

    

 

 

 

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問88 身体拘束廃止未実施減算については、 「 身体拘束の記録を行っていない事実が

生じ た場合、 速やかに改善計画を市町村長に提出し た後、 事実が生じ た月から ３ か

月後に改善計画に基づく 改善状況を市町村長に報告する こ と と し 、 事実が生じ た月

※こ のＱ ＆Ａ は地域密着型サービス の質問のため、 改善計画の提出先は「 市町

村長」 になっていま すが、 指定特定施設入居者生活介護事業所の場合の提出

先は「 都道府県知事」 です。  
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の翌月から 改善が認めら れた月ま での間について減算する 」 こ と と さ れている が、

施設から 改善計画が提出さ れない限り 、 減算の措置を行う こ と はでき ないのか。  

（ 答） 改善計画の提出の有無に関わら ず、 事実が生じ た月の翌月から 減算の措置を行っ

て差し 支えない。 当該減算は、 施設から 改善計画が提出さ れ、 事実が生じ た月から

３ か月以降に当該計画に基づく 改善が認めら れた月ま で継続する 。  

 

 

３  入居継続支援加算( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注５ 、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( ５ ) )  

（ １ ） 入居継続支援加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について 、 別に 厚生労働大臣が 定める 基準に適合し

て い る も の と し て 都道府県知事に 届け 出た 指定特定施設におい て 、 利用者に対し

て 、 指定特定施設入居者生活介護を 行っ た 場合は、 当該基準に 掲げる 区分に従い、

加算する 。 た だし 、 サ ービ ス 提供体制強化加算を 算定し て い る 場合におい て は、

次に掲げる そ の他の加算は算定し な い。  

ア  入居継続支援加算（ Ⅰ）  

イ  入居継続支援加算（ Ⅱ）  

 

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示42の３ 号）  

  イ  入居継続支援加算Ⅰ 次のいずれにも 適合する こ と  

( 1)  社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１ 条各号に 掲げる 行為を 必

要と する 者の占める 割合が利用者の100分の15以上であ る こ と 。  

( 2)  介護福祉士の 数が 、 常勤換算方法で 、 入居者の 数が ６ 又はそ の 端数

を 増すご と に １ 以上で あ る こ と 。 た だ し 、 次の い ずれに も 適合する 場

合は、 介護福祉士の数が ７ 又は そ の 端数を 増すご と に １ 以上で あ る こ

と 。  

ａ  業務の効率化及び質の向上又は職員の 負担の軽減に 資する 機器（ 以

下「 介護機器」 と いう 。 ） を 複数種類使用し て いる こ と 。  

ｂ  介護機器の使用に 当た り 、 介護職員、 看護職員、 介護支援専門員そ

の 他の職種の 者が共同し て 、 ア セ ス メ ン ト （ 入居者の 心身の 状況を 勘

案し 、 自立し た 日常生活を 営むこ と がで き る よ う に 支援する 上で 解決

すべき 課題を 把握する こ と を い う 。 ） 及び入居者の 身体の状況等の 評

価を 行い、 職員の配置の状況等の見直し を 行っ て いる こ と 。  

ｃ  介護機器を 活用する 際の 安全体制及びケ ア の質の 確保並びに 職員の

負担軽減に 関する 次に 掲げる 事項を 実施し 、 か つ、 介護機器を 安全か

つ有効に 活用する た め の 委員会を 設置し 、 介護職員、 看護職員、 介護

支援専門員そ の他の 職種の者と 共同し て 、 当該委員会におい て 必要な

検討等を 行い、 及び当該事項の実施を 定期的に確認する こ と 。  

ⅰ 入居者の安全及びケ ア の質の確保 

ⅱ 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

ⅲ 介護機器の定期的な 点検 

ⅳ 介護機器を 安全か つ有効に活用する た めの職員研修 

( 3)  人員基準欠如に該当し て いな いこ と 。  

ロ  入居継続支援加算Ⅱ（ 次のいずれにも 適合する こ と ）  

( 1)  社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１ 条各号に 掲げる 行為を 必

要と する 者の 占め る 割合が入居者の 100分の ５ 以上で あ る こ と 。 （ ％は

小数点以下を 切捨て ）  

( 2)  上記イ ( 2) 及び( 3) に該当する も ので あ る こ と 。  
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〇社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第１ 条各号に掲げる 行為を 必要と する 者 

第一条 

一 口腔内の喀かく   痰た ん  吸引 

二 鼻腔内の喀痰吸引 

三 気管カ ニ ュ ーレ 内部の喀痰吸引 

四 胃ろ う 又は腸ろ う によ る 経管栄養 

五 経鼻経管栄養 

 

（ ２ ） 入居継続支援加算について （ 老企40第２ の４ ( 5) ）  

① 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（ 昭和 62 年厚生省令第 49 号） 第１ 条各号に

掲げる 行為を必要と する 者の占める 割合については、 届出日の属する 月の前４ 月から

前々月ま での３ 月間のそれぞれの末日時点の割合の平均について算出する こ と 。 ま

た、 届出を行った月以降においても 、 毎月において前４ 月から 前々月ま での３ 月間の

こ れら の合がそれぞれ所定の割合以上である こ と が必要である 。 こ れら の割合につい

ては、 毎月記録する も のと し 、 所定の割合を下回った場合については、 直ちに訪問通

所サービス 通知第１ の５ （ 注１ ） の届出を提出し なければなら ない。  

② 当該加算の算定を行う ために必要と なる 介護福祉士の員数を算出する 際の利用者数

については、 第２ の１ ( ５ ) ②（ 注２ ） を準用する こ と 。 ま た、 介護福祉士の員数につ

いては、 届出日の属する 月の前３ 月間における 員数の平均を、 常勤換算方法を用いて

算出し た値が、 必要な人数を満たすも のでなければなら ない。 さ ら に、 届出を行った

月以降においても 、 毎月において直近３ 月間の介護福祉士の員数が必要な員数を満た

し ている こ と が必要であり 、 必要な人数を満たさ なく なった場合は、 直ちに訪問通所

サービ ス 通知１ の５ の届出を提出し なければなら ない。  

③ 当該加算を算定する 場合にあっては、 サービス 提供体制強化加算は算定でき ない。  

④ 必要と なる 介護福祉士の数が常勤換算方法で入居者の数が７ 又はその端数を増すご

と に１ 以上である 場合においては、 次の要件を満たすこ と 。  

イ  「 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する 機器を複数種類使用」

と は、 以下に掲げる 介護機器を使用する こ と であり 、 少なく と も ａ から ｃ ま でに掲

げる 介護機器は使用する こ と と する 。 その際、 ａ の機器は全ての居室に設置し 、 ｂ

の機器は全ての介護職員が使用する こ と 。  

ａ  見守り 機器 

ｂ  イ ンカム等の職員間の連絡調整の迅速化に資する Ｉ Ｃ Ｔ 機器 

ｃ  介護記録ソ フ ト ウ ェ アやス マート フォ ン等の介護記録の作成の効率化に資する

Ｉ Ｃ Ｔ 機器 

ｄ  移乗支援機器 

ｅ  その他業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する 機器 

介護機器の選定にあたっては、 事業所の現状の把握及び業務面において抱えてい

る 課題の洗い出し を行い、 業務内容を整理し 、 従業者それぞれの担う べき 業務内容

及び介護機器の活用方法を明確化し た上で、 洗い出し た課題の解決のために必要な

種類の介護機器を選定する こ と 。  

ロ  介護機器の使用によ り 業務効率化が図ら れた際、 その効率化さ れた時間は、 ケア

の質の向上及び職員の負担の軽減に資する 取組に充てる こ と 。  

 ケアの質の向上への取組については、 幅広い職種の者が共同し て、 見守り 機器や

バイ タ ルサイ ン等の情報を通じ て得ら れる 入居者の記録情報等を参考にし ながら 、
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適切なアセス メ ント や入居者の身体の状況等の評価等を行い、 必要に応じ 、 業務体

制を見直すこ と 。  

ハ 「 介護機器を安全かつ有効に活用する ための委員会」 （ 以下「 介護機器活用委員

会」 と いう 。 ） は３ 月に１ 回以上行う こ と 。 介護機器活用委員会は、 テレ ビ 電話装

置等を活用し て行う こ と ができ る も のと する 。 なお、 個人情報保護委員会・ 厚生労

働省「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダン

ス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス テムの安全管理に関する ガイ ド ラ イ ン」 等に対応

し ている こ と 。  

 ま た、 介護機器活用委員会には、 管理者だけでなく 実際にケアを行う 職員を含む

幅広い職種や役割の者が参画する も のと し 、 実際にケアを行う 職員の意見を尊重す

る よ う 努める こ と と する 。  

ニ 「 入居者の安全及びケアの質の確保」 に関する 事項を実施する こ と 。 具体的には

次の事項等の実施によ り 利用者の安全及びケアの質の確保を行う こ と と する 。  

ａ   介護機器から 得ら れる 睡眠状態やバイ タ ルサイ ン等の情報を入居者の状態把握

に活用する こ と 。  

ｂ  介護機器の使用に起因する 施設内で発生し たヒ ヤリ ・ ハッ ト 事例等の状況を把

握し 、 その原因を分析し て再発の防止策を検討する こ と 。  

ホ 「 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮」 に関する 事項を実施する こ と 。 具体

的には、 実際にケアを行う 介護福祉士を含めた介護職員に対し てアンケート やヒ ア

リ ング等を行い、 介護機器の導入後における 次の事項等を確認し 、 人員配置の検討

等が行われている こ と 。  

ａ  ス ト レ ス や体調不安等、 職員の心身の負担が増えていないかど う か 

ｂ  １ 日の勤務の中で、 職員の負担が過度に増えている 時間帯がないかどう か 

ｃ  休憩時間及び時間外勤務等の状況 

ヘ 日々の業務の中で予め時間を定めて介護機器の不具合がないこ と を確認する 等の

チェ ッ ク を行う 仕組みを設ける こ と 。 ま た、 介護機器のメ ーカーと 連携し 、 定期的

に点検を行う こ と 。  

ト  介護機器の使用方法の講習やヒ ヤリ ・ ハッ ト 事例等の周知、 その事例を通じ た再

発防止策の実習等を含む職員研修を定期的に行う こ と 。  

こ の場合の要件で入居継続支援加算を取得する 場合においては、 ３ 月以上の試行

期間を設ける こ と と する 。 入居者の安全及びケアの質の確保を前提にし つつ、 試行

期間中から 介護機器活用委員会を設置し 、 当該委員会において、 介護機器の使用後

の人員体制と その際の職員の負担のバラ ンス に配慮し ながら 、 介護機器の使用にあ

たり 必要な人員体制等を検討し 、 安全体制及びケアの質の確保、 職員の負担軽減が

図ら れている こ と を確認し た上で、 届出をする こ と 。 なお、 試行期間中において

は、 通常の入居継続支援加算の要件を満たすこ と と する 。  

 届出にあたり 、 都道府県等が当該委員会における 検討状況を確認でき る よ う 、 当

該委員会の議事概要を提出する こ と 。 ま た、 介護施設のテク ノ ロ ジー活用に関し

て、 厚生労働省が行う ケアの質や職員の負担への影響に関する 調査・ 検証等への協

力に努める こ と 。  

（ 注１ ） 訪問通所サービ ス 通知「 指定居宅サービ ス に要する 費用の額の算定に関する 基

準（ 訪問通所サービ ス 、 居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る 部分） 及び

指定居宅介護支援に要する 費用の額に算定に関する 基準の制定に伴う 実施上の
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留意事項について（ 平成12年３ 月１ 日付け老企第36号厚生省老人保健福祉局企

画課長通知）  

第１  届出手続の運用 

 ５  加算等が算定さ れなく なる 場合の届出の取扱い 

事業所の体制について加算等が算定さ れなく なる こ と が明ら かな場合は、

速やかにその旨を届け出さ せる こ と と する 。 なお、 こ の場合は、 加算等が

算定さ れなく なった事実が発生し た日から 加算等の算定を行わないも のと

する 。 ま た、 こ の場合において、 届出を行わず、 当該算定について請求を

行った場合は、 不正請求と なり 、 支払われた介護給付費は不当利得と なる

ので返還措置講ずる こ と になる こ と は当然である が、 悪質な場合には指定

の取消し をも って対処する こ と 。  

（ 注２ ） 第２ の１ ( 5) ② 

第２  居宅サービ ス 単位数表及び施設サービ ス 単位数表 

１  通則 

( 5)  人員基準欠如に該当する 場合等の所定単位数の算定について 

① 短期入所生活介護、 短期入所療養介護、 特定施設入居者生活介護、 介

護福祉施設サービ ス 、 介護保健施設サービ ス 、 介護療養施設サービ ス 及

び介護医療院サービ ス については、 当該事業所又は施設の看護師等の配

置数が、 人員基準上満たすべき 員数を下回っている いわゆる 人員基準欠

如に対し 、 介護給付費の減額を行う こ と と し 、 通所介護費等の算定方法

において、 人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明ら かにし てい

る と こ ろである が、 こ れは、 適正なサービ ス の提供を確保する ための規

定であり 、 人員基準欠如の未然防止を図る よ う 努める も のと する 。  

② 人員基準上満たすべき 看護師等の員数を算定する 際の利用者数等は、

当該年度の前年度( 毎年四月一日に始ま り 翌年三月三十一日を も っ て終

わる 年度と する 。 以下同じ 。 ) の平均を用いる ( ただし 、 新規開設又は再

開の場合は推定数によ る 。 ) 。 こ の場合、 利用者数等の平均は、 前年度

の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除し て得た数と する 。 こ の平

均利用者数等の算定に当たっては、 小数点第二位以下を切り 上げる も の

と する 。  

③ 看護・ 介護職員の人員基準欠如については、  

イ  人員基準上必要と さ れる 員数から 一割を超えて減少し た場合には、

その翌月から 人員基準欠如が解消さ れる に至った月ま で、 利用者等の

全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する 算定方

法に従って減算さ れ、  

ロ  一割の範囲内で減少し た場合には、 その翌々月から 人員基準欠如が

解消さ れる に至った月ま で、 利用者等の全員について所定単位数が通

所介護費等の算定方法に規定する 算定方法に従っ て減算さ れる ( ただ

し 、 翌月の末日において 人員基準を 満た すに至っ て いる 場合を 除

く 。 ) 。  

④ 看護・ 介護職員以外の人員基準欠如については、 その翌々月から 人員

基準欠如が解消さ れる に至った月ま で、 利用者等の全員について所定単

位数が通所介護費等の算定方法に規定する 算定方法に従って減算さ れる

( ただし 、 翌月の末日において人員基準を 満たすに至っ ている 場合を 除

く 。 ) 。  

⑤ 看護・ 介護職員については、 最も 低い所定単位数を算定する ために必

要な員数を満たさ ない場合にはじ めて人員基準欠如と なる も のであり 、

最も 低い所定単位数を 基にし て減算を 行う も のである こ と ( し たがっ て、
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例えば看護六： 一、 介護四： 一の職員配置に応じ た所定単位数を算定し

ていた指定介護療養型医療施設において、 看護六： 一、 介護四： 一を満

たさ なく なったが看護六： 一、 介護五： 一は満たすと いう 状態になった

場合は、 看護六： 一、 介護四： 一の所定単位数に一〇〇分の七〇を乗じ

て得た単位数ではなく 、 看護六： 一、 介護五： 一の所定単位数を算定す

る も のであり 、 看護六： 一、 介護六： 一を下回っ てはじ めて人員基準欠

如と なる も のである こ と ) 。 なお、 届け出ていた看護・ 介護職員の職員

配置を満たせなく なった場合には、 事業者又は施設は該当する こ と と な

った職員配置を速やかに都道府県知事に届け出なければなら ないこ と 。

ま た、 よ り 低い所定単位数の適用については、 ③の例によ る も のと する

こ と 。  

ただし 、 ユニッ ト 型短期入所療養介護事業所又はユニッ ト 型指定介護

療養型医療施設については、 看護六： 一、 介護四： 一を下回る 職員配置

は認めら れていないため、 看護六： 一、 介護五： 一、 看護六： 一、 介護

六： 一の職員配置に応じ た所定単位数を定めておら ず、 職員配置が看護

六： 一、 介護四： 一を満たさ ない場合は人員基準欠如と なる も のであり 、

看護六： 一、 介護四： 一の所定単位数に一〇〇分の七〇を乗じ て得た単

位数を算定する 。  

⑥ 都道府県知事は、 著し い人員基準欠如が継続する 場合には、 職員の増

員、 利用定員等の見直し 、 事業の休止等を指導する こ と 。 当該指導に従

わない場合には、 特別な事情がある 場合を除き 、 指定又は許可の取消し

を検討する も のと する 。  

 

〇 介 護 福 祉 士 の 員 数 を 算 出 す る 際 の 利 用 者 数 に つ い て ( 厚告老企４ ０ ： 第２ -１

( ５ ) ②)  

 人員基準上満たすべき 看護師等の員数を算定する 際の利用者数等は、 当該年度の前

年度（ 毎年４ 月１ 日に始ま り 翌年３ 月31日を も って終わる 年度と する 。 以下同じ 。 ）

の平均を用いる （ ただし 、 新規開設又は再開の場合は推定数によ る 。 ） 。 こ の場合、

利用者数等の平均は、 前年度の全利用者等の延数を 当該前年度の日数で除し て得た数

と する 。 こ の平均利用者数等の算定に当たっ ては、 小数点第２ 位以下を切り 上げる も

のと する 。  

 

（ ３ ） 照会回答 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問81 介護機器を使用し た業務効率化のイ メ ージ如何。  

（ 答）  例えば、 以下の取組が考えら れる 。  

－ 見守り 機器を 使用し て常時見守り が可能と なる こ と によ っ て、  ケアが必要な入

居者等への 直接処遇の時間を増やすこ と ができ る  。  

－ イ ンカムを使用し て職員間の連絡調整に要する 時間を効率化さ せる 。  

－ バイ タ ル情報等を介護記録シス テムに自動連携さ せる こ と によ って、 記録作成業

務に要する 時間を効率化さ せる 。  

－ 入居者等の移乗支援にあたり 、 移乗支援機器を使用する こ と によ って、 対応する

職員の人数を省人化さ せる 。  

ま た、  「 介護サービ ス 事業における 生産性向上に資する ガイ ド ラ イ ン（ パイ ロ ッ

ト 事業改訂版） 」 （ 厚生労働省老健局・ 令和２ 年３ 月発行）  において、 業務改善の

取組の考え方や手順等をま と めている ので参考と さ れたい。  

 

問82 入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算について、 介護機器を使用する 場
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合の介護福祉士の配置要件の中で、 「 介護職員全員」 がイ ンカム等を使用する こ と

と さ れている が、 介護福祉士の資格を有する 介護職員のみが対象と なる のか。  

（ 答） 介護福祉士の資格を有し ていない介護職員も 対象に含ま れる 。  

 

問85 入居継続支援加算の要件のう ち、 たんの吸引等を必要と する 入居者実績を計測

する 対象期間が変更と なっている が、 具体的にはど のよ う な範囲の実績を求める も

のと なる のか。  

（ 答） こ れま では、 届出日の属する 月の前３ ヶ 月と し ていたと こ ろ、 届出業務負担軽減

等の観点から 、 届出日の属する 前４ 月から 前々月ま での３ ヶ 月の実績と し 変更し て

いる ため、 以下の例示のと おり と なる 。  

なお、 変更があった場合の対象期間も 同様の取扱いと する 。  

＜例＞ 届出日が７ 月１ 日の場合 

・ 変更前： ４ ， ５ ， ６ 月の実績の平均 

・ 変更後： ３ ， ４ ， ５ 月の実績の平均 

 

 

４  生活機能向上連携加算( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注６ 、 厚告老企４ ０ ： 第２ -４ ( ６ ) )  

（ １ ） 生活機能向上連携加算の算定要件 

指定特定施設入居者生活介護費について 、 別に 厚生労働大臣が定め る 基準に適

合し て いる も のと し て 都道府県知事に届け 出た 指定特定施設に おい て 、 外部と の

連携によ り 利用者の身体状況の 評価を 行い 、 か つ、 個別機能訓練計画を 作成し た

場合に は、 当該基準に 掲げる 区分に 従い 、 ( 1) に つい て は、 利用者の 急性増悪等

に よ り 当該個別機能訓練計画を 見直し た 場合を 除き ３ 月に１ 回を 限度と し て 、 １

月に つき 、 ( 2) に つい て は １ 月に つき 、 次を 所定単位数に 加算する 。 た だ し 、 次

に 掲げる い ずれか の加算を 算定し て いる 場合におい て は、 次に 掲げる そ の 他の 加

算は算定し な い。 ま た 、 個別機能訓練加算を 算定し て い る 場合、 ( 1) は 算定せず、

( 2) は１ 月につき 所定単位数に加算する 。  

( 1) 生活機能向上連携加算（ Ⅰ）  

( 2) 生活機能向上連携加算（ Ⅱ）  

 

（ 大臣基準告示 第42の４ 号）  

イ  生活機能向上連携加算Ⅰ（ 次のいずれにも 適合する こ と ）  

( 1)  指定訪問リ ハビ リ テーショ ン 事業所、 指定通所リ ハビ リ テーショ ン 事業所

又はリ ハビ リ テーショ ン を 実施し ている 医療提供施設の理学療法士、 作業療

法士、 言語聴覚士又は医師（ 以下「 理学療法士等」 ） の助言に基づき 、 当該

指定特定施設の機能訓練指導員、 看護職員、 介護職員、 生活相談員その他の

職種の者（ 以下「 機能訓練指導員等」 と いう 。 ） が共同し て利用者の身体状

況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っている こ と 。  

( 2)  個別機能訓練計画に基づき 、 利用者の身体機能又は生活機能の向上を 目的

と する 機能訓練の項目を 準備し 、 機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に

応じ た機能訓練を適切に提供し ている こ と 。  

( 3)  ①の評価に基づき 、 個別機能訓練計画の進捗状況等を 三月ご と に一回以上

評価し 、 利用者又はその家族に対し 、 機能訓練の内容と 個別機能訓練計画の

進捗状況等を説明し 、 必要に応じ て訓練内容の見直し 等を行っている こ と 。  

ロ  生活機能向上連携加算Ⅱ（ 次のいずれにも 適合する こ と ）  

( 1)  指定訪問リ ハビ リ テーショ ン事業所、 指定通所リ ハビ リ テーショ ン事業所

又はリ ハビ リ テーショ ンを実施し ている 医療提供施設の理学療法士等が、 当
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（ ２ ） 生活機能向上連携加算について （ 老企第40号 第２ の４ ( 6) ）  

① 生活機能向上連携加算（ Ⅰ）  

イ  生活機能向上連携加算（ Ⅰ） は、 指定訪問リ ハビ リ テーショ ン 事業所、 指定通所

リ ハビ リ テーショ ン 事業所又はリ ハビ リ テーショ ン を 実施し ている 医療提供施設

（ 病院にあっては、 許可病床数が200 床未満のも の又は当該病院を中心と し た半径

４ キロ メ ート ル以内に診療所が存在し ないも のに限る 。 以下同じ 。 ） の理学療法士

等の助言に基づき 、 当該指定短期入所生活介護事業所（ 指定特定施設入居者生活介

護） の機能訓練指導員等が共同し てアセス メ ン ト 、 利用者の身体の状況等の評価及

び個別機能訓練計画の作成を 行っ ている こ と 。 その際、 理学療法士等は、 機能訓練

指導員等に対し 、 日常生活上の留意点、 介護の工夫等に関する 助言を行う こ と 。  

 こ の場合の「 リ ハビ リ テーショ ン を実施し ている 医療提供施設」 と は、 診療報酬

における 疾患別リ ハビ リ テーショ ン 料の届出を 行っ ている 病院若し く は診療所又は

介護老人保健施設、 介護療養型医療施設若し く は介護医療院である こ と 。  

ロ  個別機能訓練計画の作成に当たっ ては、 指定訪問リ ハビ リ テーショ ン事業所、 指

定通所リ ハビ リ テーショ ン 事業所又はリ ハビ リ テーショ ン を実施し ている 医療提供

施設の理学療法士等は、 当該利用者のＡ Ｄ Ｌ （ 寝返り 、 起き 上がり 、 移乗、 歩行、

着衣、 入浴、 排せつ等） 及びＩ Ａ Ｄ Ｌ （ 調理、 掃除、 買物、 金銭管理、 服薬状況等）

に関する 状況について、 指定訪問リ ハビ リ テーショ ン 事業所、 指定通所リ ハビ リ テ

ーショ ン 事業所又はリ ハビ リ テーショ ン を 実施し ている 医療提供施設の場において

把握し 、 又は、 指定短期入所生活介護事業所の機能訓練指導員等と 連携し てＩ Ｃ Ｔ

を 活用し た動画やテレ ビ 電話を 用いて把握し た上で、 当該指定短期入所生活介護事

業所の機能訓練指導員等に助言を 行う こ と 。 なお、 Ｉ Ｃ Ｔ を活用し た動画やテレ ビ

電話を 用いる 場合においては、 理学療法士等がＡ Ｄ Ｌ 及びＩ Ａ Ｄ Ｌ に関する 利用者

の状況について適切に把握する こ と ができ る よ う 、 理学療法士等と 機能訓練指導員

等で事前に方法等を調整する も のと する 。  

ハ 個別機能訓練計画には、 利用者ごと にその目標、 実施時間、 実施方法等の内容を

記載し なければなら ない。 目標については、 利用者又はその家族の意向及び当該利

用者を 担当する 介護支援専門員の意見も 踏ま え策定する こ と と し 、 当該利用者の意

欲の向上につながる よ う 、 段階的な目標を 設定する など 可能な限り 具体的かつ分か

り やすい目標と する こ と 。 なお、 個別機能訓練計画に相当する 内容を 短期入所生活

介護計画の中に記載する 場合は、 その記載を も っ て個別機能訓練計画の作成に代え

る こ と ができ る も のと する こ と 。  

ニ 個別機能訓練計画に基づき 、 利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的と する

機能訓練の項目を 準備し 、 機能訓練指導員等が、 利用者の心身の状況に応じ て計画

的に機能訓練を適切に提供し ている こ と 。  

ホ 個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・ 機能訓練指導員等は、 各月における 評価内容や目標の達成度合いについて、 利用

者又はその家族及び理学療法士等に報告・ 相談し 、 理学療法士等から 必要な助言を

得た上で、 必要に応じ て当該利用者又はその家族の意向を確認の上、 当該利用者の

Ａ Ｄ Ｌ やＩ Ａ Ｄ Ｌ の改善状況を踏ま えた目標の見直し や訓練内容の変更など 適切な

該指定特定施設を訪問し 、 当該施設の機能訓練指導員等が共同し て利用者の

身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っている こ と 。  

( 2)  個別機能訓練計画に基づき 、 利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的

と する 機能訓練の項目を準備し 、 機能訓練指導員等が利用者の心身の状況に

応じ た機能訓練を適切に提供し ている こ と 。  

( 3)  ①の評価に基づき 、 個別機能訓練計画の進捗状況等を３ 月ごと に１ 回以上

評価し 、 利用者又はその家族に対し 、 機能訓練の内容と 個別機能訓練計画の

進捗状況等を説明し 、 必要に応じ て訓練内容の見直し 等を行っている こ と 。  
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対応を行う こ と 。  

・ 理学療法士等は、 機能訓練指導員等と 共同で、 ３ 月ごと に１ 回以上、 個別機能訓

練の進捗状況等について評価し た上で、 機能訓練指導員等が利用者又はその家族

（ 以下こ の⑤において「 利用者等」 と いう 。 ） に対し て個別機能訓練計画の内容

（ 評価を含む。 ） や進捗状況等を説明し ている こ と 。  

ま た、 利用者等に対する 説明は、 テレ ビ 電話装置等（ リ アルタ イ ムでの画像を介

し たコ ミ ュ ニケーショ ン が可能な機器をいう 。 以下同じ 。 ） を 活用し て行う こ と が

でき る も のと する こ と 。 ただし 、 テレ ビ 電話装置等の活用について当該利用者等の

同意を 得なければなら ないこ と 。 なお、 個人情報保護委員会・ 厚生労働省「 医療・

介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダンス 」 、 厚生労働

省「 医療情報シス テムの安全管理に関する ガイ ド ラ イ ン」 等に対応し ている こ と 。  

ヘ 機能訓練に関する 記録（ 実施時間、 訓練内容、 担当者等） は、 利用者ごと に保管

さ れ、 常に当該事業所の機能訓練指導員等によ り 閲覧が可能である よ う にする こ と 。  

ト  生活機能向上連携加算( Ⅰ) は個別機能訓練計画に基づき 個別機能訓練を提供し た

初回の月に限り 、 算定さ れる も のである 。 なお、 ①の助言に基づき 個別機能訓練計

画を見直し た場合には、 本加算を再度算定する こ と は可能である が、 利用者の急性

増悪等によ り 個別機能訓練計画を見直し た場合を除き 、 個別機能訓練計画に基づき

個別機能訓練を提供し た初回の月の翌月及び翌々月は本加算を算定し ない。  

② 生活機能向上連携加算（ Ⅱ）  

イ  指定訪問リ ハビ リ テーショ ン事業所、 指定通所リ ハビリ テーショ ン事業所又はリ ハビ

リ テーショ ンを実施し ている 医療提供施設の理学療法士等が、 当該指定短期入所生活介

護事業所を訪問し 、 当該事業所の機能訓練指導員等と 共同し て、 利用者の身体の状況等

の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っている こ と 。 その際、 理学療法士等は、 機能

訓練指導員等に対し 、 日常生活上の留意点、 介護の工夫等に関する 助言を行う こ と 。  

こ の場合の「 リ ハビ リ テーショ ンを実施し ている 医療提供施設」 と は、 診療報酬にお

ける 疾患別リ ハビ リ テーショ ン料の届出を行っている 病院若し く は診療所又は介護老人

保健施設、 介護療養型医療施設若し く は介護医療院である こ と 。  

ロ  個別機能訓練計画の進捗状況等の評価について 

・ 個別機能訓練指導員等は、 各月における 評価内容や目標の達成度合いについて、 利用

者又はその家族及び理学療法士等に報告・ 相談し 、 理学療法士等から 必要な助言を得

た上で、 必要に応じ て当該利用者又はその家族の意向を確認の上、 当該利用者のＡ Ｄ

Ｌ やＩ Ａ Ｄ Ｌ の改善状況を踏ま えた目標の見直し や訓練内容の変更など適切な対応を

行う こ と 。  

・  理学療法士等は、 ３ 月こ と に１ 回以上指定短期入所生活介護事業所を訪問し 、 機能

訓練指導員等と 共同で個別機能訓練の進捗状況等について評価し た上で、 機能訓練指

導員等が、 利用者又はその家族に対し て個別機能訓練計画の内容（ 評価を含む。 ） や

進捗状況等を説明し 記録する と と も に、 必要に応じ て訓練内容の見直し 等を行う こ

と 。  

ハ ①ハ、 ニ及びヘによ る こ と 。 なお、 個別機能訓練加算を 算定し ている 場合は、 別に個

別機能訓練計画を作成する 必要はないこ と 。  

 

 

５  個別機能訓練加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注７ 、 厚告老企４ ０ ： 第２ -４ ( ７ ) )  

（ １ ）  個別機能訓練加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について、 専ら 機能訓練指導員の職務に従事する 常勤の理
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学療法士、 作業療法士、 言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師、 あん摩マッ サージ指圧

師、 はり 師又はき ゅ う 師（ はり 師及びき ゅ う 師については、 理学療法士、 作業療法士、

言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師又はあん摩マッ サージ指圧師の資格を有する 機能訓

練指導員を配置し た事業所で６ 月以上機能訓練指導に従事し た経験を有する 者に限

る 。 ） （ 以下こ の号において「 理学療法士等」 と いう 。 ） を１ 名以上配置し ている も の

（ 利用者の数が１ ０ ０ を超える 指定特定施設にあっては、 専ら 機能訓練指導員の職務に

従事する 常勤の理学療法士等を１ 名以上配置し 、 かつ、 理学療法士等である 従業者を機

能訓練指導員と し て常勤換算方法で利用者の数を１ ０ ０ で除し た数以上配置し ている も

の） と し て都道府県知事に届け出た指定特定施設において、 利用者に対し て、 機能訓練

指導員、 看護職員、 介護職員、 生活相談員その他の職種の者が共同し て、 利用者ごと に

個別機能訓練計画を作成し 、 当該計画に基づき 、 計画的に機能訓練を行っている 場合

は、 個別機能訓練加算( Ⅰ) と し て、 所定単位数に加算する 。 ま た、 個別機能訓練加算

( Ⅰ) を算定し ている 場合であって、 かつ、 個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働

省に提出し 、 機能訓練の実施に当たって、 当該情報その他機能訓練の適切かつ有効な実

施のために必要な情報を活用し た場合は、 個別機能訓練加算( Ⅱ) と し て、 所定単位数に

加算する 。  

 

（ ２ ） 個別機能訓練加算について（ 老企第40号 第２ の４ ( 7) ）  

① 個別機能訓練加算は、 機能訓練指導員、 看護職員、 介護職員、 生活相談員その他の

職種の者が共同し て、 個別機能訓練計画に基づき 、 計画的に行っ た機能訓練（ 以下

「 個別機能訓練」 と いう 。 ） について算定する 。  

② 個別機能訓練加算に係る 機能訓練は、 専ら 機能訓練指導員の職務に従事する 機能訓

練指導員、 看護職員、 生活相談員その他の職種の者を １ 名以上配置し て行う も のであ

る こ と 。  

③ 個別機能訓練を 行う に当たっ ては、 機能訓練指導員、 看護職員、 介護職員、 生活相

談員その他の職種の者が共同し て、 利用者ごと にその目標、 実施方法等を 内容と する

個別機能訓練計画を 作成し 、 こ れに基づいて行っ た個別機能訓練の効果、 実施方法等

について評価等を 行う 。 なお、 特定施設入居者生活介護においては、 個別機能訓練計

画に相当する 内容を 特定施設サービ ス 計画の中に記載する 場合は、 その記載をも っ て

個別機能訓練計画の作成に代える こ と ができ る も のと する こ と 。  

④ 個別機能訓練を 行う 場合は、 開始時及びその３ 月ごと に１ 回以上利用者に対し て個

別機能訓練計画の内容を 説明し 、 記録する 。 利用者に対する 説明は、 テレ ビ 電話装置

等を 活用し て行う こ と ができ る も のと する こ と 。 ただし 、 テレ ビ 電話装置等の活用に

ついて当該利用者の同意を 得なければなら ないこ と 。 なお、 テレ ビ 電話装置等の活用

に当たっ ては、 個人情報保護委員会・ 厚生労働省「 医療・ 介護事業者における 個人情

報の適切な取扱いのためのガイ ダン ス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス テム の安全管理

に関する ガイ ド ラ イ ン」 等を遵守する こ と 。  

⑤ 個別機能訓練に関する 記録（ 実施時間、 訓練内容、 担当者等） は、 利用者ごと に保

管さ れ、 常に当該特定施設の個別機能訓練の従事者によ り 閲覧が可能である よ う にす

る こ と 。  

⑥ 厚生労働省への情報の提出については、 「 科学的介護情報シス テム( Long-t erm car e 

I nf ormat i on syst em For  Evi dence) 」 （ 以下「 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ 」 と いう 。 ） を用いて行う こ

と と する 。 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への提出情報、 提出頻度等については、 「 科学的介護情報シス テ

ム （ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ ） 関連加算に関する 基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示

について」 （ 令和３ 年３ 月16日老老発0316第４ 号） を参照さ れたい。  

サービ ス の質の向上を 図る ため、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への提出情報及びフ ィ ード バッ ク 情報を

活用し 、 利用者の状態に応じ た個別機能訓練計画の作成（ Pl an） 、 当該計画に基づく

個別機能訓練の実施（ Do） 、 当該実施内容の評価（ Check） 、 その評価結果を踏ま えた

当該計画の見直し ・ 改善（ Act i on） の一連サイ ク ル（ PDCAサイ ク ル） によ り 、 サービ

ス の質の管理を行う こ と 。  
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提出さ れた情報については、 国民の健康の保持増進及びその有する 能力の維持向上

に資する ため、 適宜活用さ れる も のである 。  

 

（ ３ ） 照会回答 

 【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成３ ０ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） 抜粋 

 （ 平成30年3月22日 介護保険最新情報Vol . ６ ２ ９ ）  

問32 はり 師・ き ゅ う 師を機能訓練指導員と する 際に求めら れる 要件と なる 、 「 理学

療法士、 作業療法士、 言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師又はあん摩マッ サージ指

圧師の資格を有する 機能訓練指導員を配置し た事業所で六月以上機能訓練指導に従

事し た経験」 について、 その実務時間・ 日数や実務内容に規定はある のか。  

（ 答） 要件にある 以上の内容については細かく 規定し ないが、 当然ながら 、 当該はり

師・ き ゅ う 師が機能訓練指導員と し て実際に行う 業務の頻度・ 内容を鑑みて、 十分

な経験を得たと 当該施設の管理者が判断でき る こ と は必要と なる 。  

 

問33 はり 師・ き ゅ う 師を機能訓練指導員と し て雇う 際に、 実際に、 理学療法士、 作

業療法士、 言語聴覚士、 看護職員、 柔道整復師又はあん摩マッ サージ指圧師の資格

を有する 機能訓練指導員を配置し た事業所で六月以上機能訓練指導に従事し た経験

を有する こ と をど のよ う に確認する のか。  

（ 答） 例えば、 当該はり 師・ き ゅ う 師が機能訓練指導に従事し た事業所の管理者が書面

でそれを証し ている こ と を確認すれば、 確認と し て十分である 。  

 

 

６  Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算 

（ １ ） Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について、 別に厚生労働大臣が定める 基準に適合し ている

も のと し て都道府県知事に届け出た指定特定施設において、 利用者に対し て指定特定施

設入居者生活介護を行った場合は、 評価対象期間（ 別に厚生労働大臣が定める 期間をい

う 。 ） の満了日の属する 月の翌月から １ ２ 月以内の期間に限り 、 当該基準に掲げる 区分

に従い、 １ 月につき 次に掲げる 単位数を所定単位数に加算する 。 ただし 、 次に掲げる い

ずれかの加算を算定し ている 場合においては、 次に掲げる その他の加算は算定し ない。  

イ  Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算（ Ⅰ）    

ロ  Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算（ Ⅱ）    

※いずれも 単位数は省略 

 

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示第十六号の二）  

イ  Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算Ⅰ 次のいずれにも 適合する こ と 。  

( 1)  評価対象者（ 当該事業所又は当該施設の利用期間（ ②において「 評価対象

利用期間」  ） が６ 月を超える 者をいう 。 以下こ の号において同じ 。 ） の総

数が10人以上である こ と 。  

( 2)  評価対象者全員について、 評価対象利用期間の初月（ 以下「 評価対象利用

開始月」 ） と 、 当該月の翌月から 起算し て６ 月目（ ６ 月目にサービ ス の利用

がない場合については当該サービス の利用があった最終の月） においてＡ Ｄ

Ｌ を評価し 、 その評価に基づく 値（ 以下「 Ａ Ｄ Ｌ 値」 ） を測定し 、 測定し た

日が属する 月ごと に厚生労働省に当該測定を提出し ている こ と 。  
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〇厚生労働大臣が定める 期間（ 利用者等告示第十六号の二）  

 

 

 

 

（ ２ ） Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算について（ 老企第40号 第２ の４ ( 8) ）  

イ  Ａ Ｄ Ｌ の評価は一定の研修を受けた者によ り 、 Bar t hel  I ndexを用いて行う も のと す

る 。  

ロ  大臣基準告示第16号の二イ ( 2) における 厚生労働省へのＡ Ｄ Ｌ 値の提出はＬ Ｉ Ｆ Ｅ を

用いて行う こ と と する 。  

ハ 大臣基準告示第十六号の二イ ( 3) およ びロ ( 2) における ADL利得は、 評価対象利用開始

月の翌月から 起算し て６ 月目の月に測定し たＡ Ｄ Ｌ 値から 、 評価対象利用開始月に測

定し たＡ Ｄ Ｌ 値を控除し て得た値に、 次の表の左欄に掲げる 者に係る 同表の中欄の評

価対象利用開始月に測定し たＡ Ｄ Ｌ 値に応じ てそれぞれ同表の右欄に掲げる 値を加え

た値を平均し て得た値と する 。  

１  ２ 以外の者 

Ａ Ｄ Ｌ 値が０ 以上 25 以下 2 

Ａ Ｄ Ｌ 値が 30 以上 50 以下 2 

Ａ Ｄ Ｌ 値が 55 以上 75 以下 3 

Ａ Ｄ Ｌ 値が 80 以上 100 以下 4 

２  評価対象利用開始月において、

初回の要介護認定（ 法第 27 条第１

項に規定する 要介護認定をい

う 。 ） があった月から 起算し て 12

月以内である 者 

Ａ Ｄ Ｌ 値が０ 以上 25 以下 1 

Ａ Ｄ Ｌ 値が 30 以上 50 以下 1 

Ａ Ｄ Ｌ 値が 55 以上 75 以下 2 

Ａ Ｄ Ｌ 値が 80 以上 100 以下 3 

ニ ハにおいてＡ Ｄ Ｌ 利得の平均を 計算する に当たっ て対象と する 者は、 Ａ Ｄ Ｌ 利得の多

い順に、 上位100分の10に相当する 利用者（ その数に１ 未満の端数が生じ たと き は、 こ れ

を切り 捨てる も のと する 。 ） 及び下位100分の10に相当する 利用者（ その数に１ 未満の端

数が生じ た時は、 こ れを 切り 捨てる も のと する 。 ） を 除く 利用者（ 以下「 評価対象利用

者」 と いう 。 ） と する 。  

ホ 他の施設や事業所が提供する リ ハビ リ テーショ ン を 併用し ている 利用者については、

リ ハビ リ テーショ ン を 提供し ている 当該他の施設や事業所と 連携し てサービ ス を 実施し

ている 場合に限り 、 Ａ Ｄ Ｌ 利得の評価対象利用者に含める も のと する 。  

ヘ 令和３ 年度については、 評価対象期間において次のａ から ｃ ま での要件を満たし てい

る 場合に、 評価対象期間の満了日の属する 月の翌月から 12月（ 令和３ 年４ 月１ 日ま でに

指定施設サービス 介護給付費単位数表の介護福祉施設サービ ス の注13 に掲げる 基準（ 以

( 3)  評価対象者の評価対象利用開始月の翌月から 起算し て６ 月目の月に測定し

たＡ Ｄ Ｌ 値を控除し て得た値を用いて一定の基準に基づき 算出し た値（ 以下

「 Ａ Ｄ Ｌ 利得」 ） の平均値が１ 以上である こ と 。               

ロ  Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算Ⅱ（ 次のいずれにも 適合する こ と 。 ）  

( 1)  イ の( 1) 及び( 2) の基準に適合する も のである こ と 。  

( 2)  評価対象者のＡ Ｄ Ｌ 利得の平均値が２ 以上である こ と 。  

Ａ Ｄ Ｌ 維持加算の算定を 開始する 月の前年の同月から 起算し て１ ２ 月ま での期

間 
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下こ の①において「 基準」 と いう 。 ） に適合し ている も のと し て都道府県知事に届出を

行う 場合にあっ ては、 令和３ 年度内） に限り 、 Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算( Ⅰ) 又は( Ⅱ) を 算定で

き る こ と と する 。  

ａ  大臣基準告示第十六 号の二イ ( 1) 、 ( 2) 及び( 3) 並びにロ ( 2) の基準（ イ ( 2) について

は、 厚生労働省への提出を除く 。 ） を満たすこ と を示す書類を保存し ている こ と 。  

ｂ  厚生労働省への情報の提出については、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ を 用いて行う こ と と する 。 Ｌ Ｉ Ｆ

Ｅ への提出情報、 提出頻度等については、 「 科学的介護情報シス テム （ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ ） 関

連加算に関する 基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」 を 参照

さ れたい。  

サービ ス の質の向上を 図る ため、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への提出情報及びフ ィ ード バッ ク 情報を

活用し 、 利用者の状態に応じ た個別機能訓練計画の作成（ Pl an） 、 当該計画に基づく

個別機能訓練の実施（ Do) 、 当該実施内容の評価（ Check） 、 その評価結果を 踏ま えた

当該計画の見直し ・ 改善（ Act i on） の一連のサイ ク ル（ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ル） によ り 、

サービ ス の質の管理を行う こ と 。  

提出さ れた情報については、 国民の健康の保持増進及びその有する 能力の維持向上

に資する ため、 適宜活用さ れる も のである 。  

ｃ  Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算( Ⅰ) 又は( Ⅱ) の算定を 開始し よ う と する 月の末日ま でに、 Ｌ Ｉ Ｆ

Ｅ を用いてＡ Ｄ Ｌ 利得に係る 基準を満たすこ と を確認する こ と 。  

ト  令和３ 年度の評価対象期間は、 加算の算定を開始する 月の前年の同月から 12 月後ま で

の１ 年間と する 。 ただし 、 令和３ 年４ 月１ 日ま でに算定基準に適合し ている も のと し て

都道府県知事に届出を行う 場合については、 次のいずれかの期間を評価対象期間と する

こ と ができ る 。  

ａ  令和２ 年４ 月から 令和３ 年３ 月ま での期間 

ｂ  令和２ 年１ 月から 令和２ 年12 月ま での期間 

チ 令和４ 年度以降に加算を算定する 場合であって、 加算を取得する 月の前年の同月に、 基

準に適合し ている も のと し て都道府県知事に届け出ている 場合には、 届出の日から 12月

後ま での期間を評価対象期間と する 。  

（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

 

 

（ 答） 令和３ 年度にＡ Ｄ Ｌ 維持等加算を算定する 場合に、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ を用いて提出する Bar t h

el  I ndex は合計値でよ いが、 令和４ 年度以降にＡ Ｄ Ｌ 維持等加算を算定する こ と を目

的と し て、 Bar t hel  I ndex を提出する 場合は、 項目ごと の値を提出する 必要がある 。  

 

問35 事業所又は施設において、 評価対象利用期間が６ 月を超える と は、 ど のよ う な

意味か。  

（ 答） サービ ス の利用に当たり 、 ６ 月以上のサービ ス 提供に係る 計画を策定し 、 支援を行

っていた場合において、 計画期間の途中で当該サービ ス を利用し ていない月があった

と し ても 、 当該月を除いて６ 月以上利用し ていれば評価対象者に含ま れる 。  

 

問36 こ れま でＡ Ｄ Ｌ 維持等加算を算定し ていなかった事業所又は施設が、 令和３ 年

度又は令和４ 年度に新たに算定をし よ う と する 場合の届出は、 どのよ う に行う の

問34 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ を用いたBar t hel  I ndex の提出は、 合計値でよ いのか。  
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か。  

（ 答）  

・  令和３ 年度に加算の算定を開始し よ う と する 場合は、 算定を開始し よ う と する 月の前

月ま でに、 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表の「 Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算［ 申出］ の

有無」 について、 「 ２  あり 」 と 届出を行う 必要がある 。 加えて、 加算の算定を開始し

よ う と する 月の末日ま でに、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ 上でＡ Ｄ Ｌ 利得に係る 基準を満たすこ と を確認

し 、 加算の請求届出を行う こ と 。  

・  令和４ 年度以降に加算の算定を開始し よ う と する 場合は、 算定を開始し よ う と する 月

の前年同月に、 介護給付費算定に係る 体制等状況一覧表の「 Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算［ 申

出］ の有無」 について、 「 ２  あり 」 と 届出を行う 必要がある 。 加えて、 加算の算定を

開始し よ う と する 月の末日ま でに、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ 上でＡ Ｄ Ｌ 利得に係る 基準を満たすこ と

を確認し 、 加算の請求届出を行う こ と 。  

・  なお、 「 Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算［ 申出］ の有無」 について、 「 ２  あり 」 と 届け出たが、

Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ での確認の結果、 Ａ Ｄ Ｌ 利得に係る 基準を満たさ なかった場合に、 今後、 Ａ

Ｄ Ｌ 維持等加算を算定する 意思がなければ、 「 Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算［ 申出］ の有無」 に

ついて、 届出を「 １  なし 」 に変更する こ と 。  

 

問41 同一施設内で予防サービ ス も 行っている 。 要支援から 要介護になった方の評価

期間はどう なる のか。  

（ 答） 要支援から 要介護になった方については、 要介護になった初月が評価対象利用開始月

と なる 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ５ ） 抜粋 

（ 令和３ 年４ 月９ 日 介護保険最新情報Vol . ９ ６ ５ ）  

問５  Ａ Ｄ Ｌ の評価は、 一定の研修を受けた者によ り 、 Barthel Index（ 以下「 Ｂ Ｉ 」

と いう 。 ） を用いて行う と ある が、 「 一定の研修」 と はなにか。  

（ 答）  

・ 一定の研修と は、 様々な主体によ って実施さ れる Ｂ Ｉ の測定方法に係る 研修を受講す

る こ と や、 厚生労働省において作成予定のＢ Ｉ に関する マニュ アル

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_ 00037.html） 及びＢ Ｉ の測定につい

ての動画等を用いて、 Ｂ Ｉ の測定方法を学習する こ と などが考えら れる 。  

・ ま た、 事業所は、 Ｂ Ｉ によ る 評価を行う 職員を、 外部・ 内部の理学療法士、 作業療法

士、 言語聴覚士から 指導を受ける 研修に定期的に参加さ せ、 その参加履歴を管理する

こ と などによ り Ｂ Ｉ の測定について、 適切な質の管理を図る 必要がある 。 加えて、 こ

れま でＢ Ｉ によ る 評価を実施し たこ と がない職員が、 はじ めて評価を行う 場合には、

理学療法士等の同席の下で実施する 等の対応を行わねばなら ない。  

 

 

７  夜間看護体制加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注８ 、 厚告老企４ ０ ： 第２ -４ ( ８ ) )   

（ １ ） 夜間看護体制加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費及び短期利用特定施設入居者生活介護費について、 別

に厚生労働大臣が定める 施設基準に適合する も のと し て都道府県知事に届け出た指

定特定施設において、 利用者に対し て、 指定特定施設入居者生活介護を 行っ た場合

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html
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〇厚生労働大臣が定める 施設基準（ 施設基準 第二十三号）  

※上記イ の「 看護師」 について、 准看護師は含みま せん（ 「 介護老人福祉施設等にお

ける 重度化対応加算等の経過措置について」 （ 平成20年９ 月26日付け厚生労働省老

健局計画課・ 振興課） によ り 、 平成20年９ 月末で経過措置は終了し ま し た。 ） 。  

 

（ ２ ） 夜間看護体制加算の留意点 

「 24時間連絡でき る 体制」 と は、 特定施設内で勤務する こ と を 要する も のではなく 、

夜間においても 指定特定施設入居者生活介護事業者から 連絡でき 、 必要な場合には指定

特定施設入居者生活介護事業者から の緊急の呼出に応じ て出勤する 体制を いう も のであ

る 。  

イ  特定施設において、 管理者を中心と し て、 介護職員及び看護職員によ る 協議の上、

夜間における 連絡・ 対応体制（ オンコ ール体制） に関する 取り 決め（ 指針やマニュ ア

ル等） の整備がなさ れている こ と 。  

ロ  管理者を中心と し て、 介護職員及び看護職員によ る 協議の上、 看護職員不在時の介

護職員によ る 利用者の観察項目の標準化（ ど のよ う なこ と が観察さ れれば看護職員に

連絡する か） がなさ れている こ と 。  

ハ 特定施設内研修等を通じ 、 介護職員及び看護職員に対し て、 イ 及びロ の内容が周知

さ れている こ と 。  

ニ 特定施設の看護職員と オンコ ール対応の看護職員が異なる 場合には、 電話やＦ Ａ Ｘ

等によ り 利用者の状態に関する 引継を行う と と も に、 オンコ ール体制終了時にも 同様

の引継を行う こ と 。  

※外部サービ ス 利用型特定施設入居者生活介護費を 算定し ている 場合、 当該加算は算定

し ま せん。  

 

８  若年性認知症入居者受入加算( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注９ 、 厚告老企４ ０ ： 第２ -４ ( ９ ) )   

（ １ ） 若年性認知症入居者受入加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費及び短期利用特定施設入居者生活介護費について、 別に厚

生労働大臣が定める 基準に適合し ている も のと し て都道府県知事に届け出た指定特定施

設において、 若年性認知症入居者（ 介護保険法施行令第２ 条第６ 号に規定する 初老期に

おける 認知症によ っ て要介護者と なった入居者を いう 。 ） に対し て、 指定特定施設入居

者生活介護を 行っ た場合は、 若年性認知症入居者受入加算と し て、 所定単位数に加算す

る  

 

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示  四十二号の五）  

受け入れた若年性認知症入居者ごと に個別の担当者を定めている こ と 。  

 

〇介護保険法第五条の二第一項（ 抜粋）  

認知症（ アルツハイ マー病その他の神経変性疾患、 脳血管疾患その他の疾患によ り

日常生活に支障が生じ る 程度にま で認知機能が低下し た状態と し て政令で定める 状

に加算する 。  

イ  常勤の看護師を１ 名以上配置し 、 看護に係る 責任者を定めている こ と 。  

ロ  看護職員によ り 、 又は病院若し く は診療所若し く は訪問看護ス テーショ ンと の

連携によ り 、 利用者に対し て、 ２ ４ 時間連絡でき る 体制を確保し 、 かつ、 必要に

応じ て健康上の管理等を行う 体制を確保し ている こ と 。  

ハ 重度化し た場合における 対応に係る 指針を 定め、 入居の際に、 利用者又はその

家族等に対し て、 当該指針の内容を説明し 、 同意を得ている こ と 。  
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態をいう 。 ）  

 

〇介護保険法施行令 

第一条の二 

 法第五条の二第一項の政令で定める 状態は、 アルツ ハイ マー病その他の神経変性

疾患、 脳血管疾患その他の疾患（ 特定の疾患に分類さ れないも のを含み、 せん妄、

鬱病その他の厚生労働省令で定める 精神疾患を除く 。 ） によ り 日常生活に支障が生

じ る 程度にま で認知機能が低下し た状態と する 。 ）  

 

第２ 条第６ 号（ 抜粋）  

初老期における 認知症（ 法第五条の二第一項に規定する 認知症をいう 。 ）  

 

 

９  医療機関連携加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注１ ０ 、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １ ０ ) )  

 県( ※指定権者) への届出 ： 不要 

（ １ ） 医療機関連携加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について、 看護職員が、 利用者ごと に健康医療局の状況を

継続的に記録し ている 場合において、 当該利用者の同意を得て、 協力医療機関（ 指定居

宅サービス 基準第191条第１ 項に規定する 協力医療機関をいう 。 ） 又は当該利用者の主治

の医師に対し て、 当該利用者の健康医療局の状況について月に１ 回以上情報を提供し た

場合は、 所定単位数に加算する 。  

 

（ ２ ） 医療機関連携加算について 

① 本加算は、 協力医療機関又は利用者の主治医（ 以下こ の号において「 協力医療機関

等」 と いう ） に情報を提供し た日（ 以下こ の号において「 情報提供日」 と いう 。 ） 前

30日以内において、 特定施設入居者生活介護及び介護予防特定施設入居者生活介護を

算定し た日が14日未満である 場合には、 算定でき ないも のと する 。  

② 協力医療機関等には、 歯科医師を含むも のと する 。  

③ 当該加算を算定する に当たっては、 あら かじ め、 指定特定施設入居者生活介護事業

者と 協力医療機関等で、 情報提供の期間及び利用者の健康の状況の著し い変化の有無

等の提供する 情報の内容についても 定めておく こ と 。 なお、 必要に応じ てこ れら 以外

の情報を提供する こ と を妨げる も のではない。  

④ 看護職員は、 前回の情報提供日から 次回の情報提供日ま での間において、 居宅サー

ビ ス 基準第186条に基づき 、 利用者ごと に健康の状況について随時記録する こ と 。  

⑤ 協力医療機関等への情報提供は、 面談によ る ほか、 文書（ Ｆ Ａ Ｘ を含む。 ） 又は電

子メ ールによ り 行う こ と も 可能と する が、 協力医療機関等に情報を提供し た場合にお

いては、 協力医療機関の医師又は利用者の主治医から 、 署名ある いはそれに代わる 方

法によ り 受領の確認を得る こ と 。 こ の場合において、 複数の利用者の情報を同時に提

供し た場合には、 一括し て受領の確認を得ても 差し 支えない。  

  面談によ る 場合について、 当該面談は、 テレ ビ 電話装置等を活用し て行う こ と がで

き る も のと する 。 なお、 テレ ビ 電話装置等の活用に当たっては、 個人情報保護委員

会・ 厚生労働省「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのためのガ

イ ダンス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス テムの安全管理に関する ガイ ド ラ イ ン」 等を

遵守する こ と 。  

※ 外部サービ ス 利用型特定施設入居者生活介護費又は短期利用特定施設入居者生活介

護費を算定し ている 場合、 当該加算は算定し ま せん。  
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（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成２ ７ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ 平成２ ７ 年４ 月１ 日） 抜粋  

（ 平成27年４ 月１ 日 介護保険最新情報Vol . 454）  

（ 答） 貴見のと おり である 。  

 

 

10 口腔衛生管理体制加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注１ １ 、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １ １ ) )  

 県( ※指定権者) への届出 ： 不要 

（ １ ） 口腔衛生管理体制加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について 、 別に厚生労働大臣が定める 基準に適合する 指

定特定施設において、 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、 介護職員に

対する 口腔ケアに係る 技術的助言及び指導を月１ 回以上行っている 場合に所定単位数に

加算する 。  

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示第六十八号）  

イ  事業所において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言

及び指導に基づき 、 利用者の口腔ケア・ マネジメ ント に係る 計画が作成さ れてい

る こ と 。  

ロ  人員基準欠如に該当し ていないこ と 。  

 

（ ２ ） 口腔衛生管理体制加算の留意点等 

① 「 口腔ケアに係る 技術的な助言及び指導」 と は、 当該施設における 利用者の口腔内

状態の評価方法、 適切な口腔ケアの手技、 口腔ケアに必要な物品整備の留意点、 口腔

ケアに伴う リ ス ク 管理、 その他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり 必

要と 思われる 事項のう ち、 いずれかに係る 技術的助言及び指導のこ と を いう も のであ

って、 個々の利用者の口腔ケア計画をいう も のではない。  

ま た、 「 口腔ケアに係る 技術的助言及び指導」 は、 テレ ビ 電話装置等を 活用し て行

う こ と ができ る も のと する 。 なお、 テレ ビ 電話装置等の活用に当たっ ては、 個人情報

保護委員会・ 厚生労働省「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いの

ためのガイ ダン ス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス テム の安全管理に関する ガイ ド ラ イ

ン」 等を遵守する こ と 。  

② 「 利用者の口腔ケア・ マネジメ ン ト に係る 計画」 には、 以下の事項を記載する こ と 。  

イ  当該施設において利用者の口腔ケアを推進する ための課題 

ロ  当該施設における 目標 

ハ 具体的方策 

二 留意事項 

ホ 当該施設と 歯科医療機関と の連携の状況 

へ 歯科医師から の指示内容の要点（ 当該計画の作成にあたっ ての技術的助言・ 指導

を歯科衛生士が行った場合に限る 。 ）  

ト  その他必要と 思われる 事項 

③ 医療保険において歯科訪問診療料が算定さ れた日の属する 月であっ ても 口腔衛生管

理体制加算を 算定でき る が、 介護職員に対する 口腔ケアに係る 技術的助言及び指導又

は利用者の口腔ケア・ マネジメ ン ト に係る 計画に関する 技術的助言及び指導を行う に

問120 医療機関連携加算が算定でき ない期間の取扱いに関し て、 「 前30日以内に

おける 特定施設入居者生活介護を算定し た日が14 日未満」 と し ていたも のを、

「 前30 日以内における 特定施設入居者生活介護及び介護予防特定施設入居者生

活介護を算定し た日が14 日未満」 と し たのは、 介護給付の算定期間と 予防給付

の算定期間を合算し て合理的に判断し てよ いと いう こ と か。  
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あたっ ては、 歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行う こ と 。  

（ ３ ） 照会回答 

 【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成３ ０ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） 抜粋 

 （ 平成30年3月22日 介護保険最新情報Vol . ６ ２ ９ ） 【 施設サービ ス 共通】  

問75 口腔衛生管理体制加算について、 「 歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時

間以外の時間帯に行う こ と 」 と あ る が、 歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料を

算定し た日と 同一日であっ ても 、 歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導を 行っ ていな

い異なる 時刻であれば、 「 実施時間以外の時間帯」 に該当する と 考えてよ いか。  

（ 答） 貴見のと おり 。  

 

問80 口腔衛生管理体制加算及び口腔衛生管理加算の算定に当たって作成する こ と と な

っ ている 「 入所者ま たは入院患者の口腔ケアマネジメ ン ト に係る 計画」 については、

施設ごと に計画を作成すればよ いのか。  

（ 答） ・ 施設ごと に計画を作成する こ と と なる 。  

   ・ なお、 口腔衛生管理加算の算定に当たっては、 当該計画にあわせて入所者ごと に 

  「 口腔衛生管理に関する 実施記録」 を作成・ 保管する こ と が必要である 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問80 口腔衛生の管理体制に関する 管理計画の立案は、 歯科医師又は歯科医師の指示を

受けた歯科衛生士によ る 技術的助言及び指導に基づき 行われる が、 技術的助言及び

指導を行う 歯科医師は、 協力歯科医療機関の歯科医師でなければなら ないのか。  

（ 答） 協力歯科医療機関の歯科医師に関わら ず、 当該施設の口腔衛生の管理体制を把握し て

いる 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士を想定し ている 。  

 

問83 口腔衛生管理体制加算について、 月の途中で退所、 入院又は外泊し た場合や月の

途中から 入所し た場合にはど のよ う に取り 扱えばよ いのか。  

（ 答） 入院・ 外泊中の期間は除き 、 当該月において１ 日でも 当該施設に在所し た入所者につ

いて算定でき る 。  

※ 平成30 年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 平成30 年３ 月23 日） 問74 の修

正。  

 

問84 口腔衛生管理体制加算の算定に当たって作成する こ と と なっている 「 口腔衛生管

理体制計画」 については、 施設ごと に計画を作成すればよ いのか。  

（ 答） 施設ごと に計画を作成する こ と と なる 。  

 

※ 平成30 年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 平成30 年３ 月23 日） 問80 の修

正。  

 

問95 口腔衛生管理加算の算定に当たって、 作成する こ と と なっている 「 口腔衛生管理

加算の実施計画」 はサービ ス を提供する 利用者毎に作成する のか。  

（ 答） 貴見のと おり 。  

 

問96 口腔衛生管理加算における 「 歯科衛生士」 と は、 施設職員に限定さ れる のか。 も

し く は、 協力歯科医療機関等の歯科衛生士でも よ いのか。  

（ 答） 施設と 雇用関係にある 歯科衛生士（ 常勤、 非常勤を問わない） ま たは協力歯科医療機
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関等に属する 歯科衛生士のいずれであっても 算定可能である 。  

ただし 、 算定にあたっては、 協力歯科医療機関等の歯科医師の指示が必要である 。  

 

※ 平成30 年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 平成30 年３ 月23 日） 問76 の修

正。  

 

問97 歯科衛生士によ る 口腔衛生等の管理が月２ 回以上実施さ れている 場合に算定でき

る こ と と さ れている が、 月途中から 介護保険施設に入所し た者について、 入所月は

月２ 回に満たない場合であっても 算定でき る のか。  

（ 答） 月途中から の入所であっても 、 月２ 回以上口腔衛生等の管理が実施さ れていない場合

には算定でき ない。  

 

※ 平成30 年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 平成30 年３ 月23 日） 問78 の修

正。  

 

問98 口腔衛生管理加算は、 歯科衛生士によ る 口腔衛生等の管理が月２ 回以上実施さ れ

ている 場合に算定でき る が、 同一日の午前と 午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った

場合は２ 回分の実施と する のか。  

（ 答） 同一日の午前と 午後それぞれ口腔衛生等の管理を行った場合は、 １ 回分の実施と な

る 。  

 

※ 平成30 年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 平成30 年３ 月23 日） 問79 の修

正。  

 

 

11 口腔・ 栄養ス ク リ ーニング加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ハ-注１ ２ 、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １

２ ) )  

 県( ※指定権者) への届出 ： 不要 

（ １ ） 口腔・ 栄養ス ク リ ーニング加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について 、 別に 厚生労働大臣が 定める 基準に適合す

る 指定特定施設の 従業者が 、 利用開始時及び利用中６ 月ご と に利用者の口腔の

健康状態の ス ク リ ーニ ン グ 及び栄養状態の ス ク リ ーニ ン グ を 行っ た 場合に 、 口

腔・ 栄養ス ク リ ーニ ン グ 加算と し て 所定単位数に加算する 。 た だ し 、 当該利用

者につい て 、 当該事業所以外で 既に 口腔・ 栄養ス ク リ ーニ ン グ 加算を 算定し て

いる 場合にあ っ て は算定し な い。  

 

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示第四十二号の六）  

次のいずれにも 適合する こ と 。  

イ  利用開始時及び利用中６ 月ご と に 利用者の 口腔の 健康状態に つい て 確認

を 行い 、 利用者の 口腔の 健康状態に関する 情報（ 利用者の 口腔の 健康状態

が 低下し て い る おそ れの あ る 場合にあ っ て は、 そ の 改善に 必要な 情報を 含

む。 ） を 利用者を 担当する 介護支援専門員に提供し て いる こ と 。  

ロ  利用 開始 時及び利用中 ６ 月ご と に 利用 者の 栄養状 態に つい て 確 認を 行

い 、 利用者の 栄養状態に 関する 情報（ 利用者が 低栄養状態の 場合に あ っ て

は、 低栄養状態の 改善に 必要な 情報を 含む。 ） を 利用者を 担当する 介護支

援専門員に提供し て いる こ と 。  
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ハ 人員基準欠如に該当し て いな いこ と 。  

 

（ ２ ） 口腔・ 栄養ス ク リ ーニング加算の留意点等 

① 口腔・ 栄養ス ク リ ーニン グ の算定に係る 口腔の健康状態に関する ス ク リ ーニン グ

（ 以下「 口腔ス ク リ ーニン グ」 と いう 。 ） 及び栄養状態のス ク リ ーニン グ（ 以下「 栄

養ス ク リ ーニン グ」 と いう 。 ） は、 利用者ごと に行われる ケアマネジメ ン ト の一環と

し て行われる こ と に留意する こ と 。  

② 口腔ス ク リ ーニン グ及び栄養ス ク リ ーニン グを 行う に当たっ ては、 利用者について、

それぞれ次に掲げる 認を 行い、 確認し た情報を 介護支援専門員に対し 、 提供する こ と 。  

イ  口腔ス ク リ ーニング 

a 硬いも のを避け、 柔ら かいも のを中心に食べる 者 

b 入れ歯を使っている 者 

c むせやすい者 

ロ  栄養ス ク リ ーニング 

a Ｂ ＭＩ が18. 5未満である 者 

b １ ～６ 月間で３ ％以上の体重の減少が認めら れる 者又は「 地域支援事業の実施に

ついて」 （ 平成18年６ 月９ 日老発第0609001号厚生労働省老健局長通知） に規定

する 基本チェ ッ ク リ ス ト のNo. 11の項目が「 １ 」 に該当する 者 

c 血清アルブミ ン値が3. 5ｇ /dl 以下である 者 

d 食事摂取量が不良（ 75％以下） である 者 

 

（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問20 令和２ 年10 月以降に栄養ス ク リ ーニング加算を算定し た事業所において、 令和

３ 年４ 月に口腔・ 栄養ス ク リ ーニング加算を算定でき る か。  

（ 答） 算定でき る 。  

 

 

12 科学的介護推進体制加算 

（ １ ） 算定要件 

特定施設入居者生活介護費について、 次に掲げる いずれの基準にも 適合し ている も の

と し て都道府県知事に届け出た指定特定施設が、 利用者に対し 指定特定施設入居者生活

介護を行った場合は、 １ 月につき 所定単位数に加算する 。  

イ  利用者ごと のＡ Ｄ Ｌ 値、 栄養状態、 口腔機能、 認知症の状況その他の利用者の心身

の状況等に係る 基本的な情報を、 厚生労働省に提出し ている こ と 。  

ロ  必要に応じ て特定施設サービス 計画（ 指定居宅サービス 基準第184条第１ 項に規定す

る 特定施設サービ ス 計画をいう 。 ） を見直すなど、 指定特定施設入居者生活介護の提

供に当たって、 イ に規定する 情報その他指定特定施設入居者生活介護を適切かつ有効

に提供する ために必要な情報を活用し ている こ と 。  

（ ２ ） 留意事項 

① 科学的介護推進体制加算は、 原則と し て利用者全員を対象と し て、 利用者ごと に上記

（ １ ） に掲げる 要件を満たし た場合に、 当該事業所の利用者全員に対し て算定でき る

も のである こ と 。  

② 情報の提出については、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ を用いて行う こ と と する 。 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への提出情

報、 提出頻度等については、 「 科学的介護情報シス テム（ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ ） 関連加算に関す
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る 基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」 を参照さ れたい。  

③ 事業所は、 利用者に提供する サービス の質を常に向上さ せていく ため、 計画

（ Pl an） 、 実行（ Do） 、 評価（ Check） 、 改善（ Act i on） のサイ ク ル（ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク

ル） によ り 、 質の高いサービ ス を実施する 体制を構築する と と も に、 その更なる 向上

に努める こ と が重要であり 、 具体的には、 次のよ う な一連の取組が求めら れる 。 し た

がって、 情報を厚生労働省に提出する だけでは、 本加算の算定対象と はなら ない。  

イ  利用者の心身の状況等に係る 基本的な情報に基づき 、 適切なサービス を提供する

ためのサービ ス 計画を作成する （ Pl an）  

ロ  サービ ス の提供に当たっては、 サービ ス 計画に基づいて、 利用者の自立支援や重

度化防止に資する 介護を実施する （ Do） 。  

ハ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への提出情報及びフィ ード バッ ク 情報等も 活用し 、 多職種が共同し て、

事業所の特性やサービス 提供の在り 方について検証を行う （ Check）  

ニ 検証結果に基づき 、 利用者のサービス 計画を適切に見直し 、 事業所全体と し て、

サービ ス の質の更なる 向上に努める （ Act i on） 。  

④ 提出さ れた情報については、 国民の健康の保持増進及びその有する 能力の維持向上

に資する ため、 適宜活用さ れる も のである 。  

 

（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問16 要件と し て定めら れた情報を「 やむを得ない場合を除き 、 すべて提出する こ

と 」 と さ れていれる が、 「 やむを得ない場合」 と はど のよ う な場合か。  

（ 答）  

・  やむを得ない場合と は、 例えば、 通所サービス の利用者について、 情報を提出すべ

き 月において、 当該月の中旬に評価を行う 予定であったが、 緊急で月初に入院する こ

と と なり 、 当該利用者について情報の提出ができ なかった場合や、 データ を入力し た

にも 関わら ず、 シス テムト ラ ブル等によ り 提出ができ なかった場合等、 利用者単位で

情報の提出ができ なかった場合がある 。  

・  ま た、 提出する 情報についても 、 例えば、 全身状態が急速に悪化し た入所者につい

て、 必須項目である 体重等が測定でき ず、 一部の情報し か提出でき なかった場合等で

あっても 、 事業所・ 施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定する こ と は可能で

ある 。  

・ ただし 、 情報の提出が困難であった理由について、 介護記録等に明記し ておく 必要が

ある 。  

 

問17 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ に提出する 情報に、 利用者の氏名や介護保険被保険者番号等の個人情

報が含ま れる が、 情報の提出に当たって、 利用者の同意は必要か。  

（ 答） Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ の利用者登録の際に、 氏名や介護保険被保険者番号等の個人情報を入力

いただく が、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ のシス テムにはその一部を匿名化し た情報が送ら れる ため、

個人情報を収集する も のではない。 そのため、 加算の算定に係る 同意は必要ではあ

る も のの、 情報の提出自体については、 利用者の同意は必要ない。  

 

問18 加算を算定し よ う と 考えている が、 例えば入所者のう ち１ 人だけでも 加算の算

定に係る 同意が取れない場合には算定でき ないのか。  
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（ 答） 加算の算定に係る 同意が得ら れない利用者又は入所者がいる 場合であっても 、 当

該者を含む原則全ての利用者又は入所者に係る 情報を提出すれば、 加算の算定に係

る 同意が得ら れた利用者又は入所者について算定が可能である 。  

 

問19 科学的介護推進体制加算、 Ａ Ｄ Ｌ 維持等加算( Ⅰ) 若し く は( Ⅱ) 、 自立支援促進

加算、 個別機能訓練加算( Ⅱ) 、 リ ハビ リ テーショ ンマネジメ ント 加算( Ａ ) ロ 若し く

は( Ｂ ) ロ 、 リ ハビ リ テーショ ンマネジメ ント 計画書情報加算又は理学療法若し く は

作業療法及び言語聴覚療法に係る 加算において、 Bar t hel  I ndex（ Ｂ Ｉ ） のデータ

提出に際し て、 老人保健健康増進等事業において一定の読み替え精度について検証

さ れている Ｉ Ｃ Ｆ ス テージングから 読み替えたも のを提出し ても よ いか。  

（ 答） Ｂ Ｉ の提出については、 通常、 Ｂ Ｉ を評価する 場合に相当する 読み替え精度が内

容の妥当性を含め客観的に検証さ れた指標について、 測定者が、  

－ Ｂ Ｉ に係る 研修を受け、  

－ Ｂ Ｉ への読み替え規則を理解し 、  

－ 読み替え精度等を踏ま え、 必要に応じ て、 読み替えの際に、 正確なBI  を別途評価

する 等の対応を行い、 提出する こ と が必要である 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ５ ） 抜粋 

（ 令和３ 年４ 月９ 日 介護保険最新情報Vol . ９ ６ ５ ）  

問４  Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ に提出すべき 情報は「 科学的介護情報シス テム（ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ ） 関連加算

に関する 基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」 （ 令和３ 年

３ 月16日老老発0316第４ 号） の各加算の様式例において示さ れている が、 利用者又

は入所者の評価等に当たっては、 当該様式例を必ず用いる 必要がある のか。  

（ 答）  

・ 「 科学的介護情報シス テム（ Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ ） 関連加算に関する 基本的考え方並びに事務

処理手順及び様式例の提示について」 （ 令和３ 年３ 月16日老老発0316第４ 号） にお

いてお示し をし ている と おり 、 評価等が算定要件において求めら れる も のについて

は、 それぞれの加算で求めら れる 項目（ 様式で定めら れた項目） についての評価等

が必要である 。  

・ ただし 、 同通知はあく ま でも Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への提出項目をお示し し たも のであり 、 利用

者又は入所者の評価等において各加算における 様式と 同一のも のを用いる こ と を求

める も のではない。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . 10） 抜粋 

（ 令和３ 年６ 月９ 日 介護保険最新情報Vol . ９ ９ １ ）  

問２  サービ ス 利用中に入院等の事由によ り 、 一定期間サービ ス 利用がなかった場合

について、 加算の要件である 情報提出の取扱い如何。  

（ 答）  

・  こ れら の加算については、 算定要件と し て、 サービ ス の利用を開始し た日の属する

月や、 サービ ス の提供を終了する 日の属する 月の翌月 10 日ま でに、 Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ への

情報提出を行っていただく こ と と し ている 。  

・  当該サービ ス の再開や当該施設への再入所を前提と し た、 短期間の入院等によ る 30 

日未満のサービス 利用の中断については、 当該中断の後、 当該サービ ス の利用を再

開し た場合は、 加算の算定要件である サービ ス 利用終了時やサービ ス 利用開始時の
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情報提出は必要ないも のと し て差し 支えない。  

・  一方、 長期間の入院等によ り 、 30 日以上、 当該サービ ス の利用がない場合は、 加

算の算定要件である サービ ス 利用終了時の情報提出が必要である と と も に、 その

後、 当該サービス の利用を再開し た場合は、 加算の算定要件である サービス 利用開

始時の情報提出が必要と なる 。  

※ サービス 利用開始時に情報提出が必要な加算： 科学的介護推進体制加算、 自立支援

促進加算、 褥瘡マネジメ ント 加算、 排せつ支援加算 

※ サービス 利用終了時に情報提出が必要な加算： 科学的介護推進体制加算 

 

問３  サービ ス 利用中に利用者の死亡によ り 、 当該サービス の利用が終了し た場合に

ついて、 加算の要件である 情報提出の取扱い如何。  

（ 答） 当該利用者の死亡し た月における 情報を、 サービ ス 利用終了時の情報と し て提出

する 必要はある が、 死亡によ り 、 把握でき ない項目があった場合は、 把握でき た項

目のみの提出でも 差し 支えない。  

 

 

13 退院・ 退所時連携加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -二、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １ ３ ) )  

 県( ※指定権者) への届出 ： 不要 

（ １ ） 退院・ 退所時連携加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について、 病院、 診療所、 介護老人保健施設又は介護医療

院から 指定特定施設に入居し た場合は、 入居し た日から 起算し て30日以内の期間につい

ては、 退院・ 退所時連携加算と し て、 １ 日につき 所定単位数を 加算する 。 30日を 超える

病院若し く は診療所への入院又は介護老人保健施設若し く は介護医療院への入所後に当

該指定特定施設に再び入居し た場合も 同様と する 。  

 

（ ２ ） 退院・ 退所時連携加算の留意点等 

① 当該利用者の 退院又は退所に 当た っ て 、 当該医療提供施設の 職員と 面談等を

行い、 当該利用者に 関する 必要な 情報の 提供を 受け た 上で 、 特定施設サービ ス

計画を 作成し 、 特定施設サ ービ ス の 利用に 関する 調整を 行っ た 場合には、 入居

日から 30日間に限っ て 、 1日につき 30単位を 加算する こ と 。  

  当該面談等は、 テ レ ビ 電話装置等を 活用し て 行う こ と が で き る も の と する 。

な お、 テ レ ビ 電話装置等の 活用に当た っ て は、 個人情報保護委員会・ 厚生労働

省「 医療・ 介護関係事業者におけ る 個人情報の 適切な 取扱いのた め のガ イ ダ ン

ス 」 、 厚生労働省「 医療情報シ ス テ ム の 安全管理に関する ガ イ ド ラ イ ン 」 等を

遵守する こ と 。  

② 当該特定施設におけ る 過去の 入居及び短期利用特定施設入居者生活介護の 関

係 

退院・ 退所時連携加算は、 当該入居者が 過去３ 月間の 間に、 当該特定施設に

入居し た こ と がな い場合に限り 算定でき る こ と と する 。  

当該特定施設の 短期利用特定施設入居者生活介護を 利用し て い た 者が 日を 空

け る こ と な く 当該特定施設に入居し た 場合に ついて は、 退院・ 退所時連携加算

は入居直前の 短期利用特定施設入居者生活介護の利用日数を 30日か ら 控除し て

得た 日数に限り 算定で き る こ と と する 。  

③ 30日を 超え る 医療提供施設への 入院・ 入所後に 再入居し た 場合は、 退院・ 退

所時連携加算が算定で き る こ と と する 。  

 

（ ３ ）  照会回答 
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【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成３ ０ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） 抜粋 

（ 平成30年3月22日 介護保険最新情報Vol . ６ ２ ９ ）  

問68 医療提供施設を 退院・ 退所し て、 体験利用を 行っ た上で特定施設に入居する

際、 加算は取得でき る か。  

（ 答） 医療提供施設を 退院・ 退所し て、 体験利用を 挟んで特定施設に入居する 場合は、

当該体験利用日数を30日から 控除し て得た日数に限り 算定出来る こ と と する 。  

 

問69 退院・ 退所時の医療提供施設と 特定施設と の連携は、 具体的にど のよ う なも の

を指すのか。  

（ 答） 医療提供施設と 特定施設と の退院・ 退所時の連携については、 面談によ る ほか、

文書（ FAXも 含む。 ） 又は電子メ ールによ り 当該利用者に関する 必要な情報の提供を

受ける こ と と する 。  

 

問70 退院・ 退所時の連携の記録はど のよ う な事項が必要か。  

（ 答） 退院・ 退所時の医療提供施設と 特定施設と の連携の記録については、 特に指定し

ないが、 「 居宅介護支援費の退院・ 退所加算に係る 様式例の掲示について（ 平成21

年老振発第0313001号（ 最終改正： 平成24年老振発第0330第１ 号） ） 」 にて示し てい

る 「 退院・ 退所に係る 様式例」 を参考にさ れたい。  

 

 

14 看取り 介護加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ホ、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １ ４ ) )  

（ １ ） 看取り 介護加算の算定要件 

看取り 介護加算（ Ⅰ）  

特定施設入居者生活介護費について、 別に厚生労働大臣が定める 施設基準に適合し て

いる も のと し て都道府県事に届け出た指定特定施設において、 別に厚生労働大臣が定め

る 基準に適合する 利用者について、 看取り 介護を行った場合は、 看取り 介護加算（ Ⅰ）

と し て、 死亡日以前31日以上45日以下について、 死亡日以前４ 日以上30日以下につい

て、 死亡日の前日及び前々日について、 それぞれ１ 日につき 所定の単位数を死亡月に加

算する 。 ただし 、 退去し た日の翌日から 死亡日ま での間は、 算定し ない。 ま た、 夜間看

護体制加算を算定し ていない場合は、 算定し ない。  

 

看取り 介護加算（ Ⅱ）  

特定施設入居者生活介護について、 別に厚生労働大臣が定める 施設基準に適合し てい

る も のと し て都道府県事に届け出た指定特定施設において、 別に厚生労働大臣が定める

基準に適合する 利用者について、 看取り 介護を行った場合は、 看取り 介護加算（ Ⅱ） と

し て、 死亡日以前31日以上45日以下について、 死亡日以前４ 日以上30日以下について、

死亡日の前日及び前々日について、 それぞれ１ 日につき 所定の単位数を死亡月に加算す

る 。 ただし 、 退去し た日の翌日から 死亡日ま での間は、 算定し ない。 ま た、 看取り 介護

加算（ Ⅰ） を算定し ている 場合又は夜間看護体制加算を算定し ていない場合は、 算定し

ない。  

 

〇厚生労働大臣が定める 施設基準（ 施設基準第24号）  

イ  看取り 看護加算（ Ⅰ）  

( 1)  看取り に関する 指針を定め、 入居の際に、 利用者又はその家族等に対し

て、 当該指針の内容を説明し 、 同意を得ている こ と 。  

( 2)  医師、 生活相談員、 看護職員、 介護職員、 介護支援専門員その他の職種の

者によ る 協議の上、 当該指定特定施設における 看取り の実績等を踏ま え、 適

宜、 看取り に関する 指針の見直し を行う こ と 。  

( 3)  看取り に関する 職員研修を行っている こ と 。  
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〇厚生労働大臣が定める 基準に適合する 利用者（ 利用者等告示第29号）  

 

（ ２ ） 看取り 介護加算の留意点 

① 看取り 介護加算は、 医師が一般に認めら れている 医学的知見に基づき 回復の見込み

がないと 診断し た利用者について、 その旨を 本人又はその家族等（ 以下「 利用者等」

と いう 。 ） に対し て説明し 、 その後の療養及び介護に関する 方針についての合意を 得

た場合において、 利用者等と と も に、 医師、 生活相談員、 看護職員、 介護職員、 介護

支援専門員等が共同し て、 随時、 利用者等に対し て十分な説明を 行い、 療養及び介護

に関する 合意を 得ながら 、 利用者がその人ら し く 生き 、 その人ら し い最期が迎えら れ

る よ う 支援する こ と を主眼と し て設けたも のである 。  

② 特定施設は、 利用者に提供する 看取り 介護の質を常に向上さ せていく ため、 計画 

（ Pl an） 、 実行（ Do） 、 評価（ Check） 、 改善（ Act i on） のサイ ク ル（ PDCAサイ ク ル） に

よ り 、 看取り 介護を 実施する 体制を 構築する と と も に、 それを強化し ていく こ と が重要

であり 、 具体的には、 次のよ う な取組が求めら れる 。  

イ  看取り に関する 指針を 定める こ と で施設の看取り に対する 方針等を 明ら かにする

（ Pl an） 。  

ロ  看取り 介護の実施に当たっ ては、 当該入所者に係る 医師の診断を 前提にし て、 介

護に係る 計画に基づいて、 入所者がその人ら し く 生き 、 その人ら し い最期が迎えら

れる よ う 支援を行う （ Do） 。  

ハ 多職種が参加する ケアカンフ ァ レ ン ス 等を 通じ て、 実施し た看取り 介護の検証や、

職員の精神的負担の把握及びそれに対する 支援を行う （ Check） 。  

ニ 看取り に関する 指針の内容その他看取り 介護の実施体制について、 適宜、 適切な

見直し を行う （ Act i on） 。  

なお、 指定特定施設入居者生活介護事業者は、 看取り 介護の改善のために、 適宜、

家族等に対する 看取り 介護に関する 報告会並びに利用者等及び地域住民と の意見交換

によ る 地域への啓発活動を行う こ と が望ま し い。  

③ 質の高い看取り 介護を 実施する ためには、 多職種連携によ り 、 利用者等に対し 、 十

分な説明を 行い、 理解を 得る よ う 努める こ と が不可欠である 。 具体的には、 指定特定

施設入居者生活介護事業者は、 看取り 介護を 実施する に当たり 、 終末期にたど る 経過、

ロ  看取り 看護加算（ Ⅱ）  

( 1)  当該加算を算定する 期間において、 夜勤又は宿直を行う 看護職員の数が１

以上である こ と 。  

( 2)  イ ( 1) ～( 3) ま でのいずれにも 該当する も のである こ と 。  

次のいずれにも 適合し ている 利用者 

イ  医師が一般に認めら れている 医学的知見に基づき 回復の見込みがないと 診断し た

者である こ と 。  

ロ  医師、 生活相談員、 看護職員、 介護支援専門員その他の職種の者（ 以下こ の号に

おいて「 医師等」 ） が共同で作成し た利用者の介護に係る 計画について、 医師等の

う ちその内容に応じ た適当な者から 説明を 受け、 当該計画について同意し ている 者

（ その家族等が説明を受けた上で、 同意し ている 者を含む。 ） である こ と 。  

ハ 看取り に関する 指針に基づき 、 利用者の状態又は家族の求め等に応じ 随時、 医師

等の相互の連携の下、 介護記録等利用者に関する 記録を活用し 行われる 介護につい

ての説明を受け、 同意し た上で介護を 受けている 者（ その家族等が説明を受け、 同

意し た上で介護を受けている 者を含む。 ） である こ と 。  
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特定施設等において看取り に際し て行いう る 医療行為の選択肢、 医師や医療機関と の

連携体制など について、 利用者等の理解が得ら れる よ う 継続的な説明に努める こ と が

重要である 。 加えて、 説明の際には、 利用者等の理解を 助ける ため、 利用者に関する

記録を活用し た説明資料を作成し 、 その写し を提供する こ と 。  

④ 看取り 介護の実施に当たっ ては、 管理者を 中心と し て、 生活相談員、 介護職員、 看

護職員、 介護支援専門員等によ る 協議の上、 看取り に関する 指針が定めら れている こ

と が必要であり 、 同指針に盛り 込むべき 項目と し ては、 例えば、 以下の事項が考えら

れる 。  

イ  当該特定施設の看取り に関する 考え方 

ロ  終末期にたど る 経過（ 時期、 プロ セス ごと ） と それに応じ た介護の考え方 

ハ 特定施設等において看取り に際し て行いう る 医療行為の選択肢 

ニ 医師や医療機関と の連携体制（ 夜間及び緊急時の対応を含む）  

ホ 利用者等への情報提供及び意思確認の方法 

ヘ 利用者等への情報提供に供する 資料及び同意書の書式 

ト  家族への心理的支援に関する 考え方 

チ その他看取り 介護を受ける 利用者に対し て特定施設の職員が取る べき 具体的な対

応の方法 

⑤ 看取り に関する 指針に盛り 込むべき 内容を、 施設基準第23号ハ（ 夜間看護体制加算

の項を参照） に規定する 重度化し た場合における 対応に係る 指針に記載する 場合は、

その記載をも って看取り 指針の作成に代える こ と ができ る も のと する 。  

 

⑥ 看取り 介護の実施に当たっては、 次に掲げる 事項を介護記録等に記録する と と も

に、 多職種連携を図る ため、 医師、 看護職員、 介護職員、 介護支援専門員等によ る 適

切な情報共有に努める こ と 。  

イ  終末期の身体症状の変化及びこ れに対する 介護等についての記録 

ロ  療養や死別に関する 利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこ れに対する ケア

についての記録 

ハ 看取り 介護の各プロ セス において把握し た利用者等の意向と 、 それに基づく アセ

ス メ ント 及び対応についての記録 

⑦ 利用者等に対する 随時の説明に係る 同意については、 口頭で同意を得た場合は、 介

護記録にその説明日時、 内容等を記載する と と も に、 同意を得た旨を記載し ておく こ

と が必要である 。  

ま た、 利用者が十分に判断をでき る 状態になく 、 かつ、 家族の来訪が見込ま れない

よ う な場合も 、 医師、 生活相談員、 看護職員、 介護職員等が利用者の状態等に応じ て

随時、 利用者に対する 看取り 介護について相談し 、 共同し て看取り 介護を行っている

と 認めら れる 場合には、 看取り 介護加算の算定は可能である 。  

こ の場合には、 適切な看取り 介護が行われている こ と が担保さ れる よ う 、 介護記録

に職員間の相談日時、 内容等を記載する と と も に、 利用者の状態や、 家族と 連絡を取

ったにも かかわら ず特定施設への来訪がなかった旨を記載し ておく こ と が必要であ

る 。  

なお、 家族が利用者の看取り について共に考える こ と は極めて重要であり 、 指定特

定施設入居者生活介護事業者は、 連絡を取ったにも かかわら ず来訪がなかったと し て

も 、 継続的に連絡を取り 続け、 可能な限り 家族の意思を確認し ながら 介護を進める 必

要がある 。  

⑧  看取り 介護加算は、 利用者等告示第29号に定める 基準に適合する 看取り 介護を受け

た利用者が死亡し た場合に、 死亡日を含めて45日を上限と し て、 特定施設において行

った看取り 介護を評価する も のである 。  

死亡前に自宅へ戻ったり 、 医療機関へ入院し たり し た後、 自宅や入院先で死亡し た

場合でも 算定可能である が、 その際には、 当該特定施設において看取り 介護を直接行

っていない退居し た日の翌日から 死亡日ま での間は、 算定する こ と ができ ない。 （ し
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たがって、 退居し た日の翌日から 死亡日ま での期間が45日以上あった場合には、 看取

り 介護加算を算定する こ と はでき ない。 ）  

なお、 看取り 介護に係る 計画の作成及び看取り 介護の実施にあたっては、 厚生労働

省「 人生の最終段階における 医療・ ケアの決定プロ セス に関する ガイ ド ラ イ ン」 等を

参考にし つつ、 本人の意思を尊重し た医療・ ケアの方針が実施でき る よ う 、 多職種が

連携し 、 本人及びその家族と 必要な情報の共有等に努める こ と 。  

⑨ 特定施設を退居等し た月と 死亡し た月が異なる 場合でも 算定可能である が、 看取り

介護加算は死亡月にま と めて算定する こ と から 、 利用者側にと っては、 特定施設に入

居し ていない月についても 自己負担を請求さ れる こ と になる ため、 利用者が退居等す

る 際、 退居等の翌月に亡く なった場合に、 前月分の看取り 介護加算に係る 一部負担の

請求を行う 場合がある こ と を説明し 、 文書にて同意を得ておく こ と が必要である 。  

⑩ 特定施設は、 退居等の後も 、 継続し て利用者の家族への指導や医療機関に対する 情

報提供等を行う こ と が必要であり 、 利用者の家族、 入院先の医療機関等と の継続的な

関わり の中で、 利用者の死亡を確認する こ と ができ る 。  

なお、 情報の共有を円滑に行う 観点から 、 指定特定施設入居者生活介護事業者が入

院する 医療機関等に利用者の状態を尋ねたと き に、 当該医療機関等が指定特定施設入

居者生活介護事業者に対し て本人の状態を伝える こ と について、 退居等の際、 本人又

は家族に対し て説明をし 、 文書にて同意を得ておく こ と が必要である 。  

⑪  利用者が入退院をし 、 又は外泊し た場合であって、 当該入院又は外泊期間が死亡日

以前45日の範囲内であれば、 当該入院又は外泊期間を除いた期間について、 看取り 介

護加算の算定が可能である 。  

⑫  入院若し く は外泊又は退去の当日について看取り 介護加算を算定でき る かど う か

は、 当該日に所定単位数を算定する かどう かによ る  

⑬ 看取り 看護加算Ⅱを算定する 場合の「 夜勤又は宿直を行う 看護職員の数が１ 以上」

については、 病院、 診療所又は指定訪問看護ス テーショ ン（ 以下こ の⑬において「 病

院等」 と いう 。 ） の看護師又は准看護師が、 当該病院等の体制に支障を来すこ と な

く 、 特定施設において夜勤又は宿直を行う 場合についても 、 当該特定施設の施設基準

を満たすも のと し て差し 支えない。  

ま た、 特定施設と 同一建物内に病院等が所在し ている 場合、 当該病院等の体制に支

障を来すこ と なく 、 当該病院等に勤務する 看護師又は准看護師が、 特定施設において

夜勤又は宿直を行った場合と 同等の迅速な対応が可能な体制を確保し ていれば、 同様

に当該特定施設の施設基準を満たすも のと し て差し 支えない。  

 

（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 神奈川県Ｑ ＆Ａ 】 平成２ ４ 年度介護報酬改定に係る Ｑ ＆Ａ  ( 抜粋)  

「 医師が一般に認めら れている 医学的知見に基づき 回復の見込みがないと 診断し たも

のである こ と 。 」 と の要件を満たすためには「 医師の診断書」 を要する か。  

（ 答） 「 医師が一般に認めら れている 医学的知見に基づき 回復の見込みがないと 診断し

たも のである こ と 。 」 が客観的に分かり さ えすれば、 必ずし も 診断書を要し ない。  

なお、 診断書に代わる も のの一例と し て次のよ う な書面が想定さ れる 。  

・ 医師が見解を記し た書面、 ムンテラ 記録 

 

「 利用者ま たは家族等の同意を 得て、 利用者の介護に係る 計画が作成さ れている こ

と 。 」 と の加算要件がある が、 加算の起算日は次のう ちいずれになる のか。  

1,  医師が見解を記し た書面等の取得日 

2,  看取り についての同意を得た日 

3,  看取り について同意を得た後に作成する 看取り を反映し たケアプラ ンの同意日 

（ 答） 加算の起算日は『 2, 看取り についての同意を得た日』 と なる 。  

なお、 「 看取り 介護についての同意書( 任意様式) 」 等の同意を 得ている こ と が分
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かる 書類を備えておく こ と 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成２ ７ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ 平成２ ７ 年４ 月１ 日） 抜粋 

（ 平成2７ 年４ 月1日 介護保険最新情報Vol . 454）  

問116 加算の算定要件と し て、 医師の関与が求めら れている が、 特定施設の職員と

し て医師を配置し なければなら ないと いう こ と か。  

（ 答） 看取り 介護加算は、 利用者の終末期において関与する 多職種が連携し て看取り 介

護を行う こ と を求めている も のである ため、 医師の関与について、 特定施設の職員

と し ての医師によ る も のに限ら れない。  

 

問117 看取り 介護加算の算定要件と なっている 「 看取り に関する 指針」 について

は、 入居の際に、 利用者や家族に対し て指針の内容を説明し て同意を得る こ と と さ

れている が、 入居時点で自立・ 要支援の方であっても 同様の取り 扱いと なる のか。  

（ 答） 混合型特定施設にあっては、 入居者が要介護状態に至り 、 実際に特定施設入居者

生活介護の利用を開始する 際に説明・ 同意の手続き を行う こ と で差し 支えない。  

なお、 自立・ 要支援の高齢者に対する 「 看取り に関する 指針」 の説明を、 入居の

際に行う こ と を妨げる も のではない。  

 

問118 看取り 介護加算の算定要件と なっている 「 看取り に関する 指針」 について

は、 入居の際に、 利用者や家族に対し て指針の内容を説明し て同意を得る こ と と さ

れている が、 指針の策定以前から 既に入居し ている 利用者の場合は、 どのよ う に取

り 扱えば良いのか。  

（ 答） 特定施設において「 看取り に関する 指針」 を作成し た際に、 速やかに説明を行っ

ている 場合には、 入居の際に説明を行ったも のと みなし て差し 支えない。  

 

問119 看取り に関する 指針の内容について見直し を行って変更し た場合には、 既存

の利用者等に対し て、 改めて説明を行い、 同意を得る 必要がある か。  

（ 答） 介護福祉施設サービ ス の場合と 同様、 「 看取り に関する 指針」 の見直し によ り 、

「 当該施設の看取り に関する 考え方」 等の重要な変更があった場合には、 改めて利

用者及びその家族等に説明を行い、 同意を得る 必要がある 。 なお、 それ以外の場合

についても 、 利用者等への周知を行う こ と が適切である 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問86  特定施設入居者生活介護における 看取り 介護加算( Ⅱ) は、 看取り 介護加算

( Ⅰ) と 併算定可能か。  

（ 答） 夜勤又は宿直を行う 看護職員が配置さ れている 日には、 看取り 介護加算( Ⅱ) を、

配置さ れていない日には、 看取り 介護加算( Ⅰ) を算定する こ と ができ る 。  

 

15 認知症専門ケア加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -へ、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １ ５ ) )   

（ １ ） 認知症専門ケア加算の算定要件 

特定施設入居者生活介護費について、 別に厚生労働大臣が定める 基準に適合し ている

も のと し て都道府県知事に届け出た指定特定施設が、 別に厚生労働大臣が定める 者に対

し 、 専門的な認知症ケアを行った場合は、 当該基準に掲げる 区分に従い、 １ 日につき 次

に掲げる 所定単位数を加算する 。 ただし 、 次に掲げる いずれかの加算を査定し ている 場

合においては、 次に掲げる その他の加算は算定し ない。  

( 1)  認知症専門ケア加算（ Ⅰ）  

( 2)  認知症専門ケア加算（ Ⅱ）  

※いずれも 単位数は省略 
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〇厚生路同大臣が定める 基準（ 大臣基準告示第三号の二）  

 

〇厚生労働大臣が定める 者（ 利用者告示第三十号）  

 

 

 

 

（ ２ ） 認知症専門ケア加算の留意点 

① 「 日常生活に支障を来すおそれのある 症状若し く は行動が認めら れる こ と から 介護を

必要と する 認知症の者」 と は、 日常生活自立度のラ ンク Ⅲ、 Ⅳ又はＭに該当する 入居

者を指すも のと する 。  

② 「 認知症介護に係る 専門的な研修」 と は、 「 認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」 （ 平成18年３ 月31日老発第0331010号厚生労働省老健局長通知） 、 「 認知症介護

実践者等養成事業の円滑な運営について」 （ 平成18年３ 月31日老計第0331007号厚生労

働省計画課長通知） に規定する 「 認知症介護実践リ ーダー研修」 及び認知症看護に係

る 適切な研修を指すも のと する 。  

③ 「 認知症ケアに関する 留意事項の伝達又は技術的指導に係る 会議」 は、 テレ ビ電話装

置等を活用し て行う こ と ができ る も のと する 。 こ の際、 個人情報保護委員会・ 厚生労

働省「 医療・ 介護関係事業者における 個人情報の適切な取扱いのためのガイ ダン

ス 」 、 厚生労働省「 医療情報シス テムの安全管理に関する ガイ ド ラ イ ン」 等を遵守す

る こ と 。  

④「 認知症介護の指導に係る 専門的な研修」 と は、 「 認知症介護実践者等養成事業の実

施について」 、 「 認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」 に規定する  

「 認知症介護指導者研修」 及び認知症看護に係る 適切な研修を指すも のと する 。  

 

（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成２ ７ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ 平成２ ７ 年４ 月１ 日） 抜粋 

（ 平成２ ７ 年４ 月1日 介護保険最新情報Vol . 454）  

イ  認知症専門ケア加算（ Ⅰ）  

次のいずれにも 適合する こ と 。  

（ １ ） 施設における 利用者の総数のう ち、 日常生活に支障を来すおそれのある 症状

若し く は行動が認めら れる こ と から 介護を必要と する 認知症の者（ 以下「 対象

者」 と いう 。 ） の占める 割合が２ 分の１ 以上である こ と 。  

（ ２ ） 認知症介護に係る 専門的な研修を修了し ている 者を、 対象者の数が20未満で

ある 場合にあっては１ 以上、 当該対象者の数が20人以上である 場合にあっては

１ に当該対象者の数が19を超えて10又はその端数を増すごと に１ を加えて得た

数以上配置し 、 チームと し て専門的な認知症ケアを実施し ている こ と 。  

（ ３ ） 当該施設の従業者に対する 認知症ケアに関する 留意事項の伝達又は技術的指

導に係る 会議を定期的に開催し ている こ と 。  

 

ロ  認知症専門ケア加算（ Ⅱ）  

次のいずれにも 適合する こ と 。  

（ １ ） イ の基準のいずれにも 適合する こ と  

（ ２ ） 認知症介護の指導に係る 専門的な研修を修了し ている 者を１ 名以上配置

し 、 施設全体の認知症ケアの指導等を実施し ている こ と 。  

（ ３ ） 当該施設における 介護職員、 看護職員ごと の認知症ケアに関する 研修計画 

を作成し 、 当該計画に従い、 研修を実施又は実施を予定し ている こ と 。  

日常生活に支障を 来すおそれのある 症状又は行動が認めら れる こ と から 介護を 必

要と する 認知症の者 
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問115 特定施設入居者生活介護の認知症専門ケア加算の算定要件は、 入居者のう ち

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の割合が1/2 以上である こ と が求めら れている

が、 他のサービス と 同様、 届出日の属する 月の前三月の各月末時点の利用者数の平

均で算定する と いう こ と で良いのか。  

（ 答） 貴見のと おり である 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ４ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月29日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ３ ）  

問29 認知症専門ケア加算の算定要件について、 「 認知症介護に係る 専門的な研修」

や「 認知症介護の指導に係る 専門的な研修」 のう ち、 認知症看護に係る 適切な研修

と は、 どのよ う なも のがある か。  

（ 答）  

・  現時点では、 以下のいずれかの研修である 。  

① 日本看護協会認定看護師教育課程「 認知症看護」 の研修 

② 日本看護協会が認定し ている 看護系大学院の「 老人看護」 及び「 精神看護」 の専

門看護師教育課程 

③ 日本精神科看護協会が認定し ている 「 精神科認定看護師」  

・  ただし 、 ③については認定証が発行さ れている 者に限る 。  

 

問30 認知症高齢者の日常生活自立度の確認方法如何。  

（ 答）  

・  認知症高齢者の日常生活自立度の決定に当たっては、 医師の判定結果又は主治医意

見書を用いて、 居宅サービ ス 計画又は各サービス の計画に記載する こ と と なる 。 な

お、 複数の判定結果がある 場合には、 最も 新し い判定を用いる 。  

・  医師の判定が無い場合は、 「 要介護認定等の実施について」 に基づき 、 認定調査員

が記入し た同通知中「 ２ ( 4) 認定調査員」 に規定する 「 認定調査票」 の「 認定調査票

（ 基本調査） 」 ７ の「 認知症高齢者の日常生活自立度」 欄の記載を用いる も のと す

る 。  

・  こ れら について、 介護支援専門員はサービス 担当者会議などを通じ て、 認知症高齢

者の日常生活自立度も 含めて情報を共有する こ と と なる 。  

（ 注） 指定居宅サービス に要する 費用の額の算定に関する 基準（ 訪問通所サービ ス 、

居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る 部分） 及び指定居宅介護支援に要する

費用の額の算定に関する 基準の制定に伴う 実施上の留意事項について（ 平成12 年

3３ 月１ 日老企第36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 第二１ ( 7) 「 「 認知症

高齢者の日常生活自立度」 の決定方法について」 、 指定介護予防サービス に要す

る 費用の額の算定に関する 基準の制定に伴う 実施上の留意事項について」 の制定

及び「 指定居宅サービス に要する 費用の額の算定に関する 基準（ 訪問通所サービ

ス 及び居宅療養管理指導に係る 部分） 及び指定居宅介護支援に要する 費用の額の

算定に関する 基準の制定に伴う 実施上の留意事項について」 等の一部改正につい

て（ 平成18 年３ 月17 日老計発0317001 号、 老振発0317001 号、 老老発0317001 

号厚生労働省老健局計画・ 振興・ 老人保健課長連名通知） 別紙１ 第二１ ( 6)  

「 「 認知症高齢者の日常生活自立度」 の決定方法について」 及び指定地域密着型

介護サービ ス に要する 費用の額の算定に関する 基準及び指定地域密着型介護予防

サービ ス に要する 費用の額の算定に関する 基準の制定に伴う 実施上の留意事項に

ついて（ 平成18 年３ 月31 日老計発0331005 号、 老振発0331005 号、 老老発

0331018 号厚生労働省老健局計画・ 振興・ 老人保健課長連名通知） 第二１ ( 12)
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「 「 認知症高齢者の日常生活自立度」 の決定方法について」 の記載を確認する こ

と 。  

 

問31 認知症介護に係る 専門的な研修を修了し た者を配置する と ある が、 「 配置」 の

考え方如何。 常勤要件等はある か。  

（ 答）  

・  専門的な研修を修了し た者の配置については、 常勤等の条件は無いが、 認知症チー

ムケアや認知症介護に関する 研修の実施など 、 本加算制度の要件を満たすためには

事業所内での業務を実施する 必要がある こ と から 、 加算対象事業所の職員である こ

と が必要である 。  

・  なお、 本加算制度の対象と なる 事業所は、 専門的な研修を修了し た者の勤務する 主

たる 事業所１ か所のみである 。  

問32 認知症専門ケア加算（ Ⅱ） の認知症介護指導者は、 研修修了者であれば管理者

でも かま わないか。  

（ 答） 認知症介護指導者研修修了者であり 、 適切に事業所全体の認知症ケアの実施等を

行っている 場合であれば、 その者の職務や資格等については問わない。  

 

問33 認知症介護実践リ ーダー研修を修了し ていないが、 都道府県等が当該研修修了

者と 同等の能力を有する と 認めた者であって、 認知症介護指導者養成研修を修了し

た者について、 認知症専門ケア加算における 認知症介護実践リ ーダー研修修了者と

し てみなすこ と はでき ないか。  

（ 答）  

・  認知症介護指導者養成研修については認知症介護実践研修（ 認知症介護実践者研修

及び認知症介護実践リ ーダー研修） の企画・ 立案に参加し 、 又は講師と し て従事す

る こ と が予定さ れている 者である こ と がその受講要件にあり 、 平成20 年度ま でに行

われたカリ キュ ラ ムにおいては認知症介護実践リ ーダー研修の内容が全て含ま れて

いたこ と 等の経過を踏ま え、 認知症介護実践リ ーダー研修が未受講であっても 当該

研修を修了し たも のと みなすこ と と する 。  

・  従って、 加算対象と なる 者が20 名未満の場合にあっては、 平成20 年度以前の認知

症介護指導者養成研修を修了し た者（ 認知症介護実践リ ーダー研修の未受講者） 1 

名の配置で認知症専門ケア加算Ⅱを算定でき る こ と と なる 。  

 

問34 例えば、 平成18 年度よ り 全国社会福祉協議会が認定し 、 日本介護福祉士会等が

実施する 「 介護福祉士ファ ース ト ス テッ プ研修」 については、 認知症介護実践リ ー

ダー研修相当と し て認めら れる か。  

（ 答） 本加算制度の対象と なる 認知症介護実践リ ーダー研修については、 自治体が実施

又は指定する 研修と し ており 、 研修カリ キュ ラ ム、 講師等を審査し 、 適当と 判断さ

れた場合には認めら れる 。  

 

問35 認知症介護実践リ ーダー研修修了者は、 「 痴呆介護研修事業の実施について」

（ 平成12 年９ 月５ 日老発第623 号） 及び「 痴呆介護研修事業の円滑な運営につい

て」 （ 平成12 年10 月25 日老計第43 号） において規定する 専門課程を修了し た者

も 含むのか。  
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（ 答） 含むも のと する 。  

 

 

16 サービ ス 提供体制強化加算 ( 厚告１ ９ 別表１ ０ -ト -注、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( １ ６ ) )  

（ １ ） サービ ス 提供体制強化加算の算定要件 

別に厚生労働大臣が定める 基準に適合し ている も のと し て都道府県知事に届け出た指

定特定施設が、 利用者に対し 、 指定特定施設入居者生活介護を 行っ た場合は、 当該基準

に掲げる 区分に従い、 １ 日につき 次に掲げる 所定単位数を 加算する 。 ただし 、 次に掲げ

る いずれかの加算を 算定し ている 場合においては、 次に掲げる その他の加算は算定し な

い。  

( 1)  サービ ス 提供体制加算（ Ⅰ）  

( 2)  サービ ス 提供体制加算（ Ⅱ）  

( 3)  サービ ス 提供体制加算（ Ⅲ）  

※いずれも 単位数は省略 

 

〇厚生労働大臣が定める 基準（ 大臣基準告示第四十三号）  

イ  サービ ス 提供体制強化加算( Ⅰ)  

次のいずれにも 適合する こ と 。  

( 1)  次のいずれかに適合する こ と 。 ただし 、 指定特定施設入居者生活介護事業

者が、 指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者の指定を 併せて受け、 か

つ、 指定特定施設入居者生活介護の事業と 指定介護予防特定施設入居者生活

介護の事業と が同一の施設において一体的に運営さ れている 場合における 、

介護職員の総数の算定にあっ ては、 指定特定施設入居者生活介護を 提供する

介護職員と 指定介護予防特定施設入居者生活介護を 提供する 介護職員の合計

数によ る も のと する 。  

（ 一） 指定特定施設の介護職員の総数のう ち、 介護福祉士の占める 割合が100

分の70以上である こ と  

（ 二） 指定特定施設の介護職員の総数のう ち、 勤続年数10年以上の介護福祉士

の占める 割合が100分の25以上である こ と 。  

( 2)  提供する 指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する 取組を 実施し て

いる こ と 。  

( 3)  人員基準欠如に該当し ていないこ と 。  

 

ロ  サービ ス 提供体制強化加算( Ⅱ)  

次のいずれにも 適合する こ と 。  

( 1)  指定特定施設の介護職員の総数のう ち、 介護福祉士の占める 割合が100分の

60以上である こ と 。 ただし 、 介護職員の総数の算定にあっては、 イ （ 1） ただ

し 書の規定を準用する 。  

( 2)  人員基準欠如に該当し ていないこ と 。  

 

ハ サービ ス 提供体制強化加算( Ⅲ)  

次のいずれにも 適合する こ と 。  

( 1)  次のいずれかに適合する こ と 。 ただし 、 介護職員、 看護・ 介護職員又は職員

の総数の算定にあっては、 イ （ １ ） ただし 書の規定を準用する 。  

（ 一） 指定特定施設の介護職員の総数のう ち、 介護福祉士の占める 割合が100

分の50以上である こ と 。     

（ 二） 指定特定施設の看護・ 介護職員の総数のう ち、 常勤職員の占める 割合が

100分の75以上である こ と 。  

（ 三） 指定特定施設入居者生活介護を 入居者に直接提供する 職員の総数のう
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（ ２ ） サービ ス 提供体制強化加算の留意点 

① 職員の割合の算出に当たっ ては、 常勤換算方法によ り 算出し た前年度（ ３ 月を 除

く 。 ） の平均を用いる こ と と する 。 なお、 こ の場合の介護職員に係る 常勤換算にあ

っ ては、 利用者・ 入所者への介護業務（ 計画作成等介護を 行う に当たっ て必要な業

務は含ま れる が、 請求事務等介護に関わら ない業務を 除く 。 ） に従事し ている 時間

を用いても 差し 支えない。  

ただし 、 前年度の実績が６ 月に満たない事業所（ 新たに事業を 開始し 、 又は再開

し た事業所を 含む。 ） については、 届出日の属する 月の前３ 月について、 常勤換算

方法によ り 算出し た平均を用いる こ と と する 。 し たがっ て、 新たに事業を 開始し 、

又は再開し た事業者については、 ４ 月目以降届出が可能と なる も のである こ と 。  

なお、 介護福祉士については、 各月の前月の末日時点で資格を 取得し ている 者と

する こ と 。  

② 前号ただし 書の場合にあっ ては、 届出を 行っ た月以降においても 、 直近３ 月間の

職員の割合につき 、 毎月継続的に所定の割合を維持し なければなら ない。 なお、 その

割合については、 毎月記録する も のと し 、 所定の割合を下回った場合については、 直

ちに訪問通所サービ ス 通知第１ の５ の届出を提出し なければなら ない。  

③ 勤続年数と は、 各月の前月の末日時点における 勤続年数をいう も のと する 。  

④ 勤続年数の算定に当たっ ては、 当該事業所における 勤務年数に加え、 同一法人等

の経営する 他の介護サービ ス 事業所、 病院、 社会福祉施設等においてサービ ス を 利

用者に直接提供する 職員と し て勤務し た年数を含める こ と ができ る も のと する 。  

⑤ 同一の事業所において指定介護予防特定施設入居者生活介護を 一体的に行っ てい

る 場合においては、 本加算の計算も 一体的に行う こ と と する 。  

⑥ 指定特定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護を 入居者

に直接提供する 職員と は、 生活相談員、 介護職員、 看護職員又は機能訓練指導員と

し て勤務を行う 職員を指すも のと する 。  

⑦ 提供する 指定特定施設入居者生活介護の質の向上に資する 取組については、 サー

ビ ス の質の向上や利用者の尊厳の保持を 目的と し て、 事業所と し て継続的に行う 取

組を指すも のと する 。  

（ 例）  

・  Ｌ Ｉ Ｆ Ｅ を活用し たＰ Ｄ Ｃ Ａ サイ ク ルの構築 

・  Ｉ Ｃ Ｔ ・ テク ノ ロ ジーの活用 

・  高齢者の活躍（ 居室やフ ロ ア等の掃除、 食事の配膳・ 下膳などのほか、 経理や労

務、 広報など も 含めた介護業務以外の業務の提供） 等によ る 役割分担の明確化 

・  ケアに当たり 、 居室の定員が２ 以上である 場合、 原則と し てポータ ブルト イ レ を

使用し ない方針を立てて取組を行っている こ と  

実施に当たっては、 当該取組の意義・ 目的を 職員に周知する と と も に、 適時のフ

ォ ロ ーアッ プや職員間の意見交換等によ り 、 当該取組の意義・ 目的に則っ たケアの

実現に向けて継続的に取り 組むも のでなければなら ない。  

 

（ ３ ） Ｑ ＆Ａ 集 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成２ ７ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ 平成２ ７ 年４ 月１ 日） 抜粋 

（ 平成2７ 年４ 月1日 介護保険最新情報Vol . 454）  

問114 特定施設入居者生活介護の事業所においては、 人員配置が手厚い場合の介護

サービス 利用料を入居者から 徴収する 事が可能と さ れている が、 サービス 提供体制

強化加算を算定し た場合でも 、 引き 続き 利用料を徴収する 事は可能か。  

（ 答） 人員配置が手厚い場合の介護サービ ス 利用料（ 上乗せ介護サービ ス 費用） につい

ち、 勤続年数７ 年以上の者の占める 割合が100分の30以上である こ と 。  

（ 2） 人員基準欠如に該当し ていないこ と 。  
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ては、 介護職員・ 看護職員の人数が量的に基準を 上回っ ている 部分について、 利用

者に対し て、 別途の費用負担を 求める こ と と し ている も のである 。 一方で、 サービ

ス 体制強化加算は、 介護職員における 介護福祉士の割合など 質的に高いサービ ス 提

供体制を 整えている 特定施設を 評価する も のである ため、 両者は異なる 趣旨によ る

も のである 。 従って、 上乗せ介護サービ ス 利用料を 利用者から 受領し つつ、 サービ

ス 提供体制強化加算の算定を受ける こ と は可能である 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 平成27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（ Vol . 2） 抜粋 

（ 平成２ ７ 年４ 月３ ０ 日 介護保険最新情報Vol . ４ ７ １ ）  

問63 サービ ス 提供体制強化加算の新区分の取得に当たっ て、 職員の割合について

は、 こ れま でと 同様に、 １ 年以上の運営実績がある 場合、 常勤換算方法によ り 算出

し た前年度の平均（ ３ 月分を除く 。 ） を も って、 運営実績が６ 月に満たない事業所

（ 新たに事業を 開始し た事業所又は事業を再開し た事業所） の場合は、 ４ 月目以降

に、 前３ 月分の実績をも って取得可能と なる と いう こ と でいいのか。  

（ 答） 貴見のと おり 。  

なお、 こ れま でと 同様に、 運営実績が６ 月に満たない場合の届出にあっ ては、 届

出を 行っ た月以降においても 、 毎月所定の割合を 維持し なければなら ず、 その割合

については毎月記録する 必要がある 。  

 

問64 サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） イ と サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） ロ は同

時に取得する こ と は可能か。 不可である 場合は、 サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ）

イ を取得し ていた事業所が、 実地指導等によ っ て、 介護福祉士の割合が60％を下回

っていたこ と が判明し た場合は、 全額返還と なる のか。  

（ 答） サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） イ と サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） ロ を 同時

に取得する こ と はでき ない。  

ま た、 実地指導等によ っ て、 サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） イ の算定要件を満

たさ ないこ と が判明し た場合、 都道府県知事等は、 支給さ れた加算の一部又は全部

を返還さ せる こ と が可能と なっている 。  

なお、 サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） イ の算定要件を 満たし ていないが、 サー

ビ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） ロ の算定要件を 満たし ている 場合には、 後者の加算を

取得する ための届出が可能であり 、 サービ ス 提供体制強化加算（ Ⅰ） イ の返還等と

併せて、 後者の加算を取得する ための届出を行う こ と が可能である 。  

 

問65 特定施設入居者生活介護の事業所においては、 人員配置が手厚い場合の介護サ

ービス 利用料を 入居者から 徴収する 事が可能と さ れている が、 サービ ス 提供体制強

化加算を取得し た場合でも 、 引き 続き 利用料を徴収する 事は可能か。  

（ 答） 人員配置が手厚い場合の介護サービ ス 利用料（ 上乗せ介護サービ ス 費用） につい

ては、 介護職員・ 看護職員の人数が量的に基準を 上回っ ている 部分について、 利用

者に対し て、 別途の費用負担を 求める こ と と し ている も のである 。 一方で、 サービ

ス 体制強化加算は、 介護職員における 介護福祉士の割合など 質的に高いサービ ス 提

供体制を 整えている 特定施設を 評価する も のである ため、 両者は異なる 趣旨によ る

も のである 。  

従っ て、 上乗せ介護サービ ス 利用料を 利用者から 受領し つつ、 サービ ス 提供体制

強化加算の算定を受ける こ と は可能である 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ３ ） 抜粋 

（ 令和３ 年３ 月26日 介護保険最新情報Vol . ９ ５ ２ ）  

問126 「 10 年以上介護福祉士が30％」 と いう 最上位区分の要件について、 勤続年数
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はど のよ う に計算する のか。  

（ 答）  

・  サービス 提供体制強化加算における 、 勤続10 年以上の介護福祉士の割合に係る 要

件については、  

－ 介護福祉士の資格を有する 者であって、 同一法人等での勤続年数が10 年以上

の者の割合を要件と し たも のであり 、  

－ 介護福祉士の資格を取得し てから 10 年以上経過し ている こ と を求める も ので

はないこ と 。  

・  「 同一法人等での勤続年数」 の考え方について、  

－ 同一法人等（ ※） における 異なる サービ ス の事業所での勤続年数や異なる 雇

用形態、 職種（ 直接処遇を行う 職種に限る 。 ） における 勤続年数 

－ 事業所の合併又は別法人によ る 事業の承継の場合であって、 当該施設・ 事業

所の職員に変更がないなど 、 事業所が実質的に継続し て運営し ている と 認めら

れる 場合の勤続年数は通算する こ と ができ る 。  

（ ※） 同一法人のほか、 法人の代表者等が同一で、 採用や人事異動、 研修が一体と し て

行われる 等、 職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている 場合も 含ま れる 。  

・  なお、 介護職員等特定処遇改善加算において、 当該事業所における 経験・ 技能の

ある 介護職員の「 勤続年数10 年の考え方」 と は異なる こ と に留意する こ と 。  

 

 

17 障害者等支援加算（ 厚労告165別表第1-１ -注２ 、 高労告８ ２ 、 老企４ ０ ： 第２ -４ ( ２ ) -

③)  

 県( ※指定権者) への届出 ： 不要 

（ １ ） 障害者等支援加算の算定基準 

養護老人ホーム（ 老人福祉法（ 昭和38年法律第133号） 第20条の４ に規定する 養護老人

ホーム を いう 。 ） において、 別に厚生労働大臣が定める 者に対し て基本サービ ス を 行っ

た場合に、 障害者等支援加算と し て、 所定単位数に加算する 。  

※外部サービ ス 利用型特定施設入居者生活介護基本サービ ス 費を 行っ た場合に算定でき

ま す。  

 

〇厚生労働大臣が定める 者（ 平成21告82・ 一）  

知的障害又は精神障害を 有する 利用者であっ て、 こ れら の障害の状況によ り 、 指

定居宅サービ ス 基準第192条の２ に規定する 基本サービ ス の提供に当たっ て、 特に支

援を必要と する も の 

 

〇他の居宅サービ ス 及び地域密着型サービ ス の利用について（ 平成12年３ 月８ 日付け老

企第40号第２ の４ （ ２ ） ）  

③ 障害者等支援加算について 

「 知的障害又は精神障害を 有する 者」 と は、 具体的には以下の障害等を 有する

者を指すも のである 。  

イ  「 療育手帳制度について」 （ 昭和49年９ 月27日付厚生省発児第156号厚生事務

次官通知） 第五の２ の規定によ り 療育手帳の交付を受けた者 

ロ  「 精神保健及び精神障害者福祉に関する 法律」 （ 昭和25年法律第123号） 第45

条第２ 項の規定によ り 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

ハ 医師によ り 、 イ 又はロ と 同等の症状を有する も のと 診断さ れた者 
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【 ポイ ント 】  

養護老人ホーム であ る 外部サービ ス 利用型特定施設において、 知的障害や精

神障害等によ り 特に支援を 必要と する 利用者に対し て基本サービ ス を 提供し た

場合を評価する 加算です 
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18 介護職員処遇改善加算 

介護職員等特定処遇改善加算の内容について は、 令和４ 年６ 月21日付け 老発0621第１

号「 介護職員処遇改善加算、 介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベース ア ッ プ

等支援加算に関する 基本的考え 方並びに事務処理手順及び様式例の 提示について 」 を 参

照し て く ださ い。  

なお、 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び加算（Ⅴ）については、上位区分の算定が進んでいることを

踏まえ、一年間の経過措置期間を設定して廃止されました。 

1 キャ リ アパス 要件と 職場環境等要件 

介護職員処遇改善加算（ Ⅰ） ・ （ Ⅱ） ・ （ Ⅲ） を算定する 要件と し て、 キャ リ アパス 要

件と 職場環境等要件があり ま す。  

（ １ ） キャ リ アパス 要件Ⅰ  

次のイ 、 ロ 及びハを満たすこ と 。  

イ  介護職員の任用の際における 職位・ 職責又は職務内容等に応じ た任用等の要件（ 介

護所金の賃金に関する も のを含む。 ） を定めている こ と  

ロ  イ に掲げる 職位、 職責又は職務内容等に応じ た賃金体系（ 一時金等の臨時的に支払

われる も のを除く 。 ） について定めている こ と 。  

ハ イ 及びロ の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し 、 全ての介護

職員に周知し ている こ と 。  

（ ２ ） キャ リ アパス 要件Ⅱ  

次のイ 及びロ を満たすこ と 。  

イ  介護職員の職務内容等を 踏ま え、 介護職員と 意見を 交換し ながら 、 資質向

上の目標及び一又は二に掲げる 事項に関する 具体的な計画を 策定し 、 当該計

画に係る 研修の実施又は研修の機会を 確保し ている こ と 。  

一 資質向上のための計画に沿って、 研修機会の提供又は技術指導等を 実施

（ OJT、 OFF-JT 等） する と と も に、 介護職員の能力評価を 行う こ と 。  

二 資格取得のための支援（ 研修受講のための勤務シフ ト の調整、 休暇の付

与、 費用（ 交通費、 受講料等） の援助等） を 実施する こ と 。  

ロ  イ について、 全ての介護職員に周知し ている こ と 。  

（ ３ ） キャ リ アパス 要件Ⅲ 

  次のイ 及びロ を 満たすこ と 。  

イ  介護職員について、 経験若し く は資格等に応じ て昇給する 仕組み又は一定の基準に

基づき 定期に昇給を判定する 仕組みを設けている こ と 。 具体的には、 次の一から 三ま

でのいずれかに該当する 仕組みである  

こ と 。  

一 経験に応じ て昇給する 仕組み 

「 勤続年数」 や「 経験年数」 などに応じ て昇給する 仕組みである こ と 。  

二 資格等に応じ て昇給する 仕組み 

「 介護福祉士」 や「 実務者研修修了者」 など の取得に応じ て昇給する 仕組みで

ある こ と 。 ただし 、 介護福祉士資格を有し て当該事業者や法人で就業する 者につ

いても 昇給が図ら れる 仕組みである こ と を要する 。  
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三 一定の基準に基づき 定期に昇給を判定する 仕組み 

「 実技試験」 や「 人事評価」 などの結果に基づき 昇給する 仕組みである こ と 。

ただし 、 客観的な評価基準や昇給条件が明文化さ れている こ と を要する 。  

ロ  イ の内容について、 就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し 、 全ての介護

職員に周知し ている こ と 。  

 

【 賃金体系と は？】  

○ 職務や職能に応じ た等級を定め、 それに応じ た基本給を定める こ と や、 役職、 資

格、 能力、 経験又は職務内容等に応じ 手当等を定める こ と 。  

 

  【 就業規則等と は？】  

○ 就業規則や給与規程のほか、 法人内部の要綱・ 要領・ 規定や内規（ 就業規則作成義

務のない事業所） 類を指す。  

※ 就業規則は、 従業者の雇用形態、 勤務時間等に関係なく 、 常時 10 人以上の従業者

を雇用する 場合は作成し なければなら ず、 過半数組合ま たは従事者の過半数代表

者から の意見書を添付し たう えで、 労働基準監督署へ届出なければなり ま せん。

変更があった場合はその都度届出が必要になり ま す。  

 

（ ４ ） 職場環境等要件 

・ 届出に係る 計画の期間中に実施する 処遇改善（ 賃金改善を除く 。 ） の内容（ 表１ ） を全

ての介護職員に周知し ている こ と 。  

 ・ 届出に係る 計画の期間中に実施する 事項について全体で必ず１ つ以上実施する こ と 。   

( ただし 、 選択し たキャ リ アパス に関する 要件で求めら れている 事項と 重複し ないこ  

と 。 )  

表１  職場環境等要件について  

区分 内容 

入職促進に

向けた取組 

・ 法人や事業所の経営理念やケア方針・ 人材育成方針、 その実現のための施策・ 仕組みなど の 

明確化 

・ 事業者の共同によ る 採用・ 人事ロ ーテーショ ン・ 研修のための制度構築 

・ 他産業から の転職者、 主婦層、 中高年齢者等、 経験者・ 有資格者等にこ だわら ない幅広い採 

用の仕組みの構築 

・ 職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等によ る 職業魅力度向上の取組の実施 

資質の向上

やキャ リ ア

アッ プに向

けた支援 

・ 働き ながら 介護福祉士取得を 目指す者に対する 実務者研修受講支援や、 よ り 専門性の高い介護技術

を 取得し よ う と する 者に対する 喀痰吸引、 認知症ケア、 サービ ス 提供責任者研修、 中堅職員に対する

マネジメ ント 研修の受講支援等 

・ 研修の受講やキャ リ ア段位制度と 人事考課と の連動 

・ エルダー・ メ ンタ ー（ 仕事やメ ンタ ル面のサポート 等を する 担当者） 制度等導入 

 （例） ・ 介護福祉士等の資格、介護職員初任者研修や介護職員実務者研修等の受講状況に応じ

た賃金水準の策定 

    ・ 人事評価（実績・勤務成績・能力等）を踏まえた賃金への反映 
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・ 上位者・ 担当者等によ る キャ リ ア面談など 、 キャ リ アアッ プ等に関する 定期的な相談の機会の確保 

両立支援・

多様な働き

方の推進 

・ 子育てや家族等の介護等と 仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、 事業所内託児 

 施設の整備 

・ 職員の事情等の状況に応じ た勤務シフ ト や短時間正規職員制度の導入、 職員の希望に即し た 

非正規職員から 正規職員への転換の制度等の整備 

・ 有給休暇が取得し やすい環境の整備 

・ 業務や福利厚生制度、 メ ンタ ルヘルス 等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実 

腰痛を 含む

心身の健康

管理 

・ 介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、 介護ロ ボッ ト やリ フ ト 等の介護機 

器等導入及び研修等によ る 腰痛対策の実施 

・ 短時間勤務労働者等も 受診可能な健康診断・ ス ト レ ス チェ ッ ク や、 従業員のための休憩室の 

設置等健康管理対策の実施 

・ 雇用管理改善のための管理者に対する 研修等の実施 

・ 事故・ ト ラ ブルへの対応マニュ アル等の作成等の体制の整備 

生産性向上

のための業

務改善の取

組 

・ タ ブレ ッ ト 端末やイ ン カム等のＩ Ｃ Ｔ 活用や見守り 機器等の介護ロ ボッ ト やセンサー等の導 

入によ る 業務量の縮減 

・ 高齢者の活躍（ 居室やフ ロ ア等の掃除、 食事の配膳・ 下膳など のほか、 経理や労務、 広報な 

ど も 含めた介護業務以外の業務の提供） 等によ る 役割分担の明確化 

・ ５ S活動（ 業務管理の手法の１ つ。 整理・ 整頓・ 清掃・ 清潔・ 躾の頭文字を と っ たも の） 等の 

実践によ る 職場環境の整備 

・ 業務手順書の作成や、 記録・ 報告様式の工夫等によ る 情報共有や作業負担の軽減 

やり がい・

働き がいの

醸成 

・ ミ ーティ ン グ等によ る 職場内コ ミ ュ ニケーショ ンの円滑化によ る 個々の介護職員の気づき を 踏ま え

た勤務環境やケア内容の改善 

・ 地域包括ケアの一員と し てのモチベーショ ン向上に資する 、 地域の児童・ 生徒や住民と の交流の実

施 

・ 利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供 

・ ケアの好事例や、 利用者やその家族から の謝意等の情報を 共有する 機会の提供 
 

 

 

２  加算の算定用件 

キャリアパス要件等の適合状況に応じた区分 

区

分 
算定要件 

要件適合状況 

（ ○＝適合、 ×＝不適

合）  加算額の算定方法 

ﾊ゚ ﾀ ﾝー

A 

ﾊ゚ ﾀ ﾝー

B 

ﾊ゚ ﾀ ﾝー

C 
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Ⅰ 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅰ 
○     

地域単価×介護報酬総単位数（ 基本単位

＋各種加算減算） ×サービ ス 区分別の加

算Ⅰの加算率 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅱ 
○     

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅲ 
○   

職場環境等要

件 
○     

Ⅱ 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅰ 
○    

地域単価×介護報酬総単位数（ 基本単位

＋各種加算減算） ×サービ ス 区分別の加

算Ⅱの加算率 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅱ 
○    

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅲ 
×   

職場環境等要

件 
○    

Ⅲ 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅰ 
○ ×  

 地域単価×介護報酬総単位数（ 基本単

位＋各種加算減算） ×サービ ス 区分別の

加算Ⅲの加算率 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅱ 
× ○  

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅲ 
× ×  

職場環境等要

件 
○ ○  

Ⅳ 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅰ 
○ × × 

地域単価×介護報酬総単位数（ 基本単位

＋各種加算減算） ×サービ ス 区分別の加

算Ⅲの加算率×０ . ９  

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅱ 
× ○ × 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅲ 
× × × 

職場環境等要

件 
× × ○ 

Ⅴ 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅰ 
× × × 

地域単価×介護報酬総単位数（ 基本単位

＋各種加算減算） ×サービ ス 区分別の加

算Ⅲの加算率×０ . ８  

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅱ 
× × × 

ｷｬﾘｱﾊ゚ ｽ要件

Ⅲ 
× × × 
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職場環境等要

件 
× × × 

 

 

３  加算率 

（ １ ） 加算算定対象サービ ス  

サービス区分 
キャリ アパス要件等の適合状況に応じ た加算率 

加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ 

・ 訪問介護 

・ 夜間対応型訪問介護 

・ 定期巡回・ 随時対応型訪問介護

看護 

１ ３ ．

７ ％ 
１ ０ ． ０ ％ ５ ． ５ ％ 

加算Ⅲに よ

り 算出し た

単位( １ 単位

未満の 端数

四捨五入) ×

０ ． ９  

加算Ⅲによ

り 算出し た

単位( １ 単位

未満の 端数

四捨五入) ×

０ ． ８  

・ （ 介護予防） 訪問入浴介護 
５ ．

８ ％ 
４ ． ２ ％ ２ ． ３ ％ 

・ 通所介護 

・ 地域密着型通所介護 

５ ．

９ ％ 
４ ． ３ ％ ２ ． ３ ％ 

・ （ 介護予防） 通所リ ハビリ テー

ショ ン 

４ ．

７ ％ 
３ ． ４ ％ １ ． ９ ％ 

・ （ 介護予防） 特定施設入居者生

活介護 

・ 地域密着型特定施設入居者生活

介護 

８ ．

２ ％ 
６ ． ０ ％ ３ ． ３ ％ 

・ （ 介護予防） 認知症対応型通所

介護 

１ ０ ．

４ ％ 
７ ． ６ ％ ４ ． ２ ％ 

・ （ 介護予防） 小規模多機能型居

宅介護 

・ 看護小規模多機能型居宅介護 

１ ０ ．

２ ％ 
７ ． ４ ％ ４ ． １ ％ 

・ （ 介護予防） 認知症対応型共同

生活介護 

１ １ ．

１ ％ 
８ ． １ ％ ４ ． ５ ％ 

・ 介護老人福祉施設 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

・ （ 介護予防） 短期入所生活介護 

８ ．

３ ％ 
６ ． ０ ％ ３ ． ３ ％ 

・ 介護老人保健施設 

・ （ 介護予防） 短期入所療養介護

（ 老健）  

３ ．

９ ％ 
２ ． ９ ％ １ ． ６ ％ 

・ 介護療養型医療施設 

・ （ 介護予防） 短期入所療養介護

（ 病院等（ 老健以外） ）  

２ ．

６ ％ 
１ ． ９ ％ １ ． ０ ％ 

・ 介護医療院サービス 

・ （ 介護予防） 短期入所療養介護

（ 医療院）  

２ ．

６ ％ 
１ ． ９ ％ １ ． ０ ％ 
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（ ２ ） 加算算定対象外サービス 

サービス区分 加算率 

・ （ 介護予防） 訪問看護 

・ （ 介護予防） 訪問リ ハビリ テー

ショ ン 

・ （ 介護予防） 福祉用具貸与 

・ 特定（ 介護予防） 福祉用具販売 

・ （ 介護予防） 居宅療養管理指導 

・ 居宅介護支援 

・ 介護予防支援 

０ ％ 

 

【 国Ｑ＆Ａ 】 （ 平成29年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ（ 介護保険最新情報vol . 583） ）  

○ キャ リ アパス 要件Ⅲについて 

（ 問１ ） キャ リ アパス 要件Ⅲと 既存のキャ リ アパス 要件Ⅰと の具体的な違い如何。  

（ 回答） キャ リ アパス 要件Ⅰについては、 職位・ 職責・ 職務内容等に応じ た任用要件と 賃金体

系を整備する こ と を要件と し ている が、 昇給に関する 内容を含める こ と ま では求めて

いないも のである 。 一方、 新設する 介護職員処遇改善加算（ 以下「 加算」 と いう 。 ）

の加算（ Ⅰ） （ 以下「 新加算（ Ⅰ） 」 と いう 。 ） の取得要件である キャ リ アパス 要件

Ⅲにおいては、 経験、 資格又は評価に基づく 昇給の仕組みを設ける こ と を要件と し て

いる 。  

 

（ 問２ ） 昇給の仕組みと し て、 それぞれ『 ①経験 ②資格 ③評価のいずれかに応じ た昇給の仕

組みを設ける こ と 』 と いう 記載がある が、 こ れら を組み合わせて昇給の要件を定めて

も いいか。  

（ 回答） お見込みのと おり である 。  

 

（ 問３ ） 昇給の方式については、 手当や賞与によ る も のでも 良いのか。  

（ 回答） 昇給の方式は、 基本給によ る 賃金改善が望ま し いが、 基本給、 手当、 賞与等を問わな

い。  

 

（ 問４ ） 資格等に応じ て昇給する 仕組みを設定する 場合において、 「 介護福祉士資格を有し て

当該事業所や法人で就業する 者についても 昇給が図ら れる 仕組みである こ と を要す

る 」 と ある が、 具体的にはど のよ う な仕組みか。  

（ 回答） 本要件は、 介護福祉士の資格を有し て事業所や法人に雇用さ れる 者がいる 場合がある

こ と を踏ま え、 そのよ う な者も 含めて昇給を図る 観点から 設けている も のであり 、 例

えば、 介護福祉士の資格を有する 者が、 介護支援専門員の資格を取得し た場合に、 よ

り 高い基本給や手当が支給さ れる 仕組みなど が考えら れる 。  

 

（ 問５ ） キャ リ アパス 要件Ⅲによ る 昇給の仕組みについて、 非常勤職員や派遣職員はキャ リ ア

パス 要件Ⅲによ る 昇給の仕組みの対象と なる か。  

（ 回答） キャ リ アパス 要件Ⅲによ る 昇給の仕組みについては、 非常勤職員を含め、 当該事業所
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や法人に雇用さ れる 全ての介護職員が対象と なり 得る も のである 必要がある 。 ま た、

介護職員であれば派遣労働者であっても 、 派遣元と 相談の上、 介護職員処遇改善加算

の対象と し 、 派遣料金の値上げ分等に充てる こ と は可能であり 、 こ の場合、 計画書・

実績報告書は、 派遣労働者を含めて作成する こ と と し ている 。 新加算（ Ⅰ） の取得に

当たっても 本取扱いに変わり はないが、 キャ リ アパス 要件Ⅲについて、 派遣労働者を

加算の対象と する 場合には、 当該派遣職員についても 当該要件に該当する 昇給の仕組

みが整備さ れている こ と を要する 。  

 

（ 問６ ） キャ リ アパス 要件Ⅲの昇給の基準と し て「 資格等」 が挙げら れている が、 こ れにはど

のよ う なも のが含ま れる のか。  

（ 回答） 「 介護福祉士」 のよ う な資格や、 「 実務者研修修了者」 のよ う な一定の研修の修了を

想定し ている 。 ま た、 「 介護福祉士資格を有し て当該事業所や法人で就業する 者につ

いても 昇給が図ら れる 仕組み」 については、 介護職員と し て職務に従事する こ と を前

提と し つつ、 介護福祉士の資格を有し ている 者が、 「 介護支援専門員」 や「 社会福祉

士」 など、 事業所が指定する 他の資格を取得し た場合に昇給が図ら れる 仕組みを想定

し ている 。 ま た、 必ずし も 公的な資格である 必要はなく 、 例えば、 事業所等で独自の

資格を設け、 その取得に応じ て昇給する 仕組みを設ける 場合も 要件を満たし 得る 。 た

だし 、 その場合にも 、 当該資格を取得する ための要件が明文化さ れている など 、 客観

的に明ら かと なっている こ と を要する 。  

 

（ 問７ ） 『 一定の基準に基づき 定期に昇給を判定する 仕組み』 と ある が、 一定の基準と は具体

的にど のよ う な内容を指すのか。 ま た、 「 定期に」 と は、 ど の程度の期間ま で許さ れ

る のか。  

（ 回答） 昇給の判定基準については、 客観的な評価基準や昇給条件が明文化さ れている こ と を

要する 。 ま た、 判定の時期については、 事業所の規模や経営状況に応じ て設定し て差

し 支えないが、 明文化さ れている こ と が必要である 。  

 

（ 問８ ） キャ リ アパス 要件Ⅲを満たす昇給の仕組みを設けたが、 それによ る 賃金改善総額だけ

では、 加算の算定額を下回る 場合、 要件は満たさ ないこ と と なる のか。  

（ 回答） キャ リ アパス 要件Ⅲを満たす昇給の仕組みによ る 賃金改善では加算の算定額に満たな

い場合においても 、 当該仕組みによ る 賃金改善を含め、 基本給、 手当、 賞与等によ る

賃金改善の総額が加算の算定額を上回っていればよ い。  

 

○ その他 

（ 問11） 介護職員処遇改善加算に係る 加算率について、 今回の改定後の介護職員処遇改善加算

Ⅱ及びⅢの加算率が改定前と 変わっている のはなぜか。  

（ 回答） 新加算（ Ⅰ） の創設に伴い、 最新の介護職員数と 費用額の数値に基づき 、 介護職員処

遇改善加算（ Ⅱ） 及び（ Ⅲ） の加算率を改めて設定し 直し たも のであり 、 介護職員１

人当たり の賃金改善額と し て見込んでいる 金額（ 27,000 円相当、 15,000 円相当） が

変わったも のではない。  
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19  介護職員等特定処遇改善加算 

介護職員等特定処遇改善加算の内容について は、 令和３ 年３ 月16日付け 老発0316第４ 号

「 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する 基本的考え 方並びに事

務処理手順及び様式例の提示について 」 を 参照し て く ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  加算の算定要件 

 

介護職員等特定処遇改善加算を算定する 要件と し て、 賃金改善の他、 以下の要件があり ま す。  

 

○特定処遇改善加算（ Ⅰ） を算定する 場合は、 （ １ ） から （ ４ ） の要件を全て満たし ている こ と 。  

 ○特定処遇改善加算（ Ⅱ） を算定する 場合は、 （ ２ ） から （ ４ ） の要件を全て満たし ている こ と 。  

 

（ １ ） 介護福祉士の配置等要件 

  次の加算を 届出し ている こ と 。  

  

サービス 区分 算定が必要な加算 

（ 介護予防） 訪問入浴介護 

通所介護 

（ 介護予防） 通所リ ハビリ テーショ ン 

（ 介護予防） 短期入所生活介護 

（ 介護予防） 短期入所療養介護 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

介護医療院 

 

 

 

 

サービス 提供体制強化加算( Ⅰ) ま たは（ Ⅱ） の届出 

訪問介護 特定事業所加算( Ⅰ) ま たは( Ⅱ) の届出 

（ 介護予防） 特定施設入居者生活介護 サービス 提供体制強化加算( Ⅰ)  も し く は（ Ⅱ） ま たは入居

継続支援加算（ Ⅰ） も し く は（ Ⅱ） の届出 

介護老人福祉施設 サービ ス 提供体制強化加算( Ⅰ) も し く は（ Ⅱ） ま たは日常

生活継続支援加算の届出 

 

（ ２ ） 現行加算要件 

  現行の介護職員処遇改善加算( Ⅰ) から ( Ⅲ) のいずれかを算定し ている こ と 。 （ 特定処遇改善加算と

同時に現行の加算の届出を行い、 算定さ れる 場合を含む。 ）  

 

（ ３ ） 職場環境等要件 

 ・  届出の計画に係る 計画の期間中に実施する 処遇改善（ 賃金改善を除く 。 ） の内容を全ての 

 職員に周知し ている こ と 。  
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・  こ の処遇改善については、 複数の取組を 行う こ と と し 、 表１ の「 入職促進に向けた取組」 、 「 資質の向上やキャ リ アアッ  

プに向けた支援」 、 「 両立支援・ 多様な働き 方の推進」 、 「 腰痛を含む心身の健康管理」 、 「 生産性の向上のための業務改 

善の取組」 及び「 やり がい・ 働き がいの醸成」 の区分ごと に１ 以上の取組を行う こ と 。 なお、 令和３ 年度においては、 ６ の 

区分から ３ の区分を 選択し 、 それぞれで一以上の取組を行う こ と 。 処遇改善加算と 特定加算において、 異なる 取組を行う こ  

と ま でを 求める も のではないこ と 。  

表１  職場環境等要件について  

区分 内容 

入職促進に

向けた取組 

・ 法人や事業所の経営理念やケア方針・ 人材育成方針、 その実現のための施策・ 仕組みなど の明確

化 

・ 事業者の共同によ る 採用・ 人事ロ ーテーショ ン・ 研修のための制度構築 

・ 他産業から の転職者、 主婦層、 中高年齢者等、 経験者・ 有資格者等にこ だわら ない幅広い採用の 

仕組みの構築 

・ 職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等によ る 職業魅力度向上の取組の実施 

資質の向上

やキャ リ ア

アッ プに向

けた支援 

・ 働き ながら 介護福祉士取得を 目指す者に対する 実務者研修受講支援や、 よ り 専門性の高い介護技

術を 取得し よ う と する 者に対する 喀痰吸引、 認知症ケア、 サービ ス 提供責任者研修、 中堅職員に

対する マネジメ ント 研修の受講支援等 

・ 研修の受講やキャ リ ア段位制度と 人事考課と の連動 

・ エルダー・ メ ン タ ー（ 仕事やメ ンタ ル面のサポート 等を する 担当者） 制度等導入 

・ 上位者・ 担当者等によ る キャ リ ア面談など 、 キャ リ アアッ プ等に関する 定期的な相談の機会の確

保 

両立支援・

多様な働き

方の推進 

・ 子育てや家族等の介護等と 仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、 事業所内託児施設

の整備 

・ 職員の事情等の状況に応じ た勤務シフ ト や短時間正規職員制度の導入、 職員の希望に即し た非正

規職員 

から 正規職員への転換の制度等の整備 

・ 有給休暇が取得し やすい環境の整備 

・ 業務や福利厚生制度、 メ ンタ ルヘルス 等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実 

腰痛を 含む

心身の健康

管理 

・ 介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、 介護ロ ボッ ト やリ フ ト 等の介護機 

器等導入及び研修等によ る 腰痛対策の実施 

・ 短時間勤務労働者等も 受診可能な健康診断・ ス ト レ ス チェ ッ ク や、 従業員のための休憩室の 

設置等健康管理対策の実施 

・ 雇用管理改善のための管理者に対する 研修等の実施 

・ 事故・ ト ラ ブルへの対応マニュ アル等の作成等の体制の整備 

生産性向上

のための業

務改善の取

組 

・ タ ブレ ッ ト 端末やイ ンカム等のＩ Ｃ Ｔ 活用や見守り 機器等の介護ロ ボッ ト やセンサー等の導入に

よ る  

業務量の縮減 

・ 高齢者の活躍（ 居室やフ ロ ア等の掃除、 食事の配膳・ 下膳など のほか、 経理や労務、 広報なども

含めた 

介護業務以外の業務の提供） 等によ る 役割分担の明確化 
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２  加算率 

（ １ ） 加算算定対象サービ ス  

サービス区分 
サービス提供体制強化加算等の算定状況に応じた加算率   

特定加算（ Ⅰ）  特定加算（ Ⅱ）  

・ 訪問介護 

・ 夜間対応型訪問介護 

・ 定期巡回・ 随時対応型訪問介護

看護 

６ ． ３ ％ ４ ． ２ ％ 

・ （ 介護予防） 訪問入浴介護 ２ ． １ ％ １ ． ５ ％ 

・ 通所介護 

・ 地域密着型通所介護 
１ ． ２ ％ １ ． ０ ％ 

・ （ 介護予防） 通所リ ハビリ テー

ショ ン 
２ ． ０ ％ １ ． ７ ％ 

・ （ 介護予防） 特定施設入居者生

活介護 

・ 地域密着型特定施設入居者生活

介護 

１ ． ８ ％ １ ． ２ ％ 

・ （ 介護予防） 認知症対応型通所

介護 
３ ． １ ％ ２ ． ４ ％ 

・ （ 介護予防） 小規模多機能型居

宅介護 

・ 看護小規模多機能型居宅介護 

１ ． ５ ％ １ ． ２ ％ 

・ （ 介護予防） 認知症対応型共同

生活介護 
３ ． １ ％ ２ ． ３ ％ 

・ 介護老人福祉施設 

・ 地域密着型介護老人福祉施設 

・ （ 介護予防） 短期入所生活介護 

２ ． ７ ％ ２ ． ３ ％ 

・ 介護老人保健施設 

・ （ 介護予防） 短期入所療養介護

（ 老健）  

２ ． １ ％ １ ． ７ ％ 

やり がい・

働き がいの

醸成 

・ ミ ーティ ング等によ る 職場内コ ミ ュ ニケーショ ンの円滑化によ る 個々の介護職員の気づき を 踏ま えた勤務

環境やケア内容の改善 

・ 地域包括ケアの一員と し てのモチベーショ ン向上に資する 、 地域の児童・ 生徒や住民と の交流の実施 

・ 利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供 

・ ケアの好事例や、 利用者やその家族から の謝意等の情報を 共有する 機会の提供 

（ ４ ） 見える 化要件（ こ の要件については、 令和３ 年度は算定要件と さ れない。 ）  

  特定処遇改善加算に基づく 取組について、 ホームページへの掲載等によ り 公表し ている こ と 。 具体的には、 介護サービ ス 情報公

表制度を 活用し 、 特定処遇改善加算の取得状況を報告し 、 賃金以外の処遇改善に関する 具体的な内容を 記載する 。 公表制度におけ

る 報告の対象と なっ ていない場合は、 事業所のホームページを活用する 等、 外部から 見える 形で公表する 。  
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・ 介護療養型医療施設 

・ （ 介護予防） 短期入所療養介護

（ 病院等（ 老健以外） ）  

１ ． ５ ％ １ ． １ ％ 

・ 介護医療院サービス 

・ （ 介護予防） 短期入所療養介護

（ 医療院）  

１ ． ５ ％ １ ． １ ％ 

 

（ ２ ） 加算算定対象外サービス 

サービス区分 加算率 

・ （ 介護予防） 訪問看護 

・ （ 介護予防） 訪問リ ハビリ テー

ショ ン 

・ （ 介護予防） 福祉用具貸与 

・ 特定（ 介護予防） 福祉用具販売 

・ （ 介護予防） 居宅療養管理指導 

・ 居宅介護支援 

・ 介護予防支援 

０ ％ 

 

【 国Ｑ＆Ａ 】 （ 「 介護職員等特定処遇改善加算に関する 基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例

の提示について」 及び「 2019 年度介護報酬改定に関する  Q＆A（ Vol . １ ） （ 平成31年

４ 月12日） 介護保険最新情報Vol . 719）  

○ 取得要件について 

（ 問１ ） 介護職員等特定処遇改善加算は、 勤続10 年以上の介護福祉士がいなければ取得でき な

いのか。  

（ 回答） 介護職員等特定処遇改善加算については、  

・ 現行の介護職員処遇改善加算（ Ⅰ） から （ Ⅲ） ま でを取得し ている こ と  

・ 介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し 、 複数の取組を行っている こ と  

・ 介護職員処遇改善加算に基づく 取組について、 ホームページへの掲載等を通じ た見え

る 化を行っている こ と  

を満たす事業所が取得でき る こ と から 、 勤続10 年以上の介護福祉士がいない場合であ

っても 取得可能である 。  

 

（ 問３ ） ホームページ等を通じ た見える 化については、 情報公表制度を活用し ないこ と も 可能

か。  

（ 回答） 事業所において、 ホームページを有する 場合、 そのホームページを活用し 、  

・ 介護職員等特定処遇改善加算の取得状況 

・ 賃金改善以外の処遇改善に関する 具体的な取組内容を公表する こ と も 可能である 。  

 

○ 配分対象と 配分ルールについて 

（ 問４ ） 経験・ 技能のある 介護職員について、 勤続10 年以上の介護福祉士を基本と し 、 介護福

祉士の資格を有する こ と を要件と し つつ、 勤続10 年の考え方については、 事業所の裁

量で設定でき る こ と と さ れている が、 どのよ う に考える のか。  
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（ 回答） 「 勤続10 年の考え方」 については、  

・ 勤続年数を計算する にあたり 、 同一法人のみだけでなく 、 他法人や医療機関等での

経験等も 通算する  

・ すでに事業所内で設けら れている 能力評価や等級シス テムを活用する など 、 10 年以

上の勤続年数を有し ない者であっても 業務や技能等を勘案し て対象と する  

    など 、 各事業所の裁量によ り 柔軟に設定可能である 。  

 

（ 問５ ） 経験・ 技能のある 介護職員に該当する 介護職員がいないこ と と する こ と も 想定さ れる

のか。 その場合、 月額８ 万円の賃金改善と なる 者又は処遇改善後の賃金が役職者を除

く 全産業平均賃金（ 440 万円） 以上と なる 者を設定・ 確保する こ と は必要か。  

（ 回答） 経験・ 技能のある 介護職員については、 勤続年数10 年以上の介護福祉士を基本と し 、

各事業所の裁量において設定する こ と と なり 、 処遇改善計画書及び実績報告書におい

て、 その基準設定の考え方について記載する こ と と し ている 。  

     今回、 公費1000 億円程度（ 事業費2000 億円程度） を投じ 、 経験・ 技能のある 介護

職員に重点化を図り ながら 、 介護職員の更なる 処遇改善を行う と いう 介護職員等特定

処遇改善加算の趣旨を踏ま え、 事業所内で相対的に経験・ 技能の高い介護職員を「 経

験・ 技能のある 介護職員」 のグループと し て設定し 、 その中で月額８ 万円の賃金改善

と なる 者等を設定する こ と が基本と なる 。  

 

     ただし 、 介護福祉士の資格を有する 者がいない場合や、 比較的新たに開設し た事業

所で、 研修・ 実務経験の蓄積等に一定期間を要する など 、 介護職員間における 経験・

技能に明ら かな差がない場合などは、 こ の限り でない。 なお、 こ のよ う な「 経験・ 技

能のある 介護職員」 のグループを設定し ない理由についても 、 処遇改善計画書及び実

績報告書に具体的に記載する 必要がある 。  

     ど のよ う な経験・ 技能があれば「 経験・ 技能のある 介護職員」 のグループに該当す

る かについては、 労使でよ く 話し 合いの上、 事業所ごと に判断する こ と が重要であ

る 。  

 

（ 問６ ） 月額８ 万円の処遇改善を計算する に当たり 、 現行の介護職員処遇改善加算によ る 改善

を含めて計算する こ と は可能か。  

（ 回答） 月額８ 万円の処遇改善の計算に当たっては、 介護職員等特定処遇改善加算にも よ る 賃

金改善分で判断する ため、 現行の介護職員処遇改善加算によ る 賃金改善分と は分けて

判断する こ と が必要である 。  

 

（ 問７ ） 処遇改善後の賃金が、 役職者を除く 全産業平均賃金（ 440 万円） 以上かを判断する に

あたっての賃金に含める 範囲はどこ ま でか。  

（ 回答） 「 経験・ 技能のある 介護職員」 のう ち設定する こ と と し ている 「 月額８ 万円の処遇改

善」 又は「 処遇改善後の賃金が役職者を除く 全産業平均賃金（ 440 万円） 以上」 の処

遇改善と なる 者に係る 処遇改善後の賃金額については、 手当等を含めて判断する こ と

と なる 。 なお、 「 月額８ 万円」 の処遇改善については、 法定福利費等の増加分も 含め
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て判断し 、 処遇改善後の賃金「 440 万円」 については、 社会保険料等の事業主負担そ

の他の法定福利費等は含ま ずに判断する 。  

 

（ 問８ ） 2019 年度は10 月から 算定可能と なる が、 経験・ 技能のある 介護職員について、 処遇

改善後の賃金が、 役職者を除く 全産業平均賃金（ 440 万円） 以上かを判断する にあた

り 、 考慮さ れる 点はある のか。  

（ 回答） 処遇改善後の賃金が年額440 万円以上と なる こ と が原則である が、 介護職員等特定処

遇改善加算が10 月施行である こ と を踏ま え、 2019 年度の算定に当たっては、 ６ 月間

又はそれ以下の期間の介護職員等特定処遇改善加算を加えても 年収440 万円以上を満

たすこ と が困難な場合、 12 月間加算を算定し ていれば年収440 万円以上と なる こ と が

見込ま れる 場合であっても 、 要件を満たすも のと し て差し 支えない。  

 

（ 問９ ） その他の職種の440 万円の基準を判断する にあたって、 賃金に含める 範囲はど こ ま で

か。  

（ 回答） その他の職種の440 万円の基準については、 手当等を含めて判断する こ と と なる 。 な

お、 法定福利費等は含めない。  

 

（ 問10） その他の職種の440 万円の基準についての非常勤職員の給与の計算はど のよ う に行う

のか。  

（ 回答） その他の職種の440 万円の基準についての非常勤職員の給与の計算に当たっては、 常

勤換算方法で計算し 賃金額を判断する こ と が必要である 。  

 

（ 問11） 小規模な事業所で開設し たばかり である 等、 設定する こ と が困難な場合に合理的な説

明を求める 例と し て、 ８ 万円等の賃金改善を行う に当たり 、 こ れま で以上に事業所内

の階層・ 役職やそのための能力・ 処遇を明確化する こ と が必要になる ため、 規程の整

備や研修・ 実務経験の蓄積など に一定期間を要する 場合が挙げら れている が、 「 一定

期間」 と はど の程度の期間を想定し ている のか。  

（ 回答） 実際に月額８ 万円の改善又は年収440 万円と なる 者を設定する にはこ れま で以上に事

業所内の階層・ 役職やそのための能力・ 処遇を明確化する こ と が必要になる ため、 時

間を要する 可能性がある が、 規程の整備等については適切にご対応いただき たい。  

    当該地域における 賃金水準や経営状況等、 それぞれ状況は異なる こ と から 、 「 一定期

間」 を一律の基準で定める こ と や計画を定めて一定の期間で改善を求める こ と は適切

でない。  

 

（ 問12） 各グループの対象人数に関し て、 「 原則と し て常勤換算方法によ る 」 と さ れている

が、 ど のよ う な例外を想定し ている のか。  

（ 回答） 各グループにおける 平均賃金改善額を計算する に当たっては、 経験・ 技能のある 介護

職員及び他の介護職員については、 常勤換算方法によ る 人数の算出を求めている 。 一

方で、 その他の職種については、 常勤換算方法のほか、 実人数によ る 算出も 可能であ

り 、 各事業所における 配分ルールにも 影響する こ と も 踏ま え、 労使でよ く 話し 合いの
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上、 適切に判断さ れたい。  

 

（ 問13） 平均改善額の計算にあたり 、 母集団に含める こ と ができ る 職員の範囲はどこ ま でか。  

（ 回答） 賃金改善を行う 職員に加え、 賃金改善を行わない職員についても 、 平均改善額の計算

を行う にあたり 職員の範囲に含める こ と と なる 。  

 

○ 指定権者への届出について 

（ 問14） 介護職員等特定処遇改善加算については、 法人単位の申請が可能と さ れている が、 法

人単位での取扱いが認めら れる 範囲はどこ ま でか。  

（ 回答） 法人単位での取扱いについては、  

・ 月額８ 万円の処遇改善と なる 者又は処遇改善後の賃金が役職者を除く 全産業平均賃

金（ 440 万円） 以上と なる 者を設定・ 確保 

・ 経験・ 技能のある 介護職員、 他の介護職員、 その他の職種の設定 

が可能である 。  

 

ま た、 法人単位で月額８ 万円の処遇改善と なる 者等の設定・ 確保を行う 場合、 法人で

一人ではなく 、 一括し て申請する 事業所の数に応じ た設定が必要である 。 なお、 事業所

の中に、 設定する こ と が困難な事業所が含ま れる 場合は、 実態把握に当たり その合理的

理由を説明する こ と によ り 、 設定の人数から 除く こ と が可能である 。  

 

なお、 取得区分が（ Ⅰ） 、 （ Ⅱ） と 異なる 場合であっても 、 介護職員等特定処遇改善

加算の取得事業所間においては、 一括の申請が可能である （ 未取得事業所や処遇改善加

算の非対象サービ ス の事業所、 介護保険制度外の事業所については一括し た取扱いは認

めら れない。 ） 。  

 

【 国Ｑ ＆Ａ 】 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ＆Ａ （ Vol . 1令和３ 年３ 月19日 介護保険最新情報

Vol . 941）  

（ 問16）  特定 加算の介護職員間の平均の賃金改善額の配分ルールが見直さ れたと のこ と であ

る が、 具体的な取扱いはど のよ う になる のか 。  

（ 回答）  

・  特定加算について、 事業所内でよ り 柔軟な配分を可能と する 観点から 、 平均賃金改

善額について、 「 経験・ 技能のある 介護職員」 は、 「 その他の介護職員」 と 比較し 、

「 ２ 倍以上」 から 「 よ り 高く する 」 こ と に見直すも のである 。  

こ れに伴い、 配分ルールの見直し を行う 場合は、 労使でよ く 話し 合いの上、 設定さ

れたい。  

・  なお、 「  月額８ 万円の改善又は改善後の賃金が年額 440 万円以上 」 の者は 、  引

き 続き 設定する 必要がある こ と に留意さ れたい。  

 

（ 問17）  事業所内での配分方法を決める にあたり 、 「 他の介護職員」 を設定せず、 「 経験・

技能のある 介護職員」 と 「 その他の職種」 のみの設定と なる こ と は想定さ れる のか。  
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（ 回答）  

 ・  事業所毎に、 「 経験・ 技能のある 介護職員」 のグループを設定する こ と が必要で

ある が、 介護職員の定着が進み、 勤続年数が長く なったこ と 等によ り 、 当該事業所で

働く 介護職員全てが、 「 経験・ 技能のある 介護職員」 である と 認めら れる 場合には、

「 経験・ 技能のある 介護職員」 と 「 その他の職種」 のみの設定と なる こ と も 想定さ れ

る 。  

・  こ の場合における 配分ルールに ついては、 当該事業所における 「 経験・ 技能のある

介護職員」 の平均賃金改善額 が、 「 その他の職種」 の平均賃金改善額の２ 倍よ り 高い

こ と が必要である 。  

 

※2019 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （  vol .  ２ ） （ 令和元年７ 月23日） 問14は削除

する 。  

 

（ 問18）  事業所における 配分方法における 「 ただし 、 その他の職種の平均賃金額が他の介護

職員の賃金改善額を上回ら ない場合等はこ の限り でないこ と 。 」 と は、 ど のよ う な意

味か。  

（ 回答）   

 ・  特定加算については、 介護職員の処遇改善と いう 趣旨を損なわない程度で、 介護

職以外の職員も 一定程度処遇改善を可能と する 柔軟な運用を認める こ と と し てお

り 、 こ の具体的な配分方法と し て、 他の介護職員の平均賃金改善額については、 そ

の他の職種の平 均賃金改善額の２ 倍以上と なる こ と を 求めている 。  

 ・  ただし 、 その他の職種の平均賃金額が他の介護職員の平均賃金額を上回ら ない場

合においては、 柔軟な取扱いを認め、 両グループの平均賃金改善額が等し く なる

（ １ ： １ ） ま での改善を可能と する も のである 。  

なお、 その他の職種全体では他の介護職員の平均賃金額を上回る 場合であっても 、

その他の職種のう ち、  他の 介護職員の平均賃金額を上回ら ない職種については 、 当

該職種に限り 、 他の介護職員と 平均賃金改善額が等し く なる ま での改善 を行う こ と も

可能である 。  

 

  ※ 2019 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ vol . ２ ） ） （ 令和元年７ 月23日） 問11は削除

する 。  

 

（ 問19）  介護給付のサービ ス と 介護予防・ 日常生活支援総合事業を一体的に運営し ている 場

合であっても 、 月額８ 万円の改善又は年収 440 万円と なる 者を２ 人設定する 必要があ

る のか。 ま た、 その場合の配分ルール（ グループ間の平均賃金改善額 １ ： １ ：  0. 5は

ど のよ う な 取扱いと なる のか。  

（ 回答）   

・  事業所において 、 介護給付のサービ ス と 介護予防・ 日常生活支援総合事業を一体的

に行っており 、 同一の就業規則等が適用さ れる 等労務管理が同一と 考えら れる 場合

は、 法人単位の取扱いを適用する のではなく 、 同一事業所と みなし 、  
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  － 月額８ 万円の改善又は年収 440 万円と なる 者を１ 人以上設定する こ と  

  － 配分ルールを適用する こ と  

によ り 、 特定加算の算定が可能である 。  

・  なお、 介護給付のサービ ス と 予防給付のサービ ス （ 通所リ ハビ リ テーショ ンと 予防

通所リ ハビ リ テーショ ンなど ） についても 同様である 。  

・  ま た、 特別養護老人ホーム等と 併設さ れている  又は空所利用型である 短期入所生活

介護、 介護老人保健施設等と 短期入所療養介護についても 、 同様に判断する こ と が可

能である と と も に、 こ れら については、 介護老人福祉施設又は介護老人保健施設等が

特定加算を算定し ている 場合において、 短期入所生活介護等においても 、 同じ 加算区

分を算定する こ と が可能である 。 （ 短期入所生活介護等において特定加算（ Ⅰ） を算

定する 場合は、 体制等状況一覧表における 「 併設本体施設における 介護職員等特定処

遇改善加算Ⅰの届出状況」 （ あり ／なし ） の欄について、 「 あり 」 と 届け出る こ

と 。 ）  

 

※ 2019年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ vol . ２  ） ） 令和元年７ 月23日） 問12は削除する 。  

 

（ 問20）  職場環境等要件について、 届出に係る 計画の期間中に実施する 処遇改善の内容を全

ての職員に周知し ている こ と と ある が、 毎年度新たな取組を行わなければなら ないの

か。  

（ 回答）  

・  介護職員等特定処遇改善加算における 職場環境等要件については、 「 入職促進に

向けた取組」 、 「 資質の向上やキャ リ アアッ プに向けた支援」 、 「 両立支援・ 多様

な働き 方の推進」 、 「 腰痛を含む心身の健康管理」 、 「 生産性向上のための業務改

善の推進」 及び「 やり がい・ 働き がいの醸成」 について、 それぞれ１ つ以上（ 令和

３ 年度は、 ６ つの区分から ３ つの区分を選択し 、 選択し た区分でそれぞれ１ つ以

上） の取組を行う こ と が必要である 。  

・  職場環境等要件については、 令和３ 年度改定において、 計画期間における 取組の

実施が求めら れる  こ と と さ れたが、 こ れは毎年度新たな取組を行う こ と ま で求める

も のではなく 、 前年度と 同様の取組を当該年度に行う こ と で、 当該要件を満たすこ

と も 可能である こ と  。  

 

 ※ 2019年度年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ vol . １ ） （ 平成31年４ 月13日） 問２ は削除

する  

 

（ 問21）  見える 化要件について、 令和３ 年度は算定要件と さ れないと ある が、 令和３ 年度に

おいては特定加算に基づく 取組を公表する 必要はないのか。  

（ 回答）  当該要件については、 処遇改善加算及び特定加算の取得状況や、 賃金以外の処遇改

善に関する 具体的な取組内容に関する 公表を想定し ている ため、 令和３ 年度において

は要件と し ては求めず、 令和４ 年度から の要件と する 予定。  

（ 問22）  2019 年 度介護報酬 改定 に関する Ｑ ＆Ａ （  vol . 4 ） ） （ 令和２ 年３ 月30日） 問４
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において 、 「 こ れによ り 難い合理的な理由がある 場合」 の例示及び推計方法例が示さ

れている が、 勤続年数が長い職員が退職し 、 勤続年数の短い職員を採用し た場合等

は、 こ れに該当する のか。 ま たどのよ う に推計する のか。  

（ 回答）   

・  賃金改善の見込額と 前年度の介護職員の賃金の総額と の比較については、 改善加算

及び特定加算によ る 収入額を上回る 賃金改善が行われている こ と を確認する ために行

う も のであり 、 勤続年数が長い職員が退職し 、 職員を新規採用し たこ と によ り 、 前年

度の介護職員の賃金の総額が基準額と し て適切でない場合は、 「 こ れによ り 難い合理

的な理由がある 場合」 に 該当する も のである 。  

・  こ のよ う な場合の推計方法について、 例えば、 前年度の介護職員の賃金の総額は、  

  － 退職者については、 その者と 同職であって勤務年数等が同等の職員が、 前年度在

籍し ていなかったも のと 仮定し た場合における 賃金総額を推定する  

  － 新規採用職員については、 その者と 同職であって勤務年数等が同等の職員が、 前

年度在籍し たも のと 仮定し た場合における 賃金総額を推定する 等が想定さ れる 。  

 ・  具体的には、  

  － 勤続10年の者が前年度10人働いていたが、 前年度末に５ 人退職し  

  － 勤続１ 年目の者を今年度当初に５ 人採用し た場合には、  

仮に、 勤続年数が同一の者が全て同職であった場合、 前年度、  

  － 勤続10年の者は５ 人在籍し ており  、  

  － 勤続１ 年の者は15人在籍し ていたも のと し て、  

賃金総額を推計する こ と が想定さ れる 。  

 

＜推計の例＞勤続年数が同一の者が全て同職の場合 

 勤続10年 勤続５ 年 勤続１ 年 

前 

年 

度 

実際の人数 10人 10人 10人 

推計に当た

っての人数 

５ 人 

→10人のう ち、 ５ 人

は在籍し なかったも

のと 仮定 

10人 

→実際と 同様 

15人 

→10人に加え、 ５ 人在

籍し たも のと 仮定 

今年度 ５ 人 10人 15人 

 

( 問23)   処遇改善計画書において「 その他 の職種（ C） には、 賃金改善前の賃金が既に年額

440万円を上回る 職員の賃金を含ま ないこ と 。 」 と の記載がある が、 年額440万円を上

回る 職員は「 前年度の一月当たり の常勤換算職員数」 についてどのよ う に取り 扱う の

か。  

（ 回答）  

・  2019年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ vol . １ ） ） （ 平成31年４ 月13日） 問13のと

おり 、 平均賃金額の計算における 母集団には、 賃金改善を行う 職員に加え、 賃金改善

を行わない職員も 含める こ と と し ており 、 年額440万円を上回る 職員も 、 「 前年度の一

月当たり の常勤換算職員数」 に含める こ と と なる 。  
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（ 問24）  処遇改善計画書の作成時においては、 特定加算の平均の賃金改善額の配分ルールを

満たし ており 、 事業所と し ても 適切な配分を予定し ていたも のの、 職員の急な退職等

によ り やむを得ず、 各グループに対し て計画書通り の賃金改善を行う こ と ができ なく

なった結果、 配分ルールを満たすこ と ができ なかった場合、 ど のよ う な取扱いと すべ

き か。  

（ 回答）  

 ・  職員の退職等のやむを得ない事情によ り 、 配分ルールを満たすこ と が困難になっ

た場合は 、 実績報告にあたり 、 合理的な理由を求める こ と と する こ と  。 （ 令和２ 年

度実績報告書においては、 申出方法は問わないが、 令和３ 年度においては 、 「 介護職

員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する 基本的考え方並びに事務処

理手順及び様式例の提示について」 令和３ 年３ 月16日老発0316第４ 号でお示し し た実

績報告書（ 様式３ －１ の「 ⑥その他」 に記載さ れたい 。  

 ・  なお、 その場合でも 、 特定加算によ る 収入額を上回る 賃金改善が必要である 。  

 

（ 問25）  介護福祉士の配置等要件について、 喀痰吸引を必要と する 利用者の割合についての

要件等を満たせないこ と によ り 、 入居生活継続支援加算や日常生活継続支援加算を算

定でき ない状況が常態化し 、 ３ か月以上継続し た場合には、 変更の届出を行う こ と と

さ れている が、 喀痰吸引を必要と する 利用者の割合以外にど の要件が認めら れる の

か。  

（ 回答）  入居継続支援加算及び日常生活継続支援加算における 喀痰吸引を必要と する 利用者

の割合に関する 要件に加え、 日常生活継続支援加算の新規入所者の要介護度や認知症

日常生活自立度に係る 要件が含ま れる も のである 。  

 

【 国Ｑ＆Ａ 】 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する Ｑ＆Ａ の送付について

（ 令和３ 年６ 月29日 介護保険最新情報Vol . 993）  

（ 問１ ）  処遇改善計画書及び実績報告書において基準額１ 、 ２ （ 前年度の（ 介護職員の） 賃

金の総額） 及び基準額３ （ グループ別の前年度の平均賃金額） の欄が設けら れている

が、 実績報告書の提出時において、 基準額１ 、 ２ 及び３ に変更の必要が生じ た場合に

ついて、 ど のよ う に対応すればよ いか。  

（ 回答）   

・  処遇改善加算及び特定加算（ 以下「 処遇改善加算等」 と いう 。 ） については、 原

則、 当該事業所に おける 処遇改善加算等によ り 賃金改善を行った総額が、 処遇改善

加算等によ る 収入額を上回る 必要が あり 、 実績報告においても その点を確認し てい

る と こ ろ。  

・  当該事業所における 処遇改善加算等によ り 賃金改善を行った総額については、  

① 前年度の賃金の総額（ 基準額１ 、 ２ ）  

② 処遇改善加算又は特定加算によ る 賃金改善を含めた当該年度の賃金の総額 

を比較し 計算する こ と と し ている が、 ①について職員構成や賃金改善実施期間等が変

わる こ と によ り 、 修正が必要と なった場合や、 ②について経営状況等が変わった場
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合、 以下の取扱いが可能である 。  

 

＜①について職員構成や賃金改善実施期間等が変わる こ と によ り 、 修正が必要と なった場合＞ 

当該年度において、 勤続年数が長い職員が退職し 、 職員を新規採用し たこ と 等によ り 、 前

年度と 職員構成等が変わった場合や賃金改善実施期間が処遇改善計画書策定時点と 変わった

場合等に、 処遇改善計画書に記載し た前年度の賃金の総額が、 ②と 比較する に当たっての基

準額と し て適切ではなく なる 場合がある 。  

通常は、 処遇改善計画書の変更の届出を行い、 基準額１ 、 ２ の額を推計する こ と によ り 修

正する こ と と なる が、 こ の場合は、 実績報告書の提出時において、 変更前後の基準額と 合理

的な変更理由を説明する こ と で差し 支えない。 （ 令和２ 年度実績報告書においては、 説明方

法は問わないが、 令和３ 年度においては、 「 介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇

改善加算に関する 基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」 （ 令和３ 年

３ 月16 日老発0316 第４ 号） でお示し し た実績報告書（ 様式３ －１ ） の「 ⑥その他」 に記載

さ れたい。 ）  

なお、 こ れは、 基準額３ についても 同様である と と も に、 推計方法は、 令和３ 年度介護報

酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 令和３ 年３ 月19 日） 問22 を参考にさ れたい。  

 

＜②について経営状況等が変わった場合＞ 

サービ ス 利用者数の減少など によ り 経営が悪化し 、 一定期間収支が赤字である 、 資金繰り

に支障が生じ る 等の状況によ り 、 賃金水準を引き 下げざる を得ない場合は、 特別事情届出書

を届け出る こ と で、 計画書策定時点と 比較し 「 加算の算定によ り 賃金改善を行った賃金の総

額」 が減少し 、 実績報告書において賃金改善所要額が加算総額を下回る こ と も 差し 支えな

い。  

なお、 賃金水準を引き 下げた要因である 特別な状況が改善し た場合には、 平成27 年度介護

報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . ２ ） （ 平成27 年４ 月30 日） 問56 のと おり 、 可能な限り 速や

かに賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要がある こ と 。  

 

（ 問２ ） 実績報告書別紙様式３ －２ において、 処遇改善加算の「 本年度の加算の総額」 のグル

ープ別内訳を記載する こ と と さ れている が、 どのよ う な記載が可能か。  

 

（ 回答）  

・  特定加算の配分比率を確認する ため、 介護職員について、 経験・ 技能のある 介護職

員（ Ａ ） と 他の介護職員（ Ｂ ） にわけ、 特定加算に加え、 処遇改善加算についても グ

ループ別内訳の記載を求めている と こ ろ。  

・  記載に当たっては、 原則と し て、 各グループに実際の配分さ れた額の記載を求めて

いる が、 処遇改善加算について、 経験・ 技能のある 介護職員（ Ａ ） と 他の介護職員

（ Ｂ ） で区別せず配分し ており 、 こ の内訳が詳細に把握でき ない場合には、 （ Ａ ）

（ Ｂ ） 間の人数比等によ り 推計し 記載する こ と も 可能である こ と 。  

・  なお、 特定加算を算定し ていない事業所については、 別紙様式３ －２ の処遇改善加

算のグループ別内訳の欄の記載は不要である 。  
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（ 問３ ）  独自の賃金改善を実施し た事業所において、 実績報告書別紙様式３ －１ 及び３ －２

における 賃金改善所要額、 グループごと の平均賃金改善額等について、 独自の賃金改

善についてど のよ う な記載すればよ いか。  

（ 回答）   

・  原則、 特定加算によ る 賃金改善分について配分ルールを満たし ている こ と が必要。

そのため、 特定加算の配分ルールを計算する 際は、 別紙様式３ －１ において賃金改善

所要額に独自の改善額を含めず、 特定加算のみによ る 賃金改善額を記載する こ と が可

能であり 、 別紙様式３ －２ においては、  

－ 本年度の賃金の総額の欄に、 独自の賃金改善額を控除し た額を記載する か 

－ 本年度の加算の総額の欄に、 独自の賃金改善額を含む額を記載する  

こ と が可能。  

・  なお、 別紙様式３ －１ において賃金改善所要額に独自の改善を含んだ額を記載する

こ と を妨げる も のではない。  

・  ま た、 処遇改善計画書の作成時においては、 特定加算の平均の賃金改善額の配分ル

ールを満たし ており 、 事業所と し ても 適切な配分を予定し ていたも のの、 職員の急な

退職や独自の賃金改善の実施等によ り やむを得ず、 各グループに対し て計画書通り の

賃金改善を行う こ と ができ なく なった結果、 配分ルールを満たすこ と ができ なかった

場合については、 令和３ 年度介護報酬改定に関する Ｑ ＆Ａ （ Vol . １ ） （ 令和３ 年３ 月

19 日） 問24 も 参照さ れたい。  

 

（ 問４ ）  実績報告書別紙様式３ －１ 及び３ －２ に記載する 本年度の賃金の総額及び本年度の

加算の総額について、 賃金改善実施期間を４ 月から 翌年３ 月ま での期間以外で設定し

ている 事業所においては、 事業所ごと の賃金改善実施期間において支払われた賃金の

総額及び加算の総額を記載する こ と が可能か。  

ま た、 法人で一括し て処遇改善計画書及び実績報告書を作成し ている 法人において、

事業所ごと に賃金改善実施期間が異なる 場合等、 賃金改善実施期間を変更する こ と は

可能か。  

（ 回答）   

・  実績報告書において、 事業所ごと の賃金改善実施期間において支払われた賃金の総

額及び加算の総額を記載する こ と が可能である 。  

・  事業所毎の状況を記載する に当たり 、 例えば、 賃金改善実施期間については、 合理

的な理由がある 場合に変更する こ と も 可能であり 、 令和２ 年度は令和２ 年７ 月～令和

３ 年６ 月を賃金改善実施期間と し て設定し ていた事業者が、 令和３ 年度から 令和３ 年

４ 月～令和４ 年３ 月に変更し よ う と する 場合、 令和２ 年度の処遇改善計画書の賃金改

善実施期間を変更する 届出を行い、 令和２ 年７ 月～令和３ 年３ 月の９ ヵ 月に短縮する

こ と も 考えら れる こ と 。 なお、 計算方法と し ては、 例えば以下の方法が想定さ れる こ

と 。  

- 基準額１ ・ ２ については、 原則と し て、 「 加算を取得する 前年の１ 月から 12 月ま

での12 か月間の（ 介護職員の） 賃金の総額」 を記入する こ と と し ている が、 こ の場

合、 「 加算を取得する 前年の１ 月から 12 月ま での12 か月間の（ 介護職員の） 賃金
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の総額」 から 12 を除し て、 変更し た期間（ 上記の場合は９ か月間） の月数を掛けて

得ら れた額を記載する こ と と し 、  

- 処遇改善計画書別紙様式２ －１ の（ １ ） ④ⅱ） ( イ ) 及び( ウ ) 、 （ ２ ） ⑥ⅱ） ( イ )  

及び( ウ ) については、 原則と し て、 都道府県国民健康保険団体連合会から 通知さ れ

る 「 介護職員処遇改善加算等総額のお知ら せ」 に基づき 記載する こ と と し ている

が、 こ の場合、 12 か月間の加算の総額から 12 を除し て、 変更し た期間（ 上記の場

合は９ か月間） の月数を掛けて得ら れた額を記載する こ と と する 。  

 


